
第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

子ども・子育て支援の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　
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施策 №１ 基本計画
掲載頁 58～60

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 17 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 1 Ｂ 22 Ｃ

（１）　こども基本法の基本理念に基づいた施策の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
子どもに関わる施策の推進に当たっては、子どもの意見表明・参画の機会の確
保を図り、意見を尊重し、子どもの最善の利益を優先して考慮するよう努めま
す。

Ｂ

・子どもに関わる施策の推進に当たっては、子どもの意見表明・参画の機会の確保を図り、意見を尊重し、子
どもの最善の利益を優先して考慮するよう努めた。
＜主な取組実績＞
・児童センターに「こども目安箱」を設置し、児童センターへのお願いや意見を書いて入れてもらうととも
に、年に１回、子どもたちにアンケートを実施して、児童センターの事業や運営の参考にした。
・第３次新座市子ども・子育て支援事業計画の策定に当たり、市内在住の小学５年から中学３年までの
児童生徒にアンケート調査を実施した。

こども支援課

0

成果

・特定型・基本型及び母子保健型の利用者支援事業や子育て支援ホームヘ
ルパーの派遣などを実施し、地域における子育て支援の充実を図るととも
に、保育士不足の解消、放課後児童保育室の狭あい化解消を図るなど、保
育環境の充実に努めた。
また、各種補助事業により、安定的に保育を供給した。
・こども基本法の基本理念に基づき、子どもたちを権利の主体として捉
え、将来にわたって幸福な生活を送ることができるよう、新たに策定した
第３次新座市子ども・子育て支援事業計画では、こどもの意見表明権の確
保等を新規施策として位置付けた。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

・地域子育て支援センターの利用促進や保育施設での受入体制の整備等、
様々な場面において多様化するニーズを把握し、子育て世代への包括的な
支援体制を強化していく。
・地域子育て支援センターの利用促進に当たっては、多くの方に気軽に利
用いただけるよう、広報にいざや市ホームページ等で広く周知に努めると
ともに、講座や健診時に地域子育て支援センターガイドを配布すること
で、子育て家庭に直接情報が届くよう努める。
・子どもの意見を尊重するための体制の整備に向けて、先進自治体の状況
等を調査・研究していく。

課題

・放課後児童保育室での交流型プログラム等、感染症の影響で活動を控え
ていた事業を再開し、より一層推進する必要がある。
また、保育施設においては、医療ケアや特別な配慮が必要な乳幼児の増加
に伴い、受入体制の整備が求められている。
・地域子育て支援センターの利用者数について、ＫＰＩで設定した目標値
である84,760人を下回る結果となった。
・子どもたちの意見を尊重するための体制（どのように意見を聴取し、施
策に反映し、フィードバックしていくか等）を整備していく必要がある。

妊娠から出産、子育て期まで切れ目のない支援を行い、母子保健事業、子育て
支援ホームヘルパーの派遣など、子育て家庭への支援を推進します。

Ｂ

・親族から家事の援助を受けることができない出産直後のお母さんと多胎児を養育する方を対象にホームヘル
パーを派遣し、家事援助を行った。
　援助を必要とする家庭に対し必要な支援を行うことができたものの、令和５年度に比べ申込みが少なく、
多胎児の利用も少なかったため、派遣件数・派遣時間ともに減少した。
（※派遣期間は母親の退院日から３０日以内であるが、多胎児の場合は追加で２０回分
利用することができる（ただし、多胎児の退院日を含めて１年以内）。）　
＜実績＞
令和６年度
　派遣件数　　１５件（うち多胎児１件）
　派遣時間　１４９．５時間
令和５年度
　派遣件数　　２２件（うち多胎児３件）
　派遣時間　２８６時間

こども支援課

地域全体で子育てを支援するため、地域子育て支援拠点事業や、ファミリー・
サポート・センター事業などを展開します。また、地域や関係機関と連携し、
市民による子育てサークル、子育てボランティア、ＮＰＯなどの活動の更なる
支援に努めるとともに、そのネットワークづくりを進めます。

Ｂ
・各事業の展開は順調に進捗したが、地域子育て支援センター利用者数については、令和５年５月の新型コロ
ナウイルス感染症の５類移行により利用制限を廃止したため、緩やかに回復傾向にあるものの、計画策定時点
における現状値より実績が低くなった。今後もＰＲに努め、講座等も復活することで、利用者数も増加してい
く見込みである。

こども支援課

（２）　地域における子育て支援の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
教育・保育施設や地域の子育て支援事業などを円滑に利用できるよう、市役所
窓口、保健センターや地域子育て支援拠点などにおける情報提供機能や相談体
制の充実を図ります。

Ｂ

・特定型・基本型及び母子保健型の利用者支援事業を実施、連携することで妊娠期から子育て期まで切れ目の
ない支援を実施した。
＜基本型＞
　地域子育て支援拠点等の身近な場所で、子育て家庭等から日常的に相談を受け、個別のニーズ等に基づい
て、子育て支援に関する情報の収集・提供、子育て支援事業や保育所等の利用に当たっての助言・支援を行
う。
＜特定型＞
　主として市町村の窓口で、子育て家庭等から保育サービスに関する相談に応じ、地域における保育所や各種
の保育サービスに関する情報提供や利用に向けての支援などを行う。
＜母子保健型＞
　主として市町村保健センター等で、保健師等の専門職が、妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育
児に関する妊産婦等からの様々な相談に応じ、その状況を継続的に把握し、支援を必要とす
る者が利用できる母子保健サービス等の情報提供を行うとともに、関係機関と協力して支援プランの策定など
を行う。
・「こども家庭センター」の設置については、こども未来部の組織再編案を政策推進本部で協議するととも
に、保健センターとの会議（５回）に加え、先進自治体（戸田市）への視察を実施し、令和７年４月からの設
置に向けた検討を進めた。

こども支援課

不妊や不育症への支援など、少子化対策を実施します。

Ｂ
・早期不妊検査・不育症検査を受けた方を対象に、その検査費を助成して、少子化対策に寄与した。
　令和６年度実績　早期不妊検査費助成金件数　９５件
　 　　　　　　 　不育症検査費助成金件数　　１２件

保健センター

親子で楽しく健全に遊ぶことができる場として、児童センターの充実を図ると
ともに、新たな施設の設置や場の確保に向けて検討します。

Ｂ

・新座市児童センター及び福祉の里児童センターにおいて、児童の健康を増進し、情操を豊かにするととも
に、地域の児童健全育成に関する組織活動の育成支援を図る等、児童の健全育成に関する事業を総合的に行っ
た。（主な取組：こども参画事業「かえっこバザール」「かえっここども会議」、アウトリーチ事業「どこで
も児童館」、親子のサークル活動「里のなかまほいく」、要保護支援事業「フードパントリー」「緊急食糧支
援」「ほっこりごはん」、不登校支援事業「がっこうに行きづらい子どもの親の会」）
　2館合計利用者数　　R5→R6　　87,191人→98,865人　
　2館合計利用団体数　R5→R6　　330団体→286団体
・新たな施設の設置等を検討するとともに、地理的な要因から、児童センターへ行きづらい子どもたちに向け
て遊びの場を提供するために、市内公園等に児童センター職員が出向く「どこでも児童館」事業を実施した。

こども支援課

心身の発達に遅れや心配があると思われる児童及びその保護者に対し、児童発
達支援センターを中心に、療育（発達支援）及び相談を始めとした支援の充実
を図ります。 Ｂ ・新座市児童発達支援センターの通所児童や保護者への発達支援や相談支援を継続的に行ったほか、地域相談

のニーズも上昇傾向にあるため、通所していない児童や保護者に対してのサポート体制を強化した。
児童発達支援セ
ンター



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）
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施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

（３）　保育環境の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

放課後児童保育室の狭あい化の解消に引き続き取り組むとともに、子どもの放
課後居場所づくり事業（ココフレンド）と連携を図り、放課後の子どもたちが
安心して過ごすことのできる居場所づくりを推進します。 Ｂ

・放課後児童保育室の狭あい化を解消するため、狭あい化が著しい野寺放課後児童保育室の建設工事を実施し
た。
・放課後児童保育室とココフレンドの連携を図るため、ミニコンサートやスポーツ等のイベントを合同で実施
した。

保育課

保育施設及び放課後児童保育室における保育の質を確保するため、保育士及び
支援員の資質向上に努めます。

Ｂ ・保育施設及び放課後児童保育室においては、埼玉県主催の資質向上研修等に参加することにより、保育士及
び支援員の資質向上に努めた。

保育課

入所待機児童の解消に向け、既存の施設で生じている保育士不足の解消及び幼
稚園における長時間預かり保育事業の推進を図ります。また、待機児童の状況
に応じて認可保育園等の施設整備を支援します。 Ｂ

・就職相談会等の開催によって、既存保育施設等の保育士不足の解消を図ったが、解消には至っていない。
・幼稚園における長時間預かり保育事業の推進を図ったことで、幼稚園において、教育時間の前後の時間並び
に春季、夏季及び冬季休園期間中の預り保育を実施した。

保育課

一時保育、休日保育、障がい児保育や病児・病後児保育などの充実を図りま
す。

Ｂ ・休日保育については、職員の確保ができず休止となったが、一時保育、障がい児保育や病児・病後児保育に
ついては補助金を交付し、推進を図った。

保育課

各家庭の事情にかかわらず、全ての子どもが健やかに育つことができるよう、
児童虐待防止や里親制度についての普及啓発に努めます。

Ｂ

・１０月の里親月間に合わせて、広報にいざへの啓発記事の掲載やパネル展示を実施し、里親制度の普及に努
めた。
・新座地区里親総会、里親の啓発のための展示、新座地区里親会の意見交換・親睦研修会、朝霞地区里親会合
同研修会、新座地区里親会役員会を実施した。
・児童虐待防止についてのチラシを市内の保育施設や小中学校等に配布した。

こども支援課

（５）　経済的支援の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（４）　子どもの権利擁護の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
児童虐待の未然防止・早期発見のために、子ども家庭総合支援拠点において関
係機関と連携し、相談や啓発、適切な情報共有などに取り組みます。

Ｂ
・保健センターをはじめ、児童相談所や警察署等の各関係機関と情報交換や研修活動を行いながら、相互の連
携による児童虐待の防止、効果的な援助方法や対応等を協議した。
代表者会議１回、研修会１回、実務者会議１２回、個別ケース検討会議７回実施。

こども支援課

（６）　ひとり親家庭福祉の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
ひとり親家庭の実情に応じて的確に対応し、きめ細かな助言や情報提供を行い
ます。 Ｂ ・こども支援課内に専門の相談員（母子・父子自立支援員）２名を配置し、個々のニーズに応じたきめ細かな

相談支援体制を構築した。
こども支援課

子育てに関する負担軽減を図るため、市独自のこども医療費の無料化を実施し
ます。

Ｂ
・新型コロナウイルス感染症の流行による受診控えの解消、インフルエンザ流行による支給件数・支給金額の
増加等、需要が上昇する中にあって、こども医療費を支給した。
・こども医療費助成の通院分の対象年齢を１８歳年度末まで拡大した。

こども給付課

乳幼児医療費などの子育て家庭に対する経済的支援の充実について、国・県に
積極的に働き掛けます。

Ｂ ・公費負担制度を国の制度とし、全国で同一の医療費助成を受けられるようにすることを要望した。
・県の補助対象年齢を１８歳年度末まで引き上げ、自己負担制度を撤廃するように要望した。

こども給付課

ひとり親家庭の経済的な自立を促進するため、各種支援制度の利用を働き掛け
ながら、関係機関と連携して就労を支援します。

Ｂ
・児童扶養手当やひとり親家庭等医療費支給制度により、ひとり親家庭の生活の安定を図るとともに、経済的
な自立を促進するため、就職に必要な資格取得費用の助成（自立支援教育訓練給付金）や修学期間中の生活費
を援助する制度（高等職業訓練促進給付金）による支援に努めた。

こども支援課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

こども支援課

保育所等の待機児童数 5人 5人 8人

100% Ｂ 児童発達支援セ
ンター

子育て支援センター利用者数 63,813人 56,005人 58,208 84,760人 Ｃ

0人 Ｃ 保育課

アシタエールの支援に対する満足
度（対象：通所利用時の保護者）

94% 96% 96.6
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高齢者福祉の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　
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施策 №2 基本計画
掲載頁 62～63

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 2

0

成果

市内の医療機関や介護事業所、高齢者相談センターなどの地域の関係機関等との連携に
より、高齢者が住み慣れた地域で生活できるよう支援に努めるとともに、老人福祉セン
ターや高齢者いきいき広場の運営、地域活動の周知などにより高齢者の社会参加や介護
予防の促進を図った。
また、第９期介護保険事業計画に基づき、介護サービスの充実と基盤整備に努めた。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

施策展開については、おおむね現状どおり進めていくが、今後も要介護認
定者数の増加が予想されるため、介護予防や健康づくりに関する取組をよ
り一層進めていく必要がある。
また、高齢者福祉サービスを持続可能なものにしていくために、扶助費の
額、利用者負担金の導入、対象者要件等、様々な側面から事業の見直しを
検討する。課題

高齢者福祉サービスについて、高齢者数の増加に伴い利用者の増加が見込まれることか
ら持続可能なサービスとしていくための検討が必要である。
また、オンライン介護予防教室を見直し、介護予防教室の開催回数を増やして、より多
くの市民が参加して介護予防に関する情報に触れるきっかけを作る必要がある。

Ｂ 12 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 26 Ｃ

（１）　地域包括ケアシステムの充実・推進と高齢者の権利擁護の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
高齢者が住み慣れた地域で自分らしく生活ができるよう、介護予防・介護度の
重度化防止に向け、地域福祉活動との連携強化や保健・医療・福祉の連携強化
に取り組み、高齢者相談センター（地域包括支援センター）を核とした包括的
な地域ケア体制の更なる充実を進めます。

Ｂ
・支援が必要な高齢者に対し、高齢者相談センターや居宅介護支援事業所等との連携を中心に、状況に応じて
民生委員、医療機関等とも連携してサービス利用への支援や見守り体制を構築することで、住み慣れた地域で
自分らしく安心して生活できるよう地域や関係機関の連携強化に取り組んだ。

長寿はつらつ課

Ｂ

・市内８か所の高齢者相談センターにおいて総合相談、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント支援の各
業務を実施するとともに、地域包括ケアシステムの体制作りを推進することができた。
・高齢者相談センターでは、軽微な内容から緊急対応が必要な内容まで、多くの相談を受理し対応している。
・高齢者相談センター利用件数については、令和５年度から軽微な相談を計上しないこととしたほか、相談員
の相談能力がさらに向上したことにより、スムーズに適切な支援につなぐことができたため、相談件数が減少
したと考えられる。
・今後も高齢者相談センターをより多くの市民に知ってもらえるように出前介護相談の実施や広報等での周知
に力を入れていく。

介護保険課

医療と介護の両方を必要とする高齢者に、在宅医療と介護を一体的に提供する
ことができるよう、関係機関との連携を推進します。

Ｂ

・市内医療機関・介護事業所及び朝霞地区４市などとの間で意見交換し、医療と介護の円滑な情報連携推進の
ための仕組みづくりを構築するための「朝霞地区医療・介護連携お助けガイド」を作成し、朝霞地区医師会地
域包括ケア支援室ホームページで公開した。
・朝霞地区４市共通の課題に対しては、朝霞地区４市合同で取組を実施するなど業務の効率化にも努め、医療
機関及び介護事業所で普及が進んでいない低コストで実施可能なＩＣＴによる情報連携の仕組みの構築を行っ
た。より一層の普及率の向上に向け、検討・実施していく必要がある。

介護保険課

認知症の予防から早期発見、意識啓発に取り組み、認知症の方や家族を地域全
体で見守る地域づくりを推進します。また、認知症になっても本人の意思が尊
重された生活を送ることができるよう、医療・介護・生活支援サービスが連携
したネットワークを形成します。 Ｂ

・地域共生のまちづくりのため、新たに２カ所の認知症カフェが新設され、市内７カ所で実施した。
・認知症への理解促進のための認知症サポーター養成講座を24回実施し、800人近い認知症サポーターを養成
した。
・認知症になっても住み慣れた地域で住み続けられるために、在宅介護を支援するための介護教室を３回実施
し、地域の見守り体制の構築のための模擬訓練を８回実施した。

介護保険課

（２）　高齢者の社会参加と健康づくりの推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
高齢者の生きがいや就労につながるよう、地域ボランティア活動などの機会の
提供を進めるとともに、シルバー人材センターの機能の充実を積極的に支援
し、高齢者が就労しやすい環境の整備を図ります。 Ｂ ・運営費の一部について助成を行うことで、高齢者に働きがいと生きがいを与えるとともに、活力ある地域社

会づくりに寄与することができた。
長寿はつらつ課

支援や介護を必要とする高齢者が安心して地域で暮らしていくことができるよ
う、日常生活自立支援事業の利用や成年後見制度の周知及び利用の促進に努め
るとともに、権利擁護における相談の充実を図ります。また、高齢者虐待の防
止や早期発見のため、地域における関係者のネットワークづくりを進めます。 Ｂ

・高齢者相談センターや居宅介護支援事業所等と連携して高齢者支援を行い、権利擁護のための制度利用が必
要と思われる高齢者に日常生活自立支援事業や成年後見制度の案内及び周知を積極的に行った。
・高齢者虐待防止や早期発見のため、高齢者虐待防止ネットワーク研修会を開催し、居宅介護支援事業所のケ
アマネジャー、高齢者相談センター職員、庁内福祉部局職員が参加した。このほか、令和６年度は、虐待対応
の強化のため、高齢者相談センター職員と市担当課職員で勉強会を２回実施し、各機関の役割を再認識でき
た。

長寿はつらつ課

Ｂ

・成年後見制度に関し、令和６年度は、高齢者相談センター、基幹相談支援センター、市内法人後見実施団
体、庁内関係各課等が参加する地域連携ネットワーク会議を１回実施することができた。これにより、市内の
法人後見実施団体の取組状況の共有や、中核機関（成年後見制度推進室）の取組に関して情報共有、意見交換
を行うことができた。
・成年後見制度利用件数目標値３４５件に対し、令和６年度は２２９件であり、目標値を下回っている。
・認知症患者が年々増加している中で、制度利用を必要とする方も増加していると考えられるが、現在の広報
やＨＰによる周知方法では、制度が広く市民に知られていない可能性がある。
・真に制度を必要とする市民への周知が図れるよう新たな普及啓発方法（出前講座等）を検討する必要があ
る。
・今後、中核機関に求められる利用促進機能、後見人支援機能等の整備に向けた検討を進めるとともに、より
一層の制度周知を推進していく必要がある。
・中核機関は、地域での幅広いネットワークなど福祉専門組織としての強みを持つ社会福祉協議会への委託も
含めて検討していく。

成年後見制度推
進室

高齢者が主体的に社会参加に取り組み、社会的役割や生きがいを持つことが介
護予防につながることから、高齢者自身が様々な担い手として地域で活躍でき
る仕組みの整備を進めます。 Ｂ

・健康長寿ポイント等を利用して対象事業への参加を促し、社会参加に取り組むきっかけづくりを行った。
・介護予防ボランティアであるにいざの元気推進員フォローアップ講座等を行い、自主的に地域で活動できる
ようバックアップした。

介護保険課

高齢者の心身の健康保持を図るため、介護予防等自主的な取組を行う高齢者の
通いの場を拡充するとともに、個人でもできるフレイル対策の取組を推進しま
す。

Ａ

・市内６５歳以上の高齢者世帯に地域活動マップや介護予防ガイドブックを郵送し、通いの場への参加等によ
る社会参加の重要性及び健康づくりや介護予防に関する情報の普及啓発を実施した。
・介護予防教室や介護予防講演会などの実施や介護予防普及啓発冊子等の配布により、フレイル予防について
の周知を行った。
・参加者がより参加しやすいよう介護予防教室の回数を増やしたり、事業内容についてもプロポーザル方式で
業者選定を行って内容をより充実させたことにより、新規参加者の獲得につながった。
・介護予防に取り組む高齢者が増加することにより、要介護認定率上昇の抑制が期待できるが、すぐに効果が
現れるものではない。今後も引き続き介護予防の取組を充実させていく。

介護保険課

市内大学などとも連携しながら生涯学習・スポーツ活動や多様な交流活動の機
会の充実に努めます。

Ｂ
・高齢者の生きがいと社会参加を促進するため、老人福祉センターを３か所、高齢者いきいき広場を５か所設
置し、高齢者の健康増進やレクリエーションを通じた仲間づくりの場を提供した。
・高齢者の仲間同士がクラブ活動を通じて生きがいと健康づくりを推進するため、老人クラブ連合会主催の各
種事業の企画・実施等の支援を行った。

長寿はつらつ課

高齢者を対象とする医療制度の円滑な運営に努めるとともに、予防医療の充実
を図ります。

Ｂ

・後期高齢者に対し健康診査と人間ドック受診費用の助成を行った。
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業において、生活習慣病予防等の講話を行い、高齢者の健康
の保持増進等の意識の醸成を図った。
・人間ドックについては、当初見込を上回る受診があったが、健康診査を合わせた受診率向上を目指し、引き
続き、取り組んでいく。

長寿はつらつ課
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10

11

12

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

介護保険事業計画に基づき、支援や介護を必要とする高齢者が安心して暮らし
ていくことができるよう、引き続き介護サービス基盤の整備や介護サービスの
充実を図ります。 Ｂ

・令和５年度に、令和６年度から８年度までを期間とする第９期新座市介護保険事業計画を策定した。この計
画の内容に基づき、整備目標を示したサービス(定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び（看護）小規模多機
能型居宅介護介護）について公募を実施し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護については整備を図った。

介護保険課

ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者に対するサービス充実のため、認知症対応
型通所介護、小規模多機能型居宅介護など、地域密着型サービスの充実に努め
ます。 Ｂ ・令和６年度に地域密着型サービス事業者の公募を実施し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護を整備した

(令和７年４月開設)。
介護保険課

（３）　介護サービスの充実と基盤の整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

介護老人福祉施設や介護老人保健施設を運営する事業者に対して支援を進めま
す。

Ａ

・市内の介護保険事業所等を対象に、カスタマーハラスメント研修を実施した。
・制度改正やサービスについての情報提供を行うとともに、国や県で実施している介護人材の確保等の支援事
業について周知し、活用の促進を図った。
・市の独自政策として、介護サービスに従事する方の人材の確保及び支援を目的とした新座市介護資格等取得
費補助事業を実施した。

介護保険課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度
所管課

長寿はつらつ課

要介護認定率 13.20% 13.96% 14.70% 13.20% Ｃ 介護保険課

老人福祉センター利用者数 74,885人 115,453人 117,749人 104,363人 Ａ

成年後見制度推
進室

23,800件 Ｃ 介護保険課

成年後見制度利用件数 245件 237件 229件

高齢者相談センター（地域包括支
援センター）利用件数

16,245件 15,154件 14,006件

345件 Ｃ
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障がい者福祉の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №3 基本計画
掲載頁 64～65

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 1

0

成果

新座市基幹相談支援センターの機能の充実に努め、新座市地域自立支援協議会と連携
し、相談支援体制やサービスの質の充実を図った。共同生活援助事業所が増加し、福祉
サービス推進のための環境の充実に取り組むことができた一方で、日中活動系サービス
事業所は増えなかった。
また、ハローワーク朝霞や４市の就労支援センター等との連携や登録者の定着訪問を行
い、職場での定着に向けて支援を実施し、自立と社会参加の支援に取り組むことができ
た。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

施策展開については、現状どおり進めていく。
また、障がい福祉サービス事業所の整備など需要を注視しながら、引き続
き福祉サービス推進のための環境の充実に努めていく。

課題
生活介護事業所等の日中活動系サービス事業所は増えなかったが、いまだ
需要はあると思われるため、障がい福祉サービスの需要を的確に把握しな
がら、事業者から開設の相談があった際には適宜対応を行っていく。

Ｂ 14 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 14 Ｃ

障がい者のスポーツ・文化活動の重要性を踏まえ、機会の充実を図るととも
に、参加の拡大に向けて広く周知します。これらの機会を通じて、障がい者同
士、障がいのある人とない人が互いに理解を深めていくことができるよう、交
流活動の充実に努めます。

Ｂ
・引き続き、埼玉県障害者スポーツ協会などから、彩の国ふれあいピックを始めとした障がい者のスポーツ活
動の案内があった際には、参加対象者が通所する市内障がい福祉事業所及び計画相談支援事業所に内容を案内
し、スポーツや文化活動の情報の周知に努めた。

障がい者福祉課

発達障がいの早期発見と早期療育に努め、保護者や保育士、教職員、支援員等
の障がいに対する理解や意識の向上を図ります。また、保護者に対し、様々な
教育の場を選択するための情報を提供します。

Ｂ

・新座市地域自立支援協議会子ども部会において、「保育所等訪問支援部門」を新設し、また、子ども部会と
児童発達支援センターの共催で支援員対象の研修会を開催し、発達障がいの早期療育を含む障がいに対する理
解や意識の向上を図り、教職員に対しては、市内小中学校の校長会において保育所等訪問支援について説明
し、障がい児支援に対する理解や意識の向上を図った。
・子ども部会において就学前相談の内容と流れを共有し、障がい児通所支援を利用する保護者に対する様々な
教育の場を選択するための情報提供を間接的に行うことができた。

障がい者福祉課

（１）　こころのバリアフリー化の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市民一人一人の障がいに対する理解と認識を深めるため、学校や職場、地域社
会など、様々な場における啓発活動や障がい当事者及び関係機関等が行う福祉
教育の充実に努めます。また、障がいの有無にかかわらず、地域で支え合うこ
とができるよう、地域における様々な団体等と連携した啓発活動に努めます。 Ｂ

・市ホームページ及び市広報において、障がい者福祉制度に関連する普及・啓発記事を掲載した。
・市広報１２月号で、障がい者週間に合わせた特集記事を掲載した。
・福祉教育を実施し、主に小学校を中心に福祉体験学習を実施することができ、障がい当事者の講話や体験を
通して障がい者理解を深めることができた。
・令和６年度に「共に暮らすための新座市障がい者基本条例啓発パンフレット」を作成し、市ホームページに
掲載した。

障がい者福祉課

（３）　福祉サービス推進のための環境の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
障がい者やその家族のニーズに対応した適切なサービスを提供できるよう、相
談機能、情報提供機能の充実に努めます。地域における相談支援の中核的な役
割を担う機関として、相談支援に関する業務を総合的に行う基幹相談支援セン
ターの機能の充実を図るとともに、その周知に努めます。 Ａ

・新座市地域自立支援協議会相談支援部会における事例検討会や、新座市基幹相談支援センターによる指定特
定相談支援事業所を対象とした勉強会等の場の提供や助言、指導を行うことで、指定特定相談支援事業所の相
談機能、情報提供機能の充実に努めるとともに、基幹相談支援センターの機能の充実を図った。
・市内法人が開催する相談支援従事者初任者研修に障がい者福祉課として協力し、市内の相談支援体制の充実
に努めることで、想定以上に進捗することができた。

障がい者福祉課

（２）　生活環境のバリアフリー化の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
平常時の利用だけでなく、災害時や緊急時にも対応できるよう、誰もが利用し
やすい公共施設の整備や移動手段のバリアフリー化を進めます。

Ｂ ・引き続き、道路・建物等のバリアフリー化を促進するとともに、新たな公共施設の整備に当たってはユニ
バーサルデザインを取り入れ、環境整備を推進する。

障がい者福祉課

障がい者の重度化・高齢化や「親なき後」を見据え、居住支援のための機能を
地域全体で支えるため、地域生活支援拠点等の整備を図ります。

Ｂ
・地域生活支援拠点等事業所として、３か所の事業所の登録があった。
・地域生活支援拠点等事業所としての登録を推進するため、新座市地域自立支援協議会の地域生活支援部会に
おいて、登録の意向のある事業所を集めた会議を２回開催した。

障がい者福祉課

（４）　自立と社会参加の支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

充実した福祉サービスが提供できるよう、相談支援事業所と連携し、相談支援
やサービスの質の向上を図ります。

Ｂ ・新座市地域自立支援協議会相談支援部会や新座市基幹相談支援センターと連携し、意見交換や権利擁護に係
る研修を開催することで、相談支援やサービスの質の向上を図った。

障がい者福祉課

障がい者の地域における日中活動や生活の場として障がい福祉サービス事業所
等の充実を図ります。

Ｂ
・令和６年度はグループホームである共同生活援助事業所は大幅に増加した（５事業所）が、障がい者が日中
に通所する生活介護事業所等の日中活動系サービス事業所は増加していない。いまだ需要はあると思われるた
め、事業者から開設の相談があった際には適宜対応を行っていく。

障がい者福祉課

障がい者自らが、その意欲と能力、適性に応じて職業生活を設計・選択できる
よう、障がい者就労支援センターが様々な関係機関と連携し、職場での定着に
向けて支援します。 Ｂ ・ハローワーク朝霞や４市の就労支援センター等と連携し、情報共有した。

・登録者の定着訪問を行い、職場での定着に向けて支援を行った。
障がい者福祉課

障がい者福祉施設利用者の工賃向上のために、障がい者施設等からの物品等の
調達を推進します。

Ｂ ・障がい者就労支援施設等からの物品等の優先調達推進方針を作成し、市による就労支援施設等への発注の拡
大を図った。

障がい者福祉課

知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分でない人が、不利益を受け
ずに日常生活を送ることができるよう、成年後見制度等の周知を図り、適切な
制度利用につなげるとともに、障がい者本人の意思決定の尊重や権利擁護の推
進に努めます。

Ｂ ・必要に応じて成年後見制度を案内し、制度の利用に向けての支援を行った。令和６年度は４名の市長申立て
を行い、成年後見人等が選任された。

障がい者福祉課

障がいを理由とする差別解消の推進、社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ
合理的配慮の提供について、周知に努めます。

Ｂ ・出前講座の開講や初任者研修の実施、広報にいざに特集記事を掲載し周知に努めた。
・国主催の事業者向け説明が開催される際は、事業者へ個別案内メールを送るなどした。

障がい者福祉課

障がい者がリハビリテーションや自立に向けた訓練を円滑に利用できるよう、
情報収集や医療・保健・福祉・教育など関係機関との連携を進めます。

Ｂ ・新規開設事業所の情報を得た場合は、パンフレット等を入手し情報収集及び情報提供に努めた。
・新座市地域自立支援協議会の各専門部会の場を活用し、相談支援事業所等の関係機関との連携を進めた。

障がい者福祉課

（６）　生活向上のための経済的支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（５）　保健とリハビリテーションの充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
日常生活及び保育・教育の場において医療的ケアを必要とする子どもが適切な
支援を受けることができるよう、地域生活支援の向上を図るための協議の場の
充実を図ります。 Ｂ

・協議の場として新座市医療的ケア児支援事業検討会議を令和６年度は２回開催し、支援体制の充実に向け協
議を行った。
・医療的ケア児の支援をまとめたリーフレットを作成し、市ホームページへの掲載をした。
・災害時個別支援計画のモデルケースとして、同計画を１件作成した。

障がい者福祉課

障がい者やその家族の経済的負担を軽減するため、引き続き、福祉手当の支給
や医療費の助成を行うとともに、制度の周知に努めます。

Ｂ
・福祉手当の支給や医療費助成、公共料金の減免等により、障がい者やその家族の経済的負担の軽減を図っ
た。
・障がい者手帳の取得時等に行う各種サービスの案内やＨＰ等への掲載により、制度周知に努めた。

障がい者福祉課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

障がい者福祉課

3,222件 Ａ 障がい者福祉課

就労定着支援の利用者数 27人 70人 70人

基幹相談支援センター相談件数 2,479件 2,893件 3648件

51人 Ａ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

生活困窮者支援の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №4 基本計画
掲載頁 66～67

Ｃ 0

成果

令和５年度から家計改善支援事業及び就労準備支援事業を開始しており、従来の自立相
談支援事業、住居確保給付金支給事業と併せて、生活困窮者の自立に向けた包括的な相
談・支援体制の整備に取り組むことができた。
また、生活保護世帯等の小学生及び中高生への学習支援を実施し、小学生に対しては学
習支援に加え、生活習慣や育成環境の改善に取り組んだ。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

令和５年度から開始した家計改善支援事業、就労準備支援事業及び小学生
の学習支援事業を着実に実施しながら、引き続き生活困窮者の自立に向け
た包括的な相談・支援体制の充実に取り組んでいく。
また、令和７年度から一部事業を新座市社会福祉協議会へ委託するため、
委託後も変わらず市民が利用しやすい事業となるよう、委託後の事業内
容、方法について検討していく。

課題
複雑かつ多様化している生活困窮者の有する課題に対応していくため、引
き続き相談・支援体制の充実を図っていく必要がある。

1 Ｂ 5 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 4

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ

複雑かつ多様化している生活困窮者の有する課題に対応するため、就労、家計
など様々な面の自立に向けた包括的な相談・支援体制の整備に努めます。

Ｂ ・生活困窮者世帯等に向けて、令和５年度から家計改善支援事業及び就労準備支援事業を開始しており、自立
相談支援事業及び住居確保給付金支給事業と併せて、生活困窮者への包括的な相談・支援体制を整備した。

生活支援課

（２）　自立と生活の支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（１）　相談体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
生活困窮者の生活安定と自立を支援するため、関係機関や団体との連携を密に
し、相談体制の充実を図るとともに、ケースワーカーなどの職員の育成・確保
や資質の向上に努めます。 Ｂ

・生活困窮者世帯の状況に応じて関係部署との連携を密にし、離職を余儀なくされた方などの生活、住宅及び
就労等に係る総合相談窓口に相談支援員を配置し、必要な支援を行った。
・国や県が主催するケースワーカー及び相談支援員向けの研修に随時参加し、職員の育成・資質向上に努め
た。

生活支援課

貧困の連鎖を防止する観点から、被保護世帯等の子どもがいる世帯に対して学
習支援に加え、生活習慣や育成環境の改善に向けて必要な支援を強化します。

Ａ

・生活保護世帯等の中学生及び高校生を対象に、進学や中退防止等を目的とした子どもの学習・生活支援事業
（家庭訪問による養育相談、進路相談及び学習教室への勧誘、中学生学習教室、高校生学習教室の実施）を
行った。
・中高生教室は全４９回（週に１回）開催し、２９８人が参加、家庭訪問は３５８回実施した。小学生教室は
全８１回（週１回から週２回に変更）開催したことにより、参加人数が８３人増加し、４９４人が参加した。

生活支援課

中国残留邦人等に対して、老後の生活安定など地域でその人らしい暮らしを実
現するための生活支援を行います。

Ｂ ・専任の支援相談員を１名配置し、中国残留邦人等支援給付制度に基づく支援を行った。
・地域生活プログラム事業に係る交流事業として、ダンス教室及び料理教室を開催した。

生活支援課

生活困窮者の支援に当たっては、一人一人の状況に応じたプランを作成し、経
済的な自立のみならず日常生活自立や社会生活自立など本人の状態に応じた支
援を行います。 Ｂ

・コロナ禍や物価高騰の影響により、生活が困窮している世帯等にする相談支援を実施した。
・令和６年度は２７４件の新規相談を実施した。
・離職等により経済的に困窮し、住居を失った又はそのおそれがある者に対し住居確保給付金を支給し、令和
６年度は延べ４０件の支給を行った。

生活支援課

生活保護の実施に当たっては、日本国憲法第２５条の理念に基づく、健康で文
化的な最低限度の生活を保障するとともに、被保護者の能力や置かれた環境に
応じて、自立に向けた支援を行います。

Ｂ

・生活困窮者に対し、最低限度の生活を保障するため、保護の適正実施を図り、生活保護制度に基づいた支援
を実施した。
・被保護者の経済的自立に向けて、就労支援の強化を図るとともに日常生活における自立支援の充実に努め
た。
・自立世帯数については、就労支援員２名による個別面談及び月２回の就労支援セミナーの開催に注力し、令
和５年度・６年度と目標値８世帯を上回った。

生活支援課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

生活支援課

就労支援により就労を開始した人
の割合

24.40% 37.7% 38.90% 33.00% Ａ 生活支援課

就労指導等により保護廃止となっ
た世帯数（自立世帯数）

6世帯 12世帯 9世帯 8世帯 Ａ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

健康づくりの推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №5 基本計画
掲載頁 68～69

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ

Ｃ 0

成果

健康教室や幼児及び親子に対する食育を通じ、市民の生活習慣病の予防と
健康の保持増進を図ることができた。また、令和７年度を始期とする（計
画期間は令和１８年度までの１２年間）第３次新座市健康づくり行動計
画、第２次新座市食育推進計画、第２次新座市歯科口腔保健推進計画が一
体となった第３次いきいき新座２１プランを策定することができた。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

おおむね現状のまま継続していく。
また、規模を縮小していた講座(ココカラダ・プログラム)については、カ
リキュラムや開催回数を見直し改善を図る。
いきいき新座２１プランについては、計画の推進状況を毎年確認してい
く。

課題
新型コロナウイルス感染症流行下では中断していた事業を、感染症対策を
した上で規模を縮小し再開したため、事業の完全再開に向けた検討を進め
ていく必要がある。

0 Ｂ 3 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1

市民が食育活動を実践できるよう、地域、関係団体と連携し、食育を推進しま
す。

Ｂ

・十文字学園女子大学との連携 、:健康まつりにおいて十文字学園女子大学学生が市民向けに作成した食事に
関するリーフレットを配布した。
・にいざ食育推進リーダーの活動支援：子ども向けの料理イベントを夏休み期間中及び健康まつりで開催し、
新座産の野菜を使用するレシピの考案・試作を支援した。
・農産物直売所の協力を得て直売所でのレシピの掲示及び配布を実施した。
・食育紙芝居、パネルシアターの公演を健康まつりで実施した。

保健センター

市民の健康づくり活動を行う団体やグループの支援に努めます。

Ｂ

・食を通じての健康づくりを担っている新座市食生活改善推進員協議会の定例会開催及び市民向けの料理講習
会実施にむけた支援を行った。
・食育を推進する活動を実践しているにいざ食育推進リーダーの定例会開催及び子ども向け料理イベント実施
に向けた支援を行った
・野菜レシピ試作及び農産物直売所でのレシピ掲示・配布に向けた支援を行った。
・食育紙芝居・パネルシアター実施に向けた支援を行った。

保健センター

（１）　健康づくりの推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市民が健康に対する正しい知識を持ち、自ら積極的に身体及び心の健康づくり
を実践していくことができるよう、健康教室の開催や、健康の保持増進及び生
活習慣病に関する知識の普及啓発、情報提供を行います。 Ｂ

・働き盛り世代及び子育て世代を対象としたココカラダ・プログラム（各回のテーマに沿った体操と栄養講
話）を年３回開催した。
・ゲートキーパー養成講座を開催し、ホームページや広報を通じて健康に関する知識の普及啓発を行った。

保健センター

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度
所管課



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

保健衛生の向上

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

8

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №6 基本計画
掲載頁 68～69

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 7 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 12

（１）　保健予防の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
母子保健サービスにおいて、妊娠期から子育て期にかかる切れ目ない支援体制
を構築するとともに、乳幼児健康診査の未受診の把握や訪問等による相談支援
の充実に努めます。 Ｂ ・妊娠届出時面談、赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査等の母子保健サービスにおいて、妊娠期から子育て期にか

かる切れ目ない支援を行うとともに、乳幼児健康診査の未受診の把握や訪問等による相談支援も実施した。
保健センター

Ｃ 0

成果
妊娠期から子育て期にかけて、専門的な相談支援を行うことができた。乳
幼児の予防接種については、適切な時期に確実に接種を受けられるよう勧
奨通知を行い、高い接種率を維持できた。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

検診（健診）については、積極的に受診勧奨を行うなど、更なる受診率の
向上を目指す。精神保健については、国や県の動向を注視しながら、精神
保健に関する相談や自殺予防対策に関する事業を実施していく。
また、保健師等の確保を積極的に行うとともに、働きやすい職場環境づく
りを推進し、保健センター機能の強化に努める。

課題
検診（健診）の受診率は上昇したが、目標とする５０％には至らなかっ
た。また、市民のニーズに応えられる保健サービスを提供するため、専門
性の高い人材の定着が課題となっている。

検（健）診・予防接種について、市民が受けやすい環境づくりを進め、疾病予
防の強化を図ります。

Ｂ

・医療機関との連携により、受診（接種）機会の確保に努めた。
・引き続き、疾病の発生及び蔓延防止と、市民の保健意識向上を図るため、適切な情報提供に努めた。
・がん検診受診率が目標の５０％を下回っており、がん検診を受診しない理由として「時間がない」、「健康
状態に自信がある」、「必要性を感じない」等が挙げられる。そのため、引き続き受診勧奨を行い、休日にも
集団検診の機会を設ける。さらに、検診の重要性や正しい知識を浸透させていくため、健康まつり及び保健セ
ンター窓口にがん検診のパンフレットを設置及び配布し、引き続き受診率向上に努める。

保健センター

（２）　保健・医療の連携強化 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

健康問題の複雑化に対応し、市民ニーズに応えられる保健サービスを提供する
ため、保健センターの機能強化を図るとともに、保健師などの専門性の高い人
材の確保に努めます。

Ｂ ・退職等による保健師の減少が課題だが、採用試験の機会を増やすことで確保に努めた。 保健センター

市民のこころの健康づくりを推進するため、講演会・講座等の開催、相談事
業、正しい知識の普及啓発を行うとともに、関係機関と連携し、精神保健事業
の充実を図ります。また、自殺対策計画に基づき、自殺予防対策事業につい
て、効果的な事業の推進に努めます。 Ｂ

・心の健康づくりを推進するため、ゲートキーパー養成講座を実施し、訪問・面接・電話等の相談事業を通じ
て庁内や病院等の関係機関と連携しながら対応した。
・自殺死亡率が目標値を下回っている状況にある。自殺の多くは、多様かつ複合的な原因及び背景を有してお
り、様々な要因が連鎖する中で起きているものであり、周囲の方の気づきや適切な相談につなぐ体制づくりが
必要である。引き続き、自殺対策計画に位置付けた事業の進捗状況を評価し、自殺予防対策事業については内
容を精査し、継続する。

保健センター

（３）　感染予防対策の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
感染症の正しい知識の普及・啓発を図り、感染症の予防とまん延の防止に努め
るとともに、関係機関や団体と連携し、疾病予防体制の整備を図ります。

Ｂ ・広報、ホームページ及びSNS等を用いて、感染症等に関する情報の発信に努めた。
・朝霞地区医師会や市内医療機関、近隣他市と情報共有を行い、体制構築に努めた。

保健センター

関係機関との連携を図り、日常の医療体制のほか、救急医療体制の確保・充実
を図ります。

Ｂ ・朝霞地区小児救急医療運営事業補助、朝霞地区病院群輪番制病院運営費補助及び朝霞地区小児救急医療寄附
講座支援事業補助を病院及び大学に対して実施し、地域の救急医療体制の確保・充実に努めた。

保健センター

地域医療機関における看護師不足に対応するため、朝霞地区看護専門学校の運
営について助成を行います。

Ｂ ・朝霞地区４市で朝霞地区看護専門学校の運営に対し補助を行い、地区内での人材育成・確保を支援した。 保健センター

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度
所管課

保健センター

母子健康手帳交付時の妊婦の状況
把握率

95% 99.8% 99.7% 100% Ｂ 保健センター

がん検診受診率

胃がん　16.9％
乳がん　21.8％

子宮頸がん　18.5％
大腸がん　20.7％

肺がん　23.6％

胃がん　19.7％
乳がん　27.5％

子宮頸がん　22.3％　
大腸がん　22.7％
肺がん　25.2％

胃がん　20.8％
乳がん　28.5％

子宮頸がん　23.1％　
大腸がん　23.0％
肺がん　25.7％

50% Ｃ

保健センター自殺死亡率（人口１０万人対） 15.04 13.88 15.66 11.5 Ｃ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

国民健康保険の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №7 基本計画
掲載頁 70～71

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ

Ｃ 0

成果
国民健康保険の健全な運営、特に収納率の向上に取り組むことができた。
また、被保険者の健康づくりに向けて、生活習慣病の発症及び重症化の予
防に取り組むことができた。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

施策展開については、おおむね現状どおり進めていくが、より効果的な周
知方法を検討し、特定健康診査の受診率及び特定保健指導の利用率の増加
に取り組んでいく。

課題

施策展開に対して、ＫＰＩ「特定健康診査の受診率／特定保健指導の利用
率」の達成状況は目標に対して遅れている。
特に、特定保健指導の利用率は計画策定時点における現状値から下回るも
のであった。

2 Ｂ 4 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 5

埼玉県国民健康保険運営方針に基づき、国民健康保険税の適正な課税に努める
とともに、納税しやすい環境の整備を進め、収納率の向上を図ります。

Ａ ・運営方針に基づき、令和９年度までの保険税水準の統一に向けて税率改定を実施している。納税課と連携し
て収納率の向上を図った。

国保年金課

県との連携を強化しながら、国民健康保険制度に係る補助金などの充実を国に
働き掛けます。

Ｂ ・埼玉県と県内市町村が連携を図りながら、国民健康保険制度に係る補助金などの充実については、埼玉県が
国民健康保険の財政運営の責任主体として国に要望した。

国保年金課

（１）　保険制度の健全な運営 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
保険者努力支援制度等に基づく歳入の確保に努め、被保険者の負担軽減を図り
ます。

Ａ
保険者努力支援制度に積極的に取り組み、令和６年度は県内６３市町村中１０位（令和５年度は１２位）と上
位に位置付けており、その評価に基づく交付金による歳入を確保することで、市国保財政の安定化に努め、国
民健康保険税負担を抑制し、被保険者の負担軽減を図った。

国保年金課

生活習慣病の予防のため、特定健康診査の受診率及び特定保健指導の利用率の
向上に努めるとともに、被保険者が受診しやすい環境づくりを進めます。ま
た、生活習慣病の重症化や合併症への進行を予防する取組を推進します。

Ｂ
・特定健康診査、特定保健指導及び生活習慣病重症化予防対策事業等を実施し、被保険者の生活習慣病の予防
及び生活習慣病の重症化の予防に努めた。
・特定健康診査及び特定保健指導については特定健康診査等実施計画に基づき実施したが、受診率・利用率は
目標値には及ばなかった。引き続き対策の検討を行い、受診率及び利用率の向上に努めていく。

国保年金課

被保険者の健康の保持・増進のため、特定健康診査の結果や医療情報等を分析
して策定する保健事業計画（データヘルス計画）に基づき、地域の健康課題解
決に向けた取組を推進します。 Ｂ ・特定健康診査の結果や医療情報等を分析し策定した第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）に基づき

保健事業を実施し、被保険者の健康の保持・増進に努めた。
国保年金課

医療費通知の充実、レセプト点検の強化、ジェネリック医薬品の普及啓発など
により医療費の適正化を推進し、歳出の削減に努めます。

Ｂ ・医療費通知の発送や、ジェネリック医薬品希望シールの配布等を実施し、歳出の削減に努めた。 国保年金課

（２）　健康増進活動の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度
所管課

国保年金課

国民健康保険税収納率 80.10% 87.60% 90.10% 87.80% Ａ 納税課

特定健康診査の受診率／特定保健
指導の利用率

36.6％／28.4％ 42.4％／21.4％ 43.2％／15.0％ 55％／48％ Ｃ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

国民年金制度の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №8 基本計画
掲載頁 58～60

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ

Ｃ 0

成果
ホームページ、広報等を通じて国民年金制度の情報提供や周知を行ったほ
か、窓口での年金相談を実施し、年金制度の理解の促進に努めた。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

施策展開については、おおむね現状どおり進めていく。
情報提供や相談体制の充実により、未加入者や未納者の解消に取り組んで
いく。

課題
引き続き、年金制度に関する理解の促進及び無年金・低年金の解消を図っ
ていく必要がある。

0 Ｂ 2 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1

所管課
国との連携を強化しながら、年金相談体制の充実を図ります。

Ｂ ・日本年金機構から貸与を受けている社会保険オンライン端末を活用しながら、窓口での年金相談を随時実施
した。

国保年金課

（１）　制度の周知 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
未加入者の解消に向け、国民年金制度の意義や仕組みなどに関する理解を促進
します。

Ｂ ・窓口での手続等の際に周知するとともに、広報にいざに定期的に関連記事を掲載した。
・ホームページを通じて情報を提供し、年金制度の理解促進に努めた。

国保年金課

（２）　相談業務の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

地域福祉の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №9 基本計画
掲載頁 72～73

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ

Ｃ 0

2 Ｂ 4 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 6

（１）　相談体制・情報提供機能の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
【福祉相談室】
　複雑・多様な社会保障制度や福祉サービスを市民が適切に利用できるよう、
制度の狭間にある課題や複合的な課題を抱えた人に対して、関係機関と連携
し、福祉に関する総合的な相談支援体制の整備を図るとともに、地域資源の把
握に努め、地域の中で気軽に利用できる相談体制の確立を目指します。
【配偶者暴力相談支援センター】
　配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、配偶者暴力相談支援
センターを設置し、継続的な相談や複数の手続の一元化、一時保護の同行支援
等被害者の立場に立ったワンストップ支援を行います。

Ａ

【福祉相談室】
・福祉相談室の開室日が週5日に増えたことで、前年度に比べて相談件数が207件増加した。
・今後は情報提供のみならず、重層的支援体制整備事業に基づき、アウトリーチや多機関協働によって、より
充実した支援を行う相談体制の確立を目指していく。

【配偶者暴力相談支援センター】
・令和６年度からの事業開始により、相談件数は前年度に比べて247件増加した。一時保護についても、前年
度に比べて5件増加、医療機関からの通報も１件あり、以前にも増して潜在化している被害者を早期発見し、
被害者支援を行うことが出来るようになったと考える。証明業務を県に依頼せずともセンターで行えるように
なったことで、被害者に係る負担を軽減し、支援を迅速かつ的確にワンストップで行うことができた。

福祉政策課

成果

地域福祉に係る団体の活動等の周知・啓発や福祉フェスティバルの開催を
通じて、相談体制・情報提供機能の充実に取り組むことができた。
また、社会福祉協議会と連携して生活支援体制整備事業を推進すること
で、地域福祉ネットワークづくりに取り組むことができた。
地域福祉活動の拠点整備については、高齢者いきいき広場、福祉の里及び
公民館を活用した環境整備を行うことができた。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

施策展開については、現状どおり進める。
特に、新たに実施する重層的支援体制整備事業を踏まえた体制を整える。
さらに、地域福祉活動の拠点の充実を図るとともに、地域福祉ネットワー
クづくりを進めるため地域住民や社会福祉協議会との連携を強化してい
く。

課題
地域住民が抱える課題が複雑化・複合化する中で対応が困難なケースが顕
在化しており、地域と連携した包括的な相談支援体制の構築に向けて検討
が必要である。

・福祉団体やボランティア団体等による実行委員会を組織し、新座市福祉フェスティバルを開催し、活動発表
の機会の提供を行うとともに、参加者に対する福祉意識の啓発を図った。

福祉政策課

福祉団体、福祉施設や事業所、市内にある各大学や教育機関などの様々な主体
による活動をいかし、連携して地域福祉活動に取り組むことができるよう、地
域福祉ネットワークづくりを進めます。

Ｂ

・市内の６圏域ごとに福祉団体や地域住民で組織され、支え合いのできる地域づくりを進めている地域福祉推
進協議会を所管する社会福祉協議会に対して補助等を行った。
・地域福祉の拠点の整備について、令和６年度から高齢者いきいき広場の運営を社会福祉協議会に委託すると
ともに、地域福祉の拠点として活用できるよう社会福祉協議会と高齢者いきいき広場をつなぐ業務用の通信環
境を整備した。
・高齢者いきいき広場がない地域福祉圏域においても、１か所ずつ公共施設に業務用の通信環境の整備を行っ
た。

福祉政策課

地域福祉活動への関心と意欲を高めることができるよう、あらゆる媒体を活用
し、コミュニティ情報や地域福祉情報の提供の充実を図ります。

Ｂ ・市ホームページや広報等で地域福祉に係る団体の活動等の周知・啓発を行った。
・福祉フェスティバル等の機会を活用し、市民に対し啓発リーフレット・グッズ等の配布を行った。

福祉政策課

（２）　地域福祉ネットワークづくり 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
福祉団体の活動の発表の場を設け、幅広い年代に対する福祉意識の啓発に努め
るとともに、福祉団体の自立と社会参加を促進し、連携を強化します。

Ｂ

100% Ｂ 福祉政策課

福祉政策課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

地域で支え合える人材の育成に努めるとともに、社会福祉協議会、民生委員・
児童委員、福祉団体、ボランティアなどによる活動を支援します。

令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点
達成度

所管課

福祉に関する困りごとの解決に向
けた対応をした割合

― 100%

社会福祉協議会との更なる連携強化に努め、市全域及び各地域福祉圏域で取り
組む課題を協議しながら生活支援体制の整備を進めます。

Ａ
・社会福祉法及び介護保険法に基づく生活支援体制整備事業について、生活支援コーディネーターを配置する
とともに、地域住民による協議体を開催し、地域の支え合いづくりを推進した。
・効率的な地域福祉の推進のため、生活支援体制整備事業を社会福祉協議会に委託するとともに、生活支援
コーディネーターを６人から９人に増員し、地域と関わる機会の増加を図る等、事業の体制強化を進めた。

福祉政策課

（３）　地域で支え合える人材の育成と活動支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

Ｂ
・地域福祉に関する団体等に対し、事業実施に当たっての助言や書類作成等の支援、団体運営に係る補助金の
交付を行った。
・社会福祉協議会が実施する地域支え合いボランティア事業について、事業の補助や周知の協力等を行った。

福祉政策課地域福祉活動の拠点の整備 ― 0地区 6地区 ６地区
（各地域福祉圏域に１か所） Ｂ

100%



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

就学前教育の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

これから親になる世代や、子どもを見守ることが期待される世代に対して、家
庭と地域における教育の大切さの啓発に努めます。 ・子育て講座Ｃ（中学生と地域子育て支援センターの子どもたちとの交流）は、中学校家庭科の授業のための

事業となっていたことから、こども支援課としては令和５年度に事業を廃止した。今後は、教育委員会事務局
でこの事業実施を検討していくこととなっている。

Ｃ こども支援課

教育支援課

こども支援課

幼児・児童交流会への参加してい
る幼稚園、保育園の割合

65.30% 100% 100% 80% Ａ

子育てに関する講座への参加率 100% 0% 0% 100% Ｃ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

施策 №10 基本計画
掲載頁 76～77

総合評価 Ｃ：進捗が遅れた
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ 2

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 0 Ｃ 0

成果
幼保小の子どもたちの交流活動において、情緒面での成長が見られたほか、
職員交流では、情報共有だけでなく互いの教育活動への理解を深めることが
できた。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

引き続き、就学前教育の充実を図るため、幼保小の交流事業を推進していく。

課題
就学前の子どもに対する家庭や地域での教育について、講座の開催以外での
事業の実施が課題となっている。

評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（１）　家庭や地域における教育のための学習機会の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

所管課

就学前教育と小学校教育の円滑な接続を図るため、保育士や教職員が双方の教
育の理解を深める取組を推進するとともに、園児と児童が交流する場づくりを
推進し、認定こども園・幼稚園・保育園・小学校の連携の充実を図ります。

Ｂ
・令和６年度は年２回の幼保小推進協議会を開催することができ、情報交換を軸とした共通認識による一体的
な教育を実践することができた。
・小学生と園児が交流する機会を全ての小学校ブロックで実施することもでき、園児にとっては小学校に対す
る安心感、小学生にとっては年下を思いやる優しい心の育成に効果を示した。

教育支援課

就学前の子どもを持つ保護者を対象として、子育て講座を実施し、家庭におけ
る教育力の向上を促します。

Ｃ
・コロナ禍を経て就学前健康診断や入学説明会の実施方法が変更されたため、保護者に対して子育て講座を行
う機会を作ることが難しい状況にある。小学校にアンケートを実施したところ、講座の時間を確保できないと
いう意見が多数あったため、対象者に子育てに関する啓発資料を配布するなど、家庭における教育力の向上に
資する代替手段を引き続き検討する。

こども支援課

（２）　認定こども園・幼稚園・保育園・小学校の連携の充実



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

教育内容の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9 教育相談センター

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の進展に対応できる児童生徒を育成するため、外国語教
育やプログラミング教育などを推進します。

・プログラミング教育の促進として、各学校にプログラミング教材を購入し、様々な分野においてＡＩやデー
タの力を最大限活用し展開できる人材を育成した。
・外国語活動・外国語科教育では、EETやALT、キュビナの外国語教材を活かして、児童生徒の学びを広げた。
・コミュニケーション能力を重視した授業を様々な教科でも推奨し、グローバルな視点を持てる児童生徒の育
成に努めた。
・課題解決型のカリキュラムを各学校で取り組んだ。

教育支援課

障がいの有無にかかわらず、誰もが相互に人格と個性を尊重し合える共生社会
の実現のため、通常の学級や通級による指導、特別支援学級、特別支援学校と
いった「多様な学びの場」による支援の充実を図り、交流及び共同学習を効果
的に進めます。

・市内全小・中学校に特別支援学級を設置。インクルーシブ教育の理念に則り、児童生徒及び保護者に寄り
添った就学相談を実施した結果、令和6年度 通級指導教室を３校増設することができた。中学校の通級は巡回
指導を開始し、より多くの生徒が利用できる環境を整えた。
・交流及び共同学習については、対象となる児童生徒の日課表に位置づけ、計画的に行った。

Ａ

Ｂ
・特別な支援を必要とする児童生徒については、個別の教育支援計画及び個別の指導計画を作成し、支援の充
実を図った。
・障がいの特性や効果的な支援についての理解が深まるよう教員や支援員などに向けた研修を行い、専門性を
高めた。

教育相談センター

（４）　特別支援教育の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

時代に応じて新たに直面する健康課題に対して情報を収集し、家庭・地域と連
携しながら生活習慣の改善も含めた取組を推進します。

Ｂ
・学校保健安全法に基づ きいて実施した児童生徒の定期健診の結果をもとに、養護教諭を通じて児童・生徒の
健康上に必要な勧告・健康保持増進のための助言を保護者に行い、医療機関の受診を促す等の適切な対応をと
ることにより児童・生徒の健康管理に努めた。

学務課

障がいのある児童生徒一人一人の状況に応じたきめ細かな支援を行うため、家
庭と学校で連携して個々の教育的ニーズを把握するとともに、教員の専門性の
向上と支援体制の充実を図ります。

Ｂ
・県費負担教職員の加配を申請し、承認された教職員を任用した。
・各学校に配置された教職員は、学校長の運営管理の下、専門的な知識に基づき、障がいのある児童・生徒一
人一人に応じた支援を行うことができた。

学務課

児童生徒が安心して学校生活を送ることができるよう、児童生徒の悩みや不安
に対する相談支援体制の充実に努めるとともに、いじめや虐待、不登校などの
未然防止、早期発見、早期解決のための体制を整えます。 Ｂ

・スクールソーシャルワーカー、相談員等を学校に配置することにより、未然防止や早期発見、早期解決に繋
げることができた。ただし、対象となる児童生徒は増加しており、効果を高めるためには更なる人員配置等の
環境整備を行っていく。

教育相談センター

（３）　健やかな体の育成 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
児童生徒の体力向上に向けて、自己の体力の伸びを実感させるとともに、運動
の楽しさや喜びを実感できる児童生徒を育てることができるような授業や体育
的活動の充実を図ります。

Ｂ

・体力向上推進委員会で市内小・中学校の児童生徒の体力の課題点を明確にし、授業研究部、調査部、健康部
で現状を分析しながら課題解決に向けて取り組むことができた。
・例年実施している新体力テストでは埼玉県の体力プロフィールシートを活用するとともに、前年度の体力と
比較しながら自己の分析し、体力の向上を図った。
・小学校体育連盟、中学校体育連盟ともに県の研修会等に代表者が参加し、その内容を市内に伝達した。

教育支援課

（２）　豊かな心の育成 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

児童生徒一人一人が学力の伸びを実感し、学ぶ楽しさを味わうことで、児童生
徒の健やかな心や、主体的に学習に向かう態度を育みます。

Ｂ

児童生徒が自立心を持ち、人権の尊重や思いやりなどの豊かな心を身に付け、
実践力を育む道徳教育の充実を図るとともに、職場体験や福祉体験、ボラン
ティア活動などを推進します。また、読書活動を推進し、豊かな心を育成しま
す。 Ｂ

・十文字学園女子大学の浅見哲也教授を講師として招いた道徳科研修会を実施したり、人権教室の実施及び人
権作文や人権標語等の児童生徒の人権感覚を養うための学習活動を実施したりすることができた。
・各体験活動は各学校の教育課程に適切に位置づけられていた。
・読書活動については、司書教諭等が中心となって一斉読書や読み聞かせ等を通して読書活動を推進すること
ができた。

教育支援課

Ｂ

・上記の取組や、各学校の特徴をいかした授業改善、人材活用、ICT活用等の様々な教育活動により、各学校
で個別最適な学び、協働的な学びの実現化に努めた。

教育支援課

（１）　確かな学力の育成 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
児童生徒の基礎学力の定着を図るため、個に応じたきめ細かな指導体制を充実
させるとともに、学力向上と正の相関がある非認知能力を高めます。また、自
ら学び、自ら考え、課題を解決する力を育成するために、主体的・対話的で深
い学びの実現に向けた授業を推進します。 Ｂ

・県学力状況調査の結果をもとに、各学校での成果と課題を把握し、具体的な学力向上プランを作成した。
・調査結果のデータの活用の仕方等の研修も行うことで、授業改善にも取り組んだ。課題解決学習や、主体
的・対話的で深い学びに向かう授業の推進は、学校訪問等でも県や市の方針を伝え、それに基づいた指導や提
案をする等して授業改善に努めた。

教育支援課

成果

特別支援学級を市内全小・中学校に設置したほか、通級指導教室を３校増設
し、特別支援教育の充実に寄与した。
また、スクールソーシャルワーカーや相談員を設置し、児童生徒の相談支援
を強化した。
学力の育成においては、学力状況調査の結果やプログラミング教材の活用等
により、多様なカリキュラムによる授業改善を実施した。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

引き続き、学力の向上及び児童生徒の心身の健やかな発達のため、授業内容の
見直し、人材及びICT教材の活用、並びに体験活動等による多様な教育機会の
創出に注力する。
また、特別な支援や個別の相談支援等を必要とする児童生徒について、多様化
するニーズを見極め、適切に対応していく。

課題

児童生徒の悩みや不安の相談、不登校の割合は増加傾向にあり、相談員の人
員配置等の見直しによる支援体制の強化が必要である。
学力の育成については、県学力・学習状況調査における、学力レベルを伸ば
した児童生徒の割合及び学力の伸び率はいずれも低下しているため、引き続
き授業改善等の検討が必要である。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 1 Ｂ 12 Ｃ

施策 №11 基本計画
掲載頁 78～81

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数

0

Ａ 1 Ｂ 9 Ｃ 0



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

小学校　1.93%
中学校　5.62%

小学校　93.4%
中学校　91.2%

《小学校５年》
男子93.3％
女子81.3％

《中学校２年》
男子88.8％
女子70.9％

小学校　75.7％
中学校　81.6％

Ａ

Ｂ

全国平均を上回る
※参考令和３年全国平

均
《小５》男子　91.0％

女子83.7％
《中２》男子87.5％

女子75.5％

不登校の割合
小学校　2.19%
中学校　5.75%

規則正しく健康的な生活を送って
いる児童生徒の割合：朝食を食べ
る（全国学調）

運動やスポーツが好きだと答えた
児童生徒の割合（全国運動能力・
運動習慣等調査）

新体力テスト　絶対評価上位３ラ
ンクの児童の割合

小学校　1.19％
中学校　4.98％

小学校　88.5％
中学校　79.7％

《小学校５年》
男子89.0％
女子80.1％

《中学校２年》
男子83.8％
女子77.0％

小学校　77.4％
中学校　82.4％

小学校　80％
中学校　85％

Ｃ

Ｃ

所管課

主体的・対話的で深い学びの実施

小5 4.0p、小6 
4.0p

中1 4.0p、中2 
3.8p

中3 3.8p

小5 3.8p、小6 
3.8p

中1 4.0p、中2 
3.8p

中3 3.8

小5 3.8p、小6 
3.8p

中1 3.9p、中2 
3.7p

中3 3.8

Ｂ

教育相談センター

教育支援課

教育支援課

教育支援課

小学校　93.1%
中学校　90.6%

《小学校５年》
男子88.9％
女子79.9％

《中学校２年》
男子86.8％
女子71.9％

小学校　77.1％
中学校　80.7％

小学校　1％未満
中学校　4％未満

小学校、中学校
90%

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

教育支援課

教育支援課

県学力・学習状況調査における、
学力レベルを伸ばした児童生徒の
割合と学力の伸び率

《小学校》
5年　76.1　2.6
6年　74.8　2.2

《中学校》
1年　70.6　2.0
2年　57.0　1.0
3年　67.6　2.0

《小学校》
5年　59.9　1.2
6年　76.8　2.4

《中学校》
1年　63.7　1.5
2年　49.5　0.6
3年　50.9　0.5

《小学校》
5年　75.5　3.0
6年　57.5　1.0

《中学校》
1年　61.8　1.0
2年　44.7　0.0
3年　73.0　3.0

《小学校》
平均80％の児童を伸
ばしかつ学力レベル
を平均2.6に上げる

《中学校》
平均70％の生徒を伸
ばしかつ学力レベル
を平均2.0に上げる

Ｂ

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

平均4.1pまで上
げる



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

教育活動の質の向上

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

教育支援課
・学習指導要領の学習内容を確実に身に付けさせるため、ICT機器の活用を取り入れながら、主体的・対話的
で深い学びの実現を図るために教科横断的な視点での研修が広がっている。

令和８年度 令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度

児童生徒の発達段階や実態に応じた指導を行うため、研修や交流会等を通じて
小学校・中学校・高等学校の連携を推進します。また、地域・関係機関との連
携を強化するため、市内３大学、民間事業者等との連携や学校運営協議会を通
じた地域の人材活用に取り組みます。 Ｂ

・小学校の生活科の学習や小中学校の総合的な学習の時間における探究的な学習において、地域から有識者を
ゲストティーチャーとして招聘したり、浄水場を見学したりするなど地域と協働した授業を実施した。
・市内の高等学校や大学、民間事業者との連携活動を行った。

教育支援課

部活動ボランティア指導員や農業支援員など、地域の方々が体験学習を通じ、
児童生徒と直接関わり、その知識や技術を伝える制度の充実を図ります。

Ｂ
・現在16校の学校では農業支援員に協力していただき、専門的な知識や技術による指導を行うことができてい
る。今後は部活動の地域展開についても推進していくため、部活動ボランティア指導員のようなスポーツ・文
化の専門家による学校教育への協力について拡充していく必要がある。

教育支援課

所管課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

各学校が抱える教育課題の解決に向けた研究を支援するとともに、主体的・対
話的で深い学びの実現に向け、ＩＣＴ機器の効果的な活用を始めとした授業内
容の適宜改善や児童生徒一人一人に応じた指導の充実を図ります。 Ｂ

・Googleアプリやロイロノート・スクールの活用により、一人一台端末の効果的活用や主体的・対話的で深い
学びの実現に向けての授業改善を進めた。
・学習の個性化や指導の個別化を進め、AI教材のQubenaも活用を広げた。

教育支援課

（２）　学校・地域・関係機関の連携による学校教育の質の向上 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

教員の豊かな人間性と実践的な指導力を培うため、Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０など
の時代に対応した多様な研修を体系的に整備し、授業の改善・指導力の向上を
図ります。 Ｂ

（１）　教員の指導力の向上 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

成果

小・中学校の教職員を対象に、外部講師を招いた全体研修会を開催し、教育
の在り方について深く考える機会を作ることができた。
また、専門性の高い外部指導者を招致し、教職員の授業力向上を図った。部
活動の地域展開については、現状と課題を調査した上で検討委員会を開催し
ロードマップを作成することができた。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

引き続き部活動の地域展開を積極的に推進していくため、部活動地域展開に係
る検討委員会を開催し、学校教育への理解等の課題を精査することで、今後の
方向性を具体的に検討する。
また、教職員の資質向上のための研修会を継続して実施するとともに、学校教
育の質の向上に欠かせない地域の理解やボランティアの方の協力を得るための
活動にも注力していく。

課題

部活動の地域展開を推進するに当たり、地域の方や専門家の方に学校教育へ
の理解をより深めてもらう必要がある。
また、地域ぐるみで学校教育を支援する「学校応援団」の取組では、協力者
の固定化・高齢化が課題である。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 1 Ｂ 8 Ｃ

施策 №12 基本計画
掲載頁 78～81

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0

Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

教育環境の整備・充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ｂ

Ｂ

・校務パソコンがフルクラウド・ロケーションフリーで使用できることにより、校務の効率的な実施とデジタ
ル化が進んでいる。令和6年度は文部科学省の生成ＡＩ事象事業にも参画し、最新技術で校務の最適化を図っ
た。

・全ての市立小中学校に学校農園を設置し、農業体験を通して豊かな心を育成することができている。
・新開小学校では学校教育林を活用した生活科や理科等の授業を行うなどの体験的な活動も充実してきてい
る。農業支援員や地域の方々の協力の下、安全・安心な場所づくりに努めることができているので、これから
も継続していく。

教育支援課

Ｂ
・一人１台端末の使用が日常となり、Googleアプリやロイロノート・スクールの活用により個別最適な学びの
実現に向けての授業改善が進んでいる。小・中学校ともに全国学力学習状況調査の質問紙調査において、「Ｐ
Ｃ・タブレットなどのＩＣＴ機器を、どの程度使用しましたか」の回答状況は、県・全国と比較して大幅に上
回る結果となった。（市83.0％、県32.4％、国31.0％）

教育支援課

Ｂ

Ｂ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

教育総務課

所管課

老朽化対策を実施した校舎数（完
了数）

0校
0校

（着工数１校）
0校

（着工数１校）
4校

（３）　就学・進学への支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
経済的理由などにより就学・進学が困難な家庭に対し、就学援助制度の周知を
図り、就学に伴う費用の援助や入学準備金及び奨学金の無利子貸付などの支援
を実施します。 Ｂ

・経済的理由によって就学困難と認められる児童・生徒の保護者に対し、必要な援助や貸付を行った。
・就学援助については、認定率１０％程度であり、今後も事業の継続が必要である。入学準備金・奨学金の無
利子貸付制度については、国等の制度の拡充による利用者数の減少等により、制度を廃止し、新たに利子補給
金交付制度を実施した。

学務課

令和６年度時点
達成度

今後の児童生徒数の推移を考慮しながら、学区域の見直しを検討します。

Ｂ
・令和６年度の新座市立学校通学区域審議会の開催はしていない。
（本審議会に教育委員会から諮問する事案（通学区域を変更する）がなかったため。）
※令和６年度より臨時の会議体として取扱うこととなった。

学務課

（４）　学区域の弾力的運用 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

保護者や地域住民などで構成する学校運営協議会の充実を図り、学校と地域の
連携・協働を進めます。また、学校評価制度を活用し、見直しを図りながら学
校・家庭・地域が一体となって学校の教育力を高めていきます。

Ｂ
・学校評価について項目数を厳選し、学校運営協議委員や保護者からもそれに基づいた助言・評価をいただい
た。
・各校の課題を明確にし、重点的に改善していくための評価システムは学校・地域・家庭をつなぎ、教育力向
上につながっているため、今後も評価項目数や内容について適宜見直しを図りながら継続していく。

教育支援課

様々な面における専門知識や技術を伝えることのできる地域の人材、ボラン
ティア等を確保し、児童生徒が多様な経験ができる機会の提供に努めます。

Ｂ
・小学校の生活科や総合的な学習の時間を中心として、地域の有識者をゲストティーチャーとして招聘するな
ど、地域と協働した授業が実施されている。学校応援団やボランティア等、授業支援を始めとする様々な教育
活動や環境整備に取り組んでいる。

教育支援課

通学路で、危険と思われる箇所に交通指導員等を配置し、児童の登下校時の安
全確保に努めます。

Ｂ
・通学路の交差点等５８か所に、交通指導員等を配置した。
・交通指導員等が退職した場合、人員配置するよう業務委託しているが、人材不足のため、速やかに人員配置
できるか懸念している。今後の検討課題である。

教育支援課

（２）　地域と共にある学校づくりの整備・充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

教育支援課

児童生徒の情報化社会への適応力を培い、学力向上を図るため、ＧＩＧＡス
クール構想により整備した端末一人１台環境を継続して発展させ、個別最適な
学びを実現します。

地域における学習機会の充実や施設の有効活用を図るため、学校施設を開放し
ます。

Ｂ
・ココフレンド及び新座っ子ぱわーあっぷくらぶにおいて、学校施設の余裕教室の有効活用に努めた。
・市内全小学校の校庭を子どもたちの遊び場として開放するとともに、スポーツ団体等に学校施設を開放し、
スポーツに親しみやすい環境づくりに努めた。

生涯学習スポーツ
課

教育ネットワークを時代に適合したセキュアな方式に改め、ハード・ソフト両
面から授業・校務におけるＩＣＴ環境を充実させることにより、学校教職員の
働き方改革の一助とするとともに、教育の更なる情報化を推進します。

児童生徒が自然に触れ、豊かな人間性を育むための場所づくりとして、自然環
境の保全・整備等に努めます。

（１）　教育施設・制度の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 4

老朽化した学校施設について、長寿命化や大規模改修を進めるとともに、バリ
アフリー化及び脱炭素化の視点を重視しながら、引き続き計画的な改修を進
め、課題解決に向けて取り組みます。 Ｂ

・学校施設長寿命化計画に基づき、計画的な改修に向けた設計及び工事を行った。
・第二中学校校舎の第２期工事の実施及び第四小学校、池田小学校並びに東北小学校校舎の改修に向けた設計
を実施した。設計には老朽対策に加え、エレベーターの設置、太陽光発電設備や建物の断熱化などを盛込ん
だ。

教育総務課

Ｃ 0

29 Ｃ

成果

老朽化した学校施設の改修工事等を計画的に実施した。
また、文部科学省が示す教育ネットワーク方針に対応し、新システムを構築
したことにより、教職員・保護者双方の負担を軽減することができた。
学校運営協議会においては、保護者・地域住民に学校教育に対する評価・助
言をいただき、学校・家庭・地域の連携による教育力向上に寄与した。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

　現在の学校施設の長寿命化改修計画は、全ての学校を存続する前提で作成し
たものとなっており、児童生徒数の動態等を勘案したものではない。小規模校
化の解消や教育環境維持の観点を含め、施設の適正規模・適正配置を検討し計
画を見直す必要がある。
　新教育システムの運用について、教職員及び保護者が早期に適応できるよ
う、相談対応等柔軟に実施していく必要がある。
また、交通指導員の人材確保について、日々の通学における児童生徒の安全確
保のため早急に対応を検討する。
新たに実施した利子補給制度については、支援を必要とする生徒に周知等を行
い、的確に運用していく。

課題

新教育システム運用について、負担軽減の効果はあるが、教職員及び保護者
が適応していくのに時間がかかることが課題である。
また、児童生徒一人１台の端末使用が早期に定着したことで、端末の故障に
よる修理件数の増加や情報モラルについての問題が増加しつつあるため、引
き続き対応が必要である。
通学路に配置する交通指導員については、安定した人材確保が喫緊の課題で
ある。

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 10

1

施策 №13 基本計画
掲載頁 78～81



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

青少年の健全育成の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

施策 №14 基本計画
掲載頁 82～83

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

3 Ｃ

Ａ 0 Ｂ

生涯学習スポーツ
課

生涯学習スポーツ
課

新座っ子ぱわーあっぷくらぶ開設
クラブ数・参加者数

28クラブ473人 27クラブ508人 28クラブ451人 35クラブ600人 Ｃ

ココフレンドの登録率 37% 39% 39% 50% Ｃ

所管課

青少年の活動を支援するため、地域社会の様々な資源や、小・中学校、公民
館、図書館等の社会教育施設、文化施設等の有効活用に努めます。

ＩＣＴ環境に対応できる青少年を育成するために、青少年がＩＣＴを適切に活
用する力を身に付けられる機会の充実を図ります。

青少年期の不登校や引きこもりの一因となっている子どもの孤立を予防するた
め、学校・家庭・地域が連携した安全・安心な居場所づくりを推進します。

Ｂ ・学校や地域と連携した放課後の居場所として、ココフレンド及び新座っ子ぱわーあっぷくらぶを実施した。
現場では活動やこどもの様子を通して保護者とのコミュニケーションも図られた。

生涯学習スポーツ
課

（３）　子どもの安全・安心な居場所の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

Ｂ

Ｂ

・ココフレンド及び新座っ子ぱわーあっぷくらぶにおいて、小学校や文化施設等の有効活用に努めた。
ココフレンド参加人数：17校延べ87,071人
新座っ子ぱわーあっぷくらぶ参加人数：28くらぶ延べ3,590人
くらぶ例：こどもＫＧＫ（活動場所：新座市児童センター）

・新座っ子ぱわーあっぷくらぶにおいて、プログラミングくらぶを開設し、子どもたちがＩＣＴに親しむ機会
を提供することができた。

6 Ｃ

所管課
放課後や休日の子どもの安全・安心な居場所を確保し、健全で意欲的な活動が
できるよう、学校や地域と連携して子どもの学習活動や体験活動の機会の充実
を図ります。

Ｂ
地域人材や学校の協力を得ながら、平日の子どもの居場所として「ココフレンド事業」、また、休日（月２回
の土曜日）の学習・体験学習の場としてぱわーあっぷくらぶを実施し、子どもたちが安心して過ごせる場所を
提供した。

生涯学習スポーツ
課

施策展開の評価数

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 0

0

生涯学習スポーツ
課

生涯学習スポーツ
課

所管課（１）　青少年活動の充実 評価

成果

青少年活動の充実として、青少年教育振興事業助成金については、前年度を
上回る申請件数があり、青少年の健やかな成長を促す多くの機会を創出する
ことができた。また、青少年の健全育成に携わる団体への補助を通じ、活動
の担い手の支援を行った。
子どもの安心・安全な居場所づくりとして放課後等に学校施設を活用して実
施しているココフレンドについては、県内自治体の中でも充実した事業内容
で多くの児童が登録し、子育て支援策としても満足していただくことができ
た。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、青少年の健やかな成長や子どもたちの安全・安心な居場所の確保を
図るため、学校や地域と連携し、各事業の充実を図るとともに、活動の担い手
となる地域の団体等の支援を行う。

課題

子どもたちの週末活動の充実と安全・安心な居場所確保のために実施してい
る新座っ子ぱわーあっぷくらぶについては、様々なクラブを開設したが、更
なる充実を図るため、新たなクラブの開設に向け取り組んでいく必要があ
る。
また、ＩＣＴ環境への対応として新座っ子ぱわーあっぷくらぶにおいてプロ
グラミングくらぶを開設しているが、今後も青少年を取り巻く環境の変化に
適宜対応し、必要な支援等を行う必要がある。
ココフレンドについては、人件費等の増額や県補助金額の減少により、持続
可能な事業運営について検討する必要がある。

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
地域ぐるみで青少年の健やかな成長を促すため、青少年の健全育成に携わる団
体の活動を支援するとともに、青少年の健全育成に関する活動の担い手の確保
に努めます。 Ｂ

・青少年の健全育成に携わる団体に対し、活動を支援するため補助金を交付した。
補助件数：5件
補助金額：588,562円

生涯学習スポーツ
課

青少年の健やかな成長を促すため、青少年のボランティア活動など社会参加活
動の機会の充実を図ります。 Ｂ ・新座市青少年教育振興事業助成金を活用し、清掃活動等の社会参加活動を補助した。

生涯学習スポーツ
課

（２）　青少年健全育成活動の支援と担い手の確保 評価



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

生涯学習の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０に対応できるよう、ＩＣＴ関連の講座の推進を図りま
す。

市民の多様な学習ニーズやボランティア意欲に応えるため、生涯学習ボラン
ティアバンクへの登録を推進します。

Ｃ

図書館などにおける社会教育活動及び地域活動においてボランティアの活躍す
る機会や場を提供するとともに、ボランティアのマッチングを推進すること
で、生涯学習の成果を地域社会にいかすことのできる仕組みづくりを進めま
す。 Ｃ

・生涯学習ボランティアバンクにおいて、ボランティアの活躍する機会を提供し、ボランティアのマッチング
を推進したが、コロナ禍以降、登録者数は伸び悩んでいる。今後より一層登録を推進し、また市民の多様な学
習ニーズやボランティア意欲に応えていくために、事業の周知方法について検討していきたい。

生涯学習スポーツ
課

Ｂ

・図書館ボランティア全体会議を４年ぶりに対面で開催した。
・新規図書館ボランティア養成のための子どもの読書応援講座（全１０回）を開催し、新たに１３名に図書館
ボランティアを委嘱した。
・小学校でブックトークと図書館利用案内を行う学級訪問においても図書館ボランティアとの協働を再開し
た。

・コロナ禍の影響で、活動を休止したり、登録継続の意向が確認できていない登録者が増加した。令和７年度
に意向確認を行うほか、制度について見直しを図る予定である。
・今後より一層登録を推進し、また市民の多様な学習ニーズやボランティア意欲に応えていくために、事業の
周知方法について検討していきたい。

中央図書館

生涯学習スポーツ
課

（４）　学習の成果をいかす仕組みづくり 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

各公民館・コミュニティセンターによる社会教育に関する相談などの充実を図
ります。

Ｂ ・各公民館・コミュニティセンターにおいて、社会教育に関する相談を適時受けながら、市ホームページを活
用した活動団体の紹介やチラシの掲示等、自主的な活動に対し更なる支援・充実に努めた。

中央公民館

市民の多様化する学習を支援するため、図書館資料の整備・充実、レファレン
ス機能の拡充など図書館サービスの推進を図ります。

Ｂ ・市民の多様なニーズに応えるため図書館資料を整備したほか、電子図書館やメールレファレンス、電子申請
による図書館利用登録(令和６年９月から実施）や講座申込の実施等、デジタル化への対応を行った。

中央図書館

（３）　自主的な活動の支援・充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
各施設のホームページの充実など、生涯学習機会に関する情報発信の強化に努
め、市民の自発的・自主的な生涯学習活動を支援します。

Ｂ ・市民会館及びふるさと新座館について、施設ごとにホームページを作成し、各種事業等の情報発信に努め、
市民の自主的な活動の一助となった。

生涯学習スポーツ
課

幼児から高齢者まで、個々の年代に対応した生涯学習を支えるため、民間等事
業者との連携など、効果的な運営を図ります。 Ｂ ・市民会館及びふるさと新座館について、指定管理者と連携し、民間のノウハウをいかした様々な事業（著名

な歌手のコンサートやお笑いライブ等）を行い、効果的な運営を図った。
生涯学習スポーツ
課

生涯学習施設について、老朽化対策や通信環境を含めた地域の拠点としての機
能強化など、課題解決を図りながら、計画的な整備・改修に取り組みます。

Ｂ ・市民会館等で計画的に施設の修繕や機械類の更新工事等を実施し、生涯学習施設の充実を図った。
生涯学習スポーツ
課

様々な年代の市民のニーズに応じた講座が開催できるよう、ニーズ調査や学習
プログラムの研究に努めるとともに、各公民館・コミュニティセンターや図書
館において地域に根ざした特色ある事業を展開します。 Ｂ ・様々な年代の市民のニーズに対応するため、シニア向けのスマホ講座（開催:27回、参加:延べ309名）、子

ども向けの講座（開催:278回、参加:延べ3,275名）等を実施した。
中央公民館

（２）　生涯学習施設の整備・充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

性別や年齢、障がいの有無にかかわらず、多様な市民が、能力開発を通じて自
己実現を図る機会を提供します。

中央図書館

生涯学習スポーツ
課

生涯学習スポーツ
課

Ｂ

Ｂ

Ｂ

・図書館ボランティアの新規養成のため、子どもの読書応援講座を実施した。
・子育て支援のためのブックスタート事業（はじめてブック）は開催場所である３・４か月児健康診査が個別
検診となったため実施せず、乳幼児向け絵本リストの配布と赤ちゃんおはなし会を実施した。

・にいざプラスカレッジ・子ども大学にいざ・大学公開講座等、様々な市民に対し学習機会の提供を行った。
・にいざプラスカレッジでは、修了後市内のボランティア活動について周知し、今後の市民活動につながるよ
う、機会を提供した。
・開催数：にいざプラスカレッジ　全７回×３コース、子ども大学にいざ　全２回、大学公開講座　全１０回

・市民会館の自主事業の一環として、高齢者向けのＩＣＴ関連講座（目的別に分けた4講座を計7回）を実施
し、合計79人が参加した。

（１）　生涯学習機会の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 14 Ｃ

成果

市内に３大学を有する本市の特性をいかし、にいざプラスカレッジ、子ども
大学にいざ、各大学公開講座を始め、各公民館や図書館での市民向け講座な
ど、市民の多様化・高度化した学習意欲に対し、様々な学習機会を提供する
ことができた。
また、社会教育関係団体に対して補助金の交付や活動支援を行い、市民同士
や団体間の交流の促進を図り、生涯学習への市民参加を更に推進した。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

デジタル化への対応を踏まえるとともに生涯学習施設の管理運営を行う指定管
理者等民間のノウハウもいかしながら、引き続き市内３大学を始めとした関係
機関と連携し、様々な年代の市民の多様な学習機会の充実化や、自主的な学習
の支援を行う。
また、新規ボランティアの養成については、生涯学習ボランティアバンクの周
知方法を見直す等、今後より一層の登録を推進していく。

課題

新型コロナウイルスの規制が緩和され、中止や縮小としていた事業を再開し
たが、ボランティアに関しては、活動の場を提供できない期間が長かったた
め、この間に数の減少や高齢化が課題となり、新規ボランティアの養成や学
習の成果をいかす場づくりが急務となっている。

施策 №15 基本計画
掲載頁 84～85

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数

0

Ａ 0 Ｂ 14 Ｃ 2



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

11

12

13

14

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

市民の学習意欲の多様化、高度化に対応した学習機会を提供するため、大学な
どと連携した事業の充実に努めます。

（５）　関係機関との連携・協力 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

Ｂ

Ｂ

生涯学習への市民参加を更に推進するために、関係団体と連携・協力し、市民
同士や団体間の交流の促進に努めます。

子どもの読書活動を推進するため、図書館と小・中学校が連携して、子どもの
読書活動の機会の拡充を図ります。

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

市民の生涯学習意欲の高まりに対応するため、小・中学校と連携し、学校施設
の地域への開放や余裕教室の活用などを推進します。

Ｂ
・ココフレンド及び新座っ子ぱわーあっぷくらぶにおいて、学校施設の余裕教室の有効活用に努めた。
・市内全小学校の校庭を子どもたちの遊び場として開放するとともに、スポーツ団体等に学校施設を開放し、
スポーツに親しみやすい環境づくりに努めた。

生涯学習スポーツ
課

Ｂ

・小学校への学級訪問を実施した（令和６年度から図書館ボランティアとの協働を再開）。１校あたりの実施
学級を２学年から３学年に増やし、１３校・９４学級に実施した。
・小中学校への学習支援のため、昨年度を上回る団体貸出を実施した（８３４冊貸出）。

中央図書館

生涯学習スポーツ
課にいざプラスカレッジ参加者数 77人 73人 79人 120人 Ｃ

110人（団体） Ｃ

所管課

出前講座依頼件数／実施件数 125件 310件 349件

ボランティアバンク登録者数 108人（団体） 90人（団体） 97人（団体）
生涯学習スポーツ
課

目標値
令和６年度時点

達成度

生涯学習スポーツ
課400件 Ｂ

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

・にいざプラスカレッジ・子ども大学にいざ・大学公開講座等、市内３大学と連携しながら、専門的で質の高
い講座や、様々な年齢層に向けた講座を展開した。各大学の有する人材・施設を活用するとともに、個々の大
学の特性をいかした講座を実施することで、市民の多様化した学習意欲に応えることができたと考える。
・KPI設定時は3コース各40名定員としていたが、令和5年度再開時には3コース各30名定員で募集を行ってい
る。参加者数は、令和6年度79名で令和5年度の73名より微増となっている。

生涯学習スポーツ
課

・社会教育関係団体に対し、補助金の交付及び活動支援を行った。各団体が設置目的に基づく事業活動を自主
的かつ主体的にできるよう補助を行うことで、市民同士や団体間の交流の促進に寄与した。

生涯学習スポーツ
課



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

文化芸術活動の振興

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

生涯学習スポーツ
課

所管課

新座快適みらい都市市民まつり文
化祭来場者数

・市民会館等で計画的に施設の修繕や機械類の更新工事等を実施し、文化芸術活動の環境の整備を図るととも
に、幅広い世代を対象とした文化体験事業を行った。

生涯学習スポーツ
課

生涯学習スポーツ
課

生涯学習スポーツ
課

市民の誰もが文化芸術を発表・鑑賞・創造できる機会の充実を図ります。ま
た、子どもや若者が文化芸術に触れ、関心を持てる機会を創出し、効果的な情
報発信を通じて、地域文化を継承し発展させるまちづくりを進めます。

文化芸術活動に積極的に取り組む市民や専門家などの人材の活用により、市民
が文化芸術に親しむ環境づくりを進めます。

Ａ 0

施策 №16 基本計画
掲載頁 86～87

成果

日頃から文化芸術活動に取り組む市民が成果を発表する場として、新座快適
みらい都市市民まつり文化祭を開催した。運営についても参加者が主体的に
行い、市民の主体的な文化芸術活動を推進し、やりがいや生きがいの創出に
もつなげることができた。
また、来場者に対しても、気軽に、文化芸術の素晴らしさや楽しさを感じて
もらう機会を提供することができた。 成果・課題を 

踏まえた今後
の対応方針

引き続き、文化芸術活動の環境整備を進めるため、市では市民会館や公民館、
市民ギャラリー等の施設の整備・充実や情報発信、補助金の交付等の面におい
て市民や文化団体の活動を支援し、市民の誰もが文化芸術を発表・鑑賞・創造
できる機会の充実を図る。
また、市内３大学や朝霞地区４市などの近隣自治体等と連携し、文化芸術活動
を推進するとともに、団体間の文化活動の交流促進を図る。

課題

新型コロナウイルスの規制緩和により新座快適みらい都市市民まつり文化祭
が再開し、来場者数は中止前の数字に近くなっているが、高齢化や各文化団
体の体力低下などがあり、参加者数が減少している分野がいくつか見られ
る。
文化芸術活動の振興のために、継続して文化団体の活動の支援を行う必要が
ある。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 0 Ｃ

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0

Ｂ 5 Ｃ 0

2,500人 Ｃ

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

2,150人 1,599人 1,642人

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

（１）　文化芸術活動の環境整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

市内の大学や事業所、県、近隣自治体などと連携し、文化芸術活動を推進しま
す。また、文化芸術に関する情報の収集・提供の充実を図り、市民の文化芸術
活動相互の連携の強化やネットワークの形成を支援します。 Ｂ

・朝霞地区四市の文化団体の振興及び相互の連絡融和を図ることを目的とした朝霞地区四市文化団体連絡協議
会の活動に対し、四市合同で開催する文化祭の運営協力等の支援を行った。今後も引き続き、団体間の文化活
動の交流を促進していく。

令和６年度時点
達成度

生涯学習スポーツ
課

（２）　文化芸術活動振興のためのネットワークづくり 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

・新座快適みらい都市市民まつり文化祭では、実施分野のほとんどが無料で鑑賞できるため、文化の楽しさに
触れる機会となっている。
・事務局による広報、ホームページ等への文化祭参加者募集記事や開催状況の掲載の他に、各分野の参加者た
ちが各祭典のチラシやハガキによる情報発信を行った。

・新座快適みらい都市市民まつり文化祭は、日頃から文化芸術活動に取り組む皆さんの成果を発表する場であ
ると同時に、来場者の皆さんに文化のすばらしさを感じ、楽しんでいただく場である。参加者が継続的に文化
祭に協力していただけるよう連携を図った。
・市内で芸術分野の活動を行う団体に展示場所として、市民ギャラリーの貸出を行った。

市民会館、公民館など文化芸術関連施設については、多様化する市民のニーズ
を把握した上で、施設の整備・充実を図り、文化芸術活動の拠点づくりを進め
ます。

Ｂ

生涯学習スポーツ
課

市民の主体的な文化芸術活動を推進するため、引き続き文化芸術に関わるＮＰ
Ｏや自主グループ、個人の活動を支援します。

Ｂ
・新座快適みらい都市市民まつり文化祭では、参加者が主体となって会議を開催し、文化祭本番の進行も務め
ている。事務局からは市補助金から分配金として各分野の支援を行うとともに、連携して本番に向けた補助を
行った。
・文化芸術活動を行っている新座市文化協会に対し、市補助金の支給などの支援を行った。

Ｂ

Ｂ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

文化財の保存・活用

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

歴史民俗資料館

（１）　文化財保護体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

所管課

歴史民俗資料館

文化財保護法・条例に基づき、指定文化財を保護するとともに、民俗、記念
物、遺跡など、未指定の文化財の調査・研究を進め、更なる保護に努めます。

Ｂ
・文化財保護審議委員会を年３回開催し、市内の指定文化財について、専門家からの指導、助言を受け文化財
保護に努めた。
・野火止用水陣屋堀築堤遺構を市の史跡に指定し、市指定候補の文化財についての調査・研究を進めた。

歴史民俗資料館

所管課

6,468人3,301人

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

歴史民俗資料館来館者数 Ｃ10,000人5,619人

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

歴史民俗資料館は立地や複合施設としての特性をいかし、定期的な展示替えや
デジタルサイネージのコンテンツ追加、イベント等を継続して実施し、リピー
ターのみならず新規来館者の確保に一層努めていく。
また、メディアやＳＮＳ等で積極的な情報発信を行い、コンテンツ利用者は増
えているが、必ずしも来館に結びついていない。そのため、発信方法を工夫す
るとともに、コンテンツ利用者の評価を検討する必要がある。
併せて、引き続きリーフレット等の刊行や学校教育との連携を通じ、文化財に
関する効果的な啓発及び広報活動を推進して、文化財への理解と関心を高める
とともに、市民に対し、地域への愛着や誇りの醸成を図る。

課題

県指定史跡である野火止用水の説明板の更新を行ったが、野火止用水に限ら
ず文化財説明板は設置から長期間経過したものが多く、老朽化等により交換
の必要性が高まっているものも多い。板面の内容や設置場所、インターネッ
トとの連携等、総合的な検討を踏まえた上で、今後劣化の激しいものから優
先的に交換を進めていく必要がある。
より多くの市民に睡足軒の森を利活用してもらうために、施設利用に関する
周知を継続して実施する。市主催事業については、協力者と調整をしながら
実施する。

0

成果

歴史民俗資料館の展示については、デジタルサイネージのコンテンツ更新や
定期的な展示替え、企画展示や特別展示、イベント等を実施し、調査を実施
した資料の展示をすることで、文化財の活用ができた。
また、同館においては、市指定無形文化財の保存団体への補助を通じ、市指
定無形文化財の保存や後継者育成の一助とすることができた。

令和８年度 令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度

保存・管理・整備・活用という四原則の下、新座市の歴史を紹介し、平林寺や
野火止用水を始めとする文化財を保護していくとともに、伝統文化の保存・継
承を支援します。

Ｂ

・国指定天然記念物である平林寺境内林については、ナラ枯れ被害への対策等、所有者と定期的に協議を行っ
た。
・県指定史跡である野火止用水については、説明板の更新、平林寺堀の清掃業務、市民団体との意見交換など
を行った。
・平林寺から貸与され、市で管理している睡足軒の森については、年間の施設利用者が増加した。文化事業と
して、市民呈茶を３回、落語・津軽三味線を計３回実施した。
・市指定無形文化財の保存団体に対して、補助金を交付した。

リニューアルした歴史民俗資料館について、更なる有効活用を図ります。ま
た、その他文化財関連施設の整備と効果的な運営を図ります。

Ｂ

・常設展示に加え、デジタルサイネージのコンテンツの充実、企画展示や特別展示、関連講座・イベントを通
じて更なる事業内容の充実を図った。
・収蔵品の保存から活用までを一元的に行う管理システムの導入準備を進めた。
・来館者数は一時的に減少しているが、上記のとおり事業内容の充実を図り、今後のデジタル化に向けた準備
を進めることができたため、施策全体としてはＢ評価である。

市民が地域への愛着と誇りを持てるように、リーフレットや書籍などの刊行や
ウェブサイトの活用、学校教育との連携などを通じて、文化財に関する効果的
な啓発及び広報活動を推進します。 Ｂ

・「睡足軒の森」リーフレットの作成・頒布、文化財散策ガイドの更新・増刷を行った。
・小学校3・4年生を対象に野火止用水沿いの風景絵画を募集し、「未来に残したい野火止用水の風景展」と題
して10月から11月にかけて歴史民俗資料館にて作品展示を行った。
・市ウェブサイトやLINE配信を積極的に活用し、情報発信を行った。

歴史民俗資料館

歴史民俗資料館

（２）　文化財の保存・活用と施設の整備 評価

施策 №17 基本計画
掲載頁 86～87

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 0Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

スポーツ・レクリエーションの振興

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

生涯学習スポーツ
課Ｃ

生涯学習スポーツ
課

スポーツ施設利用者数（屋内） 180,062人 194,373人 172,716人 200,000人
生涯学習スポーツ
課

スポーツ施設利用者数（屋外） 266,417人 265,340人 225,902人 280,000人 Ｃ

学校施設遊び場開放利用者数 － 1,167人 1,257人 7,000人

Ｃ

所管課

スポーツ・レクリエーション活動を指導するボランティアに関する情報の収集
と活用に努め、登録団体の運営を支援します。

Ｂ 部活動の地域移行に備えて、庁内及び（公財）新座市スポーツ協会と調整を行いながら、スポーツ・レクリ
エーション指導者に関する情報の収集に努めた。

生涯学習スポーツ
課

（３）　スポーツ・レクリエーション振興のための人材育成・活用 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
スポーツ・レクリエーション活動の一層の推進を図るため、スポーツ推進委員
の育成に取り組むとともに、地域スポーツ団体の指導者となる人材の発掘と育
成に努めます。

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

Ｂ
・スポーツ推進委員講習会や埼玉県主催の研修への参加などを通じて、スポーツ推進委員の育成に努めた。
　　スポーツ推進委員（２９名）
　　スポーツ推進委員講習会（室内ペタンク）：１７名参加

生涯学習スポーツ
課

多様化する市民のニーズを踏まえ、スポーツ施設の充実を図ります。

Ａ

利用者数は減少しているが、工事のための一時的な現象であり、長年、施設利用者から設置要望があり、災害
時の避難所にも指定されている市民総合体育館への空調設備設置工事や日本陸上競技連盟第３種公認資格取得
のための総合運動公園陸上競技場改修工事といった大規模工事を始め、令和８年度に本市で開催するねんりん
ピックを見据えたマレットゴルフコース整備工事などを実施し、利用者の安全管理や利便性の向上を図ること
ができた。

生涯学習スポーツ
課

学校体育施設を開放するなど、資源の有効活用を通じて誰もがスポーツに親し
みやすい環境づくりを進めます。

Ｂ
・市内全小学校の校庭を子どもたちの遊び場として開放し、スポーツに親しみやすい環境づくりに努めた。
・利用者数には課題が残るため、現在行っている広報や市ホームページでの周知のほか、学校のスクールメー
ルや校内放送の活用など各学校と連携を取りながら引き続き事業の周知を行う必要がある。

生涯学習スポーツ
課

市民の誰もが生涯を通じて手軽にスポーツやレクリエーション活動に親しむこ
とができるよう、市内３大学やスポーツ協会など関係団体と連携し、スポーツ
教室、スポーツ大会やレクリエーション大会などを開催します。また、民間団
体等による公益的なスポーツ教室やスポーツイベントなどの開催を支援しま
す。

Ｂ

・十文字学園女子大学、立教大学と連携して市民向けのスポーツ教室を実施した。
・（公財）新座市スポーツ協会及び加盟団体が主催するスポーツ大会の開催を支援した。
西武ライオンズ・十文字学園女子大学・TJUP加盟大学連携事業「親子野球体験イベント」：２９組５７名参加
「立教スポーツ教室」（サッカー、野球、硬式テニス、乗馬）：１８８名参加
市民総合体育大会（２１種目）：４，９０１名参加

生涯学習スポーツ
課

（２）　スポーツ環境の整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

成果
市内３大学や（公財）新座市スポーツ協会、協会加盟団体等と連携し、市民
向けのスポーツ教室やスポーツ大会を開催し、スポーツやレクリエーション
活動に親しみやすい機会の創出に努めた。

成果・課題を 
踏まえた今後
の対応方針

今後も引き続き、市民に対してスポーツの普及や健康増進を図るため、関係団
体と連携を図りながら、参加しやすい機会の創出や安全に利用できる施設の整
備を行う。
また、市民ニーズの変化や新たな課題に対応しながらスポーツ・レクリエー
ションの振興を図るため、人材の育成・活用を推進する。

課題

市民ニーズの多様化や、部活動地域展開に伴う指導者の確保や費用負担等の
新たな課題も生じている中、本市のスポーツ・レクリエーション振興の核と
なるべき（公財）新座市スポーツ協会が、地域課題の解決に貢献できるよ
う、市として支援してく必要がある。
スポーツ施設の利用者は、市民総合体育館の空調設置工事や運動公園の陸上
競技場改修工事に伴って施設を閉鎖した期間があったため、利用者は減少し
ている。
また、学校施設の遊び場としての開放はコストに見合った参加人数となるよ
う更なる周知が必要である。
市のスポーツ施設は老朽化が進行しており、施設利用者の安全性や利便性向
上等を考慮し、優先順位を検討しながら引き続き施設の改修や備品の更新を
進めていく。

（１）　スポーツ・レクリエーション活動の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

施策 №18 基本計画
掲載頁 88～89

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数

0

Ａ 1 Ｂ 4 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 9 Ｃ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

計画的なまちづくりの推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

1

・土地区画整理事業を施行するには、同時に市街化区域に編入されることが要件となる。本地区は住居系での
市街化区域編入を目指しているが、編入には人口増加が見込まれる地区であることの整理が必要となるため、
今後は全体構想の策定を進めていく。

都市計画課

Ａ

・道場二丁目地区については、地区の中央部に計画されている都市計画道路開通後のまちづくりについて、地
権者の御意見を伺うため、地権者相談会を開催した。その結果、何らかのまちづくりの検討を進めたいと考え
ている地権者有志によるまちづくり発起人会が発足した。
・大和田一丁目地区（旧暫定逆線引き地区）については、将来の土地利用に係る意向調査結果報告会を開催し
た。その結果、地権者有志によるまちづくり発起人会が発足した。

都市計画課

商業系市街地では、駅周辺における良好な都市基盤をいかしつつ、土地利用の
誘導を図るとともに、安全で快適な歩行空間や自転車通行空間を確保すること
により、にぎわいと安全性、快適性を兼ね備えた良好な空間の形成を図りま
す。

所管課

・新座市景観づくりビジョン、新座市景観条例、新座市景観計画など景観づくりに関する情報について、市
ホームページを通じて周知を行った。
・景観法及び景観条例に基づく届出等について、景観計画に定める基準をもって審査を行い、良好な景観づく
りを進めた。

・地権者相談会を開催し、あわせて戸別訪問等によりまちづくりについての意向を伺った。
・「何らかのまちづくりの検討を進めたい」との声があったため、地権者主体の組織である発起人会を地権者
有志で発足させた。
・発起人会に対しても引き続き支援するため、まちづくりについての勉強会や戸別訪問を実施した。

都市計画課

・都市高速鉄道１２号線の延伸早期実現に向け、時代やニーズに合わせた新まちづくり構想を策定するため
に、構想の大枠やコンセプトの検討を行うワークショップを庁内職員で結成し、令和６年度は（仮称）新座中
央駅周辺の将来イメージ図の作成を行った。

都市計画課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

（４）　景観づくりの推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

現状値
（策定時点）

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度

（３）　バリアフリー・ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

Ｂ

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ

Ｂ

景観づくりに関する情報提供の充実を図るとともに、景観に関連する諸制度を
活用し、地域の特性をいかしながら良好な景観づくりに取り組みます。

Ｂ

所管課

全ての人にやさしいまちとなるよう、バリアフリー・ユニバーサルデザインに
配慮したまちづくりを進めます。

・近隣市におけるバリアフリー新法に基づく整備計画及びユニバーサルデザイン計画の策定状況等を調査し、
本市におけるユニバーサルデザインのまちづくりに係る基本方針等の策定を検討するため、ユニバーサル推進
研修会等に参加した。
・ 本市におけるユニバーサルデザインのまちづくりに係る基本方針等の策定に当たっては、埼玉県において
基本方針が策定されていることなどを踏まえ、策定はしないこととしたが、更なる意識啓発・周知活動の一と
して、庁内には事務連絡において通知を発出した。さらに、ホームページを活用し、改めてユニバーサルデザ
イン等における考え方の説明や優良事例等を紹介するなどの取組を検討していく。

都市計画課

住居系市街地では、地区の特性に応じた居住環境の整備や改善を図ります。

成果

新座駅北口地区においては、新座駅北口地区地区計画に基づき、土地利用
の誘導を図るとともに、都市基盤の整備を進めた。
また、市街化調整区域のうち保谷朝霞線沿道にある道場二丁目地区につい
ては地権者相談会及びまちづくり発起人会、大和田一丁目地区（旧暫定調
整区域）については将来の土地利用に係る意向調査結果報告会及びまちづ
くり発起人会を開催し、土地の有効活用に向けた方策の検討を進めた。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

新座駅北口土地区画整理事業においては、全体工程について、全体事業費
の見直しを合わせて検討し、事業計画を見直す。
市中央部におけるまちづくりについては、都市高速鉄道１２号線の延伸実
現及びスマートインターチェンジの設置に向けて検討するとともに、地権
者への意向調査結果を踏まえ新たな拠点の形成を図っていく。

課題

新座駅北口土地区画整理事業は財政非常事態宣言や権利者調整等による不
測の事態により、遅れや停滞が生じ、事業計画で定める期間内（令和９年
度末）に事業が完了しない見込みである。
新座駅に近接するあたご・菅沢地区における市街地整備の検討について
は、全体構想を策定する中で検討する必要がある。
また、バリアフリー・ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進につ
いては、調査・研究の結果を踏まえた具体的な取組を進める必要がある。

Ｂ

Ｂ

・現事業計画に基づき必要な物件移転及び工事等を実施し、区画道路等の整備とその沿道の宅地利用は進ん
だ。
・財政非常事態宣言や権利者調整等による不測の事態により、計画に遅れや停滞が生じ、新座駅北口駅前広場
や幹線道路が未整備である現状を踏まえると、事業計画で定める期間内（令和９年度末）に事業が完了しない
見込みである。このため、全体工程について、全体事業費の見直しを合わせて検討し、事業計画を見直す。

新座駅に近接するあたご・菅沢地区については、地理的条件をいかし、土地区
画整理事業による新たな市街地整備を検討します。

Ｃ

市中央部における新たな拠点の形成を図るため、都市高速鉄道１２号線の延伸
実現及びスマートインターチェンジの設置に向けたまちづくりについて検討し
ます。

Ｃ
・スマートインターチェンジについては、直接の接続先となる都市計画道路保谷朝霞線(県事業)が都市計画変
更を予定しており、設置位置の検討が進まなかったことから、まちづくりの検討も進められなかった。
・都市計画道路保谷朝霞線の都市計画変更手続完了後においては、概略の位置検討と併せて、スマートイン
ターチェンジの設置に向けたまちづくりについて調査研究を進めていく。

都市計画課

都市計画道路保谷朝霞線の整備の進捗に合わせた、道場地区におけるまちづく
りの在り方について検討します。

Ａ

市街化調整区域については、自然環境との調和に配慮しつつ、有効な土地利用
の誘導を図ります。

施策 №19 基本計画
掲載頁 92～93

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 2 Ｂ 6 Ｃ

Ｂ
・商業系市街地においては、駅前にふさわしい、にぎわいなどを支える機能を維持・発展させるため、地区計
画に基づき、一部区域については建築物の１階部分を店舗等にすることを義務づけるなど、土地利用の誘導を
図った（地区計画届出件数：６件）。

都市計画課

（２）　有効な土地利用の推進 評価

都市計画課

（１）　市街地環境の向上 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

新座駅北口周辺について、活力と賑わいのある商業空間の創出や駅周辺の計画
的な土地利用による良好な街並みを形成するため、土地区画整理事業により都
市基盤整備を進めます。

工業系市街地では、工業施設や物流業務施設などの新たな施設立地を促進し、
周辺環境に配慮したまちづくりの形成と地域の利便性の向上を図ります。

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

・大和田二・三丁目地区を始めとした工業系市街地においては、本市の活力と持続的発展を支える機能を維
持・発展させるため、地区計画に基づき、建築物（住宅系や店舗系等）の立地規制を行うなど、土地利用の誘
導を図った（地区計画届出件数：２件）。

・片山・西堀地区を始めとした住居系市街地においては、長期的なスパンの中で、安全・安心な居住環境の整
備や改善を図るため、地区計画に基づき、建築物の敷地面積の最低限度や壁面の位置制限、道路に面する側の
垣又は柵の構造の制限等を指導するなど、土地利用の誘導を図った（地区計画届出件数：２０６件）。

新座駅北口土地
区画整理事務所

都市計画課

3

地下鉄１２号線
延伸促進室

項目

71%

Ｃ

100% Ｃ 新座駅北口土地
区画整理事務所

新座駅北口土地区画整理事業進捗
率

53% 66%



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

空家等対策体制の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

4

令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度
所管課

（１）　空家等の管理意識の高揚 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

成果

空家等対策の推進に関する特別措置法や新座市空家等の適切な管理に関す
る条例に基づき、管理不全の空家等に対して、所有者へ自主改善を促す改
善指導等によって、周辺地域の生活環境については一定の保全が図ること
ができた。また、相続人が不存在である管理不全の空家等に対しては相続
財産清算人制度を活用することによって、問題の早期解決を図ることがで
きた。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

第２期新座市空家等対策計画における空家等の「発生予防」、「適正管理
の促進」、「利活用の促進」、「管理不全の解消」の四つの基本方針に基
づき、関係団体と連携を図りながら、行政対応の対象となる適正管理が行
われていない空家等については、今後も所有者等への改善指導や啓発活動
などの対応を継続して講じながら空家等の適正な管理の推進を図ってい
く。また、相続人等がおらず、将来にわたり改善の見込みがない管理不全
の空家等に対しては引き続き相続財産清算人制度等を活用し、早期解決を
目指す。課題

相続等民事問題の解決が進まず、適正管理が見込まれない空家等について
継続的に対応する必要があるが、現行法制度においては民事権利に対する
行政限界となる事象が散見される。
空家等については、所管や課題が多岐にわたることから、引き続き庁内関
係各課の連携及び行政限界となる範囲においては専門家団体と連携を図る
必要がある。

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ 0

0 Ｂ

施策 №20 基本計画
掲載頁 92～93

空家等の利活用を促し、管理不全の空家等の発生を防ぐための取組に努めま
す。

Ｂ
・空家等の利活用や不動産市場への流通を促進するため、市が窓口となり、協定を締結している市内各金融機
関をはじめとした各種専門家団体へ案内をするなどして、利活用を促したほか、各団体と情報共有を図ること
で管理不全の空き家等の発生を防ぐための取組に努めた。

建築審査課

空家等の管理意識の高揚を図るため、空家等の適切な管理についての啓発活動
を実施します。

Ｂ ・空家等の発生を抑制するために、建物の管理や利活用、相続等について、啓発チラシや市ホームページ、広
報にいざ及び関係部局の発行物への掲載等により、広く啓発活動を実施した。

建築審査課

（２）　空家等対策体制の整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
庁内及びその他関係機関と連携して、空家等対策を推進する体制を整備しま
す。

Ｂ
・空家等の発生防止や問題の早期解決を図るため、庁内関係各課その他消防や警察をはじめとした関係機関と
の相互連携による情報共有、意見交換、周知啓発活動といった取組を行うことで空家等対策を推進する体制を
整備、維持した。

建築審査課

100% Ｃ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

通報があった空家等の管理不全箇
所の解決率

令和８年度

空家等対策に取り組む団体との連携や、空家等の適正な管理の促進により、周
辺地域の生活環境を守ります。

Ｂ

・空家等に関する課題は専門的かつ多岐にわたるため、専門家団体と連携を取りながら、空家等に関する様々
な相談について、問題の早期解決が図れた。
・市民等から通報を受けた管理不全の空家等に対しては所有者等へ自主改善を促す改善指導等によって、約９
割と高い水準で解決に結びつき、周辺地域の生活環境については一定の保全が図れた。
・相続人が全員相続放棄をしており、将来にわたり改善が見込めない管理不全の空家等については早期解決を
図るため、相続財産清算人制度を活用し、1件の申立てをした。

建築審査課

建築審査課91.80% 90.40% 91.17%



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

公共交通網の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

・新座市、清瀬市、所沢市及び練馬区で構成する都市高速鉄道１２号線延伸促進協議会を通じた延伸促進活動
を行うとともに、市内関係団体代表者や地元選出議員等で構成する新座市高速鉄道１２号線延伸促進期成同盟
会を通じた延伸促進活動を行った。
・まちづくり構想の刷新に向けて、庁内の職員で結成したワークショップによる勉強会を行った。

地下鉄１２号線
延伸促進室

所管課

コミュニティバスについて、全国的に運転士の不足が深刻化しているた
め、運行本数の見直しや路線の拡大が難しい状況にある。
鉄道やバス、タクシーなどの利便性と安全性を向上するため、駅やその周
辺施設のバリアフリー化を進めていく必要がある。

（３）　バス利用環境の向上 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
利用者のニーズを踏まえた運行本数の見直しや路線の拡大など、路線バスの輸
送サービスの維持・拡充をバス事業者に働き掛けます。

Ｂ

・令和６年４月から適用となる厚生労働省によるバス運転士の労働時間等に関する改善基準告示の改正に伴
い、全国的に運転士の不足が深刻化しているため、運行本数の見直しや路線の拡大等は難しい状況である。そ
のような中、東武バスウエスト株式会社から令和７年度以降のにいバス事業から撤退したいとのの申出を受け
たため、減便することなく運行の継続を要望し、運転士確保に対する協議を重ね、バス会社における運転士の
処遇改善を行った結果、にいバス事業撤退を回避できた。今後もにいバス事業を維持できるよう、引き続き働
きかけを続けていく。

交通政策課

（４）　バリアフリー化の推進

都市計画課

Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
鉄道の利便性を高めるため、東武東上線、ＪＲ武蔵野線、西武池袋線について
は、ダイヤの見直しや駅舎の改善などについて、鉄道事業者に働き掛けます。

Ｂ ・東武東上線改善対策協議会,武蔵野線旅客輸送改善対策協議会及び埼玉県を通じて各鉄道会社に対して要望
活動を行った。

交通政策課

Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 7 Ｃ 0

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 7

課題

施策 №21 基本計画
掲載頁 94～95

総合評価

（１）　都市高速鉄道１２号線の延伸 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

鉄道やバス、タクシーなどの利便性と安全性を向上するため、駅やその周辺施
設のバリアフリー化を進めます。

Ｂ ・近隣市におけるバリアフリー新法に基づく整備計画の策定状況等を調査し、本市におけるバリアフリー基本
構想の策定を検討するため、研修会等に参加した。

令和６年度時点
達成度

駅利用者の利便性を確保するため、駅周辺の自転車駐車場やバイク駐車場の適
切な維持管理に取り組みます。

Ｂ

・駅周辺の放置自転車の誘発防止、街並みの美観維持を目的として設置している自転車等駐車場の維持管理を
行った。
・有料自転車等駐車場については、かもめビルサービス・日駐研共同企業を指定管理者として、当企業の蓄積
されたノウハウが管理運営に生かされた。
・駅利用者の利便性に支障をきたすことがないよう、指定管理者への管理・指導を適宜行った。

交通政策課

評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

バス利用者の利便性や快適性を確保するため、バス停の屋根・ベンチの維持管
理や増設、運行状況案内システムの設置をバス事業者に働き掛けるとともに、
バス停周辺の自転車置場の適切な維持管理に取り組みます。 Ｂ

・市民からの要望等を受け、バス事業者に対し屋根・ベンチ等の設置を要望した。
・バス停周辺の自転車置場について、長期間利用されていない自転車を撤去するなど、適切な維持管理に努め
た。

交通政策課

所管課

都市高速鉄道１２号線の延伸の早期実現に向けて、関係機関との協議や新駅予
定地周辺におけるまちづくりの検討を進めるとともに、地元の更なる機運醸成
を図る取組を進めます。また、東京都の動向などの情報収集に努め、関係機関
への効果的な働き掛けを行います。 Ｂ

（２）　鉄道利用環境の向上 評価

交通政策課224,000人 Ｂコミュニティバス利用者数 118,795人 154,221人 167,055人

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

全国的に深刻化しているバスやタクシー運転手の成り手不足や、２０２４
年問題に対応しながらも持続可能な公共交通を実現するためには、地域公
共交通計画の策定作業を進めながら解決策を見い出していく。
快適な公共交通手段の確保及び市内全体の移動利便性の向上を目指し地域
公共交通ネットワークの整備を進めていく。

快適な公共交通手段の確保及び市内全体の移動利便性を向上するため、まちづ
くりと一体となった、持続可能な地域公共交通ネットワークの構築を進めま
す。

・新座市地域公共交通計画の策定に向けて法定協議会を開催し、公共交通の現状整理や課題を抽出するため各
種アンケート調査（①市民②鉄道・路線バス利用者③にいバス利用者④福祉・介護関係者⑤集客施設⑥送迎を
行う企業）を実施した。

交通政策課Ｂ

成果

路線バスの運行が困難な地域において、公共施設、病院等の利用者の利便
性向上を図るため、コミュニティバスを運行し、利用者数も増加を図るこ
とができた。
また、東武東上線改善対策協議会,武蔵野線旅客輸送改善対策協議会及び埼
玉県を通じて各鉄道会社に対して要望活動を行うとともに、駅周辺におけ
る自転車等駐車場の適切な維持管理により、鉄道利用環境の向上を図るこ
とができた。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

交通安全の確立

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

0 Ｂ 4 Ｃ 0

施策展開の評価数 Ａ

施策 №22 基本計画
掲載頁 94～95

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

（１）　交通安全意識の高揚 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
警察等関係機関との連携の下、交通安全運動及び交通安全教室の実施により、
自動車だけでなく、自転車や歩行者に対して、交通ルールの遵守、マナーの向
上や交通安全意識の啓発を進めます。また、高齢者による交通事故減少に向け
て、高齢者の運転免許証の自主返納を促進します。

Ｃ
・春及び秋の全国交通安全運動並びに夏及び冬の交通事故防止運動において、新座市交通安全推進協議会を通
じて、横断歩道における歩行者優先や自転車乗用時のヘルメット着用などの交通安全に係る啓発活動を行っ
た。しかし、交通安全教室の実施回数は減少したので、ＰＲなど周知に努める。

1

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ

0 Ｂ 5 Ｃ

道路河川課

（２）　安全な交通環境の整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
安全な交通環境を確保するため、地域や警察との効果的な連携を図るととも
に、放置禁止区域内等において放置自転車の撤去活動を行います。

Ｂ
・放置禁止区域内等において年間120回の誘導及び放置自転車の撤去活動を実施した。
・実績　志木駅周辺：375台　新座駅周辺:33台
・放置禁止区域内に設置している啓発看板について古く見えづらいものを新しいものに交換して周知を図っ
た。

交通政策課

道路環境の変化や交通量の増加に伴う交通危険箇所の解消に向け、啓発看板、
道路反射鏡（カーブミラー）、安全標識、路面標示などの交通安全施設の整備
を進めます。

目標値 令和６年度時点
達成度

所管課

Ｂ ・道路環境の変化や交通量の増加に伴う交通危険箇所の解消に向け、道路反射鏡（カーブミラー）を１７基設
置した。

道路管理課

Ｂ ・路面標示について、職員によるパトロールや市民からの要望を受け、新規の表示や劣化等により視認性が低
下した標示については再標示を8件行った。

Ｂ ・交通危険個所の解消及び交通安全啓発に向けた看板を１１４箇所設置した。 交通政策課

交通政策課

41回4,000人 Ｃ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

交通政策課交通安全教室実施回数・人数 21回1,790人 32回2,531人 29回2,421人

成果
交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付けるとともに、市民
自身による道路交通環境の改善に向けた取組を推進し、広く市民に交通安
全思想の普及・浸透を図った。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

交通安全啓発活動の更なる充実につながるよう、春及び秋の全国交通安全
運動並びに夏及び冬の交通事故防止運動の実施体制や、運動期間内におけ
る街頭啓発の回数、パトロールの回数、時間帯等について検討し、より一
層充実した交通安全運動の推進を図っていく。また、交通安全教室のＰＲ
に努める。
また、放置自転車等の増加に対応し、引き続き撤去及び誘導業務の委託業
者や駐輪場等の指定管理者と連携しながら、放置自転車対策を進めてい
く。

課題

新型コロナ５類移行に伴い、人流が増加したことにより、志木駅周辺及び
新座駅周辺の放置自転車について増加している。
また、交通ルールの遵守、マナーの向上や高齢者の運転免許証自主返納を
促す声が高まっており、より一層の普及・啓発が必要である。

・市ホームページで、運転免許証自主返納による「運転経歴証明書」取得や埼玉県警察のシルバーサポーター
制度の案内及び周知を実施した。Ｂ 長寿はつらつ課



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

良好な自然環境の保全、活用、創出

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ｃ 0

0 Ｂ 7 Ｃ 1

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 4

施策 №23 基本計画
掲載頁 96～97

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

（１）　緑地の保全・活用の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
平林寺周辺を始めとした、良好な自然環境の保全に努めます。

Ｂ
・平林寺境内林の樹木の保全を目的として、平林寺に対し、緑地保全特別助成金を交付した。
・ボランティア団体、地域コミュニティ、大学、行政等で構成されている、「ＨＵＧネット（ふるさとの緑と
野火止用水を育む会）」の活動に参加・協力し、平林寺周辺（野火止用水周辺）の自然環境の保全に努めた。

みどりと公園課

みどりと公園課

・自然環境に極力影響を与えないような範囲で、必要に応じて剪定・伐採等の管理・保全及び柵等の整備を
行った。
・妙音沢緑地内における空地の有効活用を図るための意見交換会を行った。
　実施回数：１回
　参加者：地元町内会、近隣学校関係者、新座市緑の保全巡視員（市事務局ボランティア）

みどりと公園課

妙音沢周辺の良好な自然環境の保全や憩いの場となる周辺整備の推進に努めま
す。

Ｂ

みどりの保全協定などの諸制度に基づき、緑地の保全・活用を推進するととも
に、市内に残る貴重な緑地を計画的に取得するため、新座グリーンスマイル基
金の周知と活用を図ります。

Ｂ

・みどりの保全協定や都市緑地法に基づく特別緑地保全地区制度により緑地を保全し、草刈り・樹木剪定等の
管理や緑地内の設備の整備・修繕を行うことで活用を推進した。
・開発行為等に係る意見書提出時や市主催イベント時等において、積極的に新座グリーンスマイル基金の周知
を図り、市内の緑地の計画的な取得を目指している。
○令和６年度新座グリーンスマイル基金受入実績
　寄附件数　５２件
　寄附金額　４，４０８，０００円

みどりと公園課

みどりと公園課

Ｂ ・民間事業者に対しては、みどりのまちづくり条例に基づき、一定基準以上の開発行為等に対し緑化指導を実
施した。

みどりと公園課

市民・事業者に対しては、緑地協定制度などを活用し、地域ぐるみによる自主
的な緑地の保全活動の促進に努めます。

Ｂ

・地域住民等で構成されたボランティア団体による、みどりの保全協定緑地等の管理及び保全について、用具
の貸し出しや支給等、支援を実施した。
・ボランティア団体、地域コミュニティ、大学、行政等で構成されている、「ＨＵＧネット（ふるさとの緑と
野火止用水を育む会）」の活動に参加・協力し、平林寺周辺（野火止用水周辺）の自然環境の保全活動の推進
に努めた。

みどりと公園課

山林の相続税猶予に関する制度の確立及び山林の買取りに対する財政支援策の
創出について、国・県へ要望していきます。

Ｃ

・山林の相続税猶予に関する制度の確立及び山林の買取りに対する財政支援策の創出について、国・県へ要望
する機会がなかった。
要望できる適切な機会が捉えられるよう、係内で情報を共有し、国・県の動向を注視していく。
・これらの制度や支援策が確立していないことから、山林所有者の相続発生時に、相続人が山林の売却を選択
することが多く、緑地面積の減少が進んでいる要因の一つであると考えられる。

令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点
達成度

所管課

（２）　緑地空間の創出 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
公共施設や道路などについては、緑化基準に基づき、緑化を推進するととも
に、民間事業者に対して、緑化指導を行うことで、景観等も考慮しながら、貴
重なみどりを守っていきます。

新たな緑地空間を創出するため、市民緑地認定制度の導入・活用に努めます。

Ｂ ・埼玉県主催の「県・市町村緑化行政担当者会議」に出席し、市民緑地認定制度について、研究先進事例等の
情報収集を行った。

みどりと公園課

295.58 306.03ha Ｃ
緑地面積
※今後減少は避けられないため、
減少幅及び減少ペースを抑えるこ
とに努める。

314.58ha 296.6ha

成果

みどりの保全協定や都市緑地法に基づく特別緑地保全地区制度により緑地
を保全し、草刈り・樹木剪定等の管理や緑地内の設備の整備・修繕を行う
ことで活用を推進した。
また、新座市グリーンサポーター活動においては、市民の憩いの場として
緑を身近に親しんでいただく場として、下草刈り、枯枝集積、落葉収集や
園路へのチップ撒き等を行い、緑地の保全に努めた。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

令和６年３月に策定した「新座市みどりの基本計画アクションプラン第１
期」を効果的に推進するため、新座市緑化推進協議会において進捗状況や
成果を確認していく。
また、協議内容の一層の充実に向けて、市内雑木林の現地視察等を検討し
「新座市のみどり」についてより理解を深め、みどりの保全及び緑化の推
進に係る施策の質の向上を図っていく。
山林の相続税猶予に関する制度や買取りに対する財政支援策の国・県への
要望については、要望できる適切な機会が捉えられるよう、係内で情報を
共有し、国・県の動向を注視していく。
新座市グリーンサポーターの新規構成員の確保については、既存構成員か
らの意見を伺いつつ、有効な広報方法等について検討していく。

課題

山林の相続税猶予に関する制度の確立及び山林の買取りに対する財政支援
策の創出について、国・県へ要望する機会がなかった。
また、新座市グリーンサポーターについて、構成員の高齢化等の要因によ
り、人員が減少傾向であるため、新規構成員の確保が必要である。

・財政非常事態宣言の影響で令和３年度から事業休止しており、「新座市みどりの基本計画　アクションプラ
ン　第１期」の計画開始年である令和６年度からの事業再開に向け、予算を要望したが、実現できていない。
・開発行為等に係る意見書に生け垣の設置について記載するとともに、市ホームページに「新座市みどりのま
ちづくり条例事務取扱基準」を掲載し、事業者に対しての周知を行った。

みどりと公園課Ｂ

生け垣設置に関する助成を行うとともに、市民及び事業者に対しての周知を進
めます。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

憩いの場となる公園の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 0

施策 №24 基本計画
掲載頁 96～97

総合評価

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
大和田二・三丁目地区土地区画整理事業地内での公園整備など、土地区画整理
事業に合わせ、魅力ある街区公園の整備を推進するとともに、道場地内におい
て新座セントラルキッズパークの整備を進めます。

Ｂ

（２）　誰もが利用できる公園の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
公園遊具の安全点検の実施と維持・補修を進めるとともに、ユニバーサルデザ
インに配慮した整備を進めます。

Ｂ

・職員による日常点検と遊具業者による年1回の遊具点検を継続的に実施することで、公園内の安全性が確保
され、事故の未然防止につながった。これにより、利用者が安心して公園を利用できる環境を維持することが
できた。
・新設の大和田水辺の丘公園においては、インクルーシブ遊具を整備したことにより、年齢を問わず、すべて
の子どもたちや高齢者が安心して利用できる公園環境を提供することができた。

みどりと公園課

Ｂ 7 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 7 Ｃ

Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

大和田水辺の丘公園において、令和６年７月に水遊び遊具のある西エリア
をプレオープンした後には多くの利用者が訪れ、令和７年３月には東エリ
アを含めた全エリアをグランドオープンし、市域北部の中核公園として整
備を完了させたことは、憩いの場としての役割を果たすとともに、地域の
賑わいの創出に寄与する成果を得ることができた。
石神第一児童遊園については、子どもたちや地域のニーズを踏まえ、令和
６年７月にボール遊びのルールを策定した。これにより、子供たちが安心
して遊べる環境が整い、地域住民に安全で快適な公園を提供することがで
きた。
さらに、公園を安全で快適に利用できるよう、市全体の公園において必要
な修繕・清掃・除草・樹木剪定等を実施し、良好な公園環境を維持・管理
を行うことができた。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

大和田水辺の丘公園については、開園初年度であることから、その利用状
況を見ながら随時適切な運営方法等について、検討・改善を行っていく。
公園のボール遊びに関するルール作りについては、石神第一児童遊園での
成果を踏まえ、利用者等の意見を伺いながら、検討を進める。併せて公園
のリニューアル計画についても同様に検討を進める。
公園全体の環境整備については、引き続き充実に努めていく。

課題

1

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

市民一人当たりの都市公園面積 1.77㎡ 1.81㎡ 1.88

成果

公園のリニューアルや新規整備に際しては、規模や立地場所などの条件を踏ま
え、必要に応じて、公募設置管理制度（Ｐａｒｋ－ＰＦＩ）による民間の資本
やノウハウを活用した整備・改修及び管理手法について検討します。

・総合運動公園については、体育施設等に指定管理者制度を導入した平成２５年度以降、公益財団法人新座市
スポーツ協会を指定管理者として施設の管理を行わせている。このため、当協会の蓄積されたノウハウのもと
で適切に運営管理が行われた結果、安全かつ快適な公園利用に貢献した。
・市は、緊急を要する施設修繕等や苦情や要望による突発的な施設改修等を行うことで、公園施設の充実を
図った。

Ｂ

・大和田水辺の丘公園について、整備検討協議会をはじめ広く市民の意見を設計や運営方針に反映させ、市域
北部の中核公園として整備を進め、令和６年７月に水遊び遊具のある西エリアが完成しプレオープンした後、
令和７年３月には東エリアを含めた全エリアが完成しグランドオープンした。プレオープン以降、多くの来園
者で賑わっており、地域の賑わいの創出や住民間の交流促進に寄与する成果を得ることができた。

みどりと公園課

みどりと公園課

みどりと公園課

子どもたちの声を聴き、子育て世代にも配慮して、親子で１日遊べるなど、利
用者のニーズを踏まえた公園づくりを推進します。

Ｂ
・大和田水辺の丘公園について、整備検討協議会をはじめ広く市民の意見を設計や運営方針に反映させ、市域
北部の中核公園として整備した結果、利用者のニーズを踏まえた公園づくりに貢献した。
・石神第一児童遊園におけるボール遊びのルールづくりについて、令和５年度に実施した近隣３小学校在籍児
童へのアンケートを踏まえ、令和６年度に地元町内会と協議し、ルールを策定した。

本市のスポーツ・レクリエーション及び自然観察の中核として、総合運動公園
の適切な維持管理を行うとともに、設備等のリニューアルに努めます。

Ｂ

1.98㎡

249人 240 254人

令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度
所管課

Ｂ

ボール遊びができる公園の整備について、近隣住民や利用者の意見を伺い
ながら、ルールづくりを進めていく必要がある。
また、公園のリニューアル計画の策定に向けて、更なる検討が必要であ
る。

みどりと公園課

・公園リニューアル計画について、他市の計画・状況の調査や計画策定業務委託を見据えた業者とのやり取り
を通じて、計画策定のための下地を整えた。
・公園施設の新設・改良について、新設の大和田水辺の丘公園においては、バリアフリートイレや授乳室、イ
ンクルーシブ遊具を整備した。

・大和田水辺の丘公園の新規整備に当たっては、有識者や近隣町内会長等で構成される整備検討協議会の開催
や、ホームページ上で整備に係る市民意見募集等を実施し、整備内容に反映した。
・公募設置管理制度について、事例等の調査研究を進めた。

Ｂ

Ｂ

・４０町内会と公園等清掃管理業務協定を提携し、各公園の清掃や草刈り等を実施した。また、１６９名の公
園ボランティアを登録し、各公園の管理に協力いただいたことにより、公園が清潔で整備された状態を維持す
ることができた。

みどりと公園課

地域の身近な公園や児童遊園の再配置、老朽化した公園の再整備に当たって
は、公園のリニューアル計画を策定し、幅広いニーズに対応できる公園づくり
を進めます。また、公園施設の新設・改良に当たっては、ユニバーサルデザイ
ンやバリアフリーに配慮した整備を行います。

みどりと公園課

（１）　拠点となる公園の整備 評価

行政と市民との協働の下、公園の清掃や維持管理を行います。

緑・公園に関するボランティア登
録者数

みどりと公園課Ｂ

みどりと公園課

234人



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

道路交通網の整備

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

・東久留米志木線（本多工区）において、歩行者及び自転車通行との分離及び無電柱化について、令和７年度
の基本設計の完了に向けて関係機関と協議を進めている。
・無電柱化の推進については、莫大な費用がかかることや電気事業者などの調整に多大な時間がかかるため、
近隣住民への負担や不利益を被る課題があるが、安全で円滑な交通の確保、都市景観の向上を図るため、先進
事例の情報収集をしながら調査研究を行った。

道路管理課
道路河川課

歩行者の安全性や快適性に配慮し、道路の拡幅や歩道の確保を計画的に進め、
安全な道路環境づくりに取り組みます。また、市民の利用状況に合わせ、自転
車通行空間の整備をするなど、自転車や車いす、新たなモビリティ（交通手
段）等の利用にも配慮した整備に努めます。

Ｂ ・市道第７１０４号線及び市道第１１８号線（前原橋通り）について、歩道用地等を取得した。
・自転車通行空間の整備等について、東久留米志木線（本多工区）において検討を進めている。

道路管理課
道路河川課

Ｃ ・都市計画道路東久留米志木線基本設計業務委託については、県警本部との協議に想定以上の時間を要したた
め、繰り越しとなった。今後は、令和１３年の工事着手に向けて関係各課等との調整を適時行っていく。

道路河川課

（１）　道路環境の改善・整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
交通手段にかかわらず、誰もが安全で快適に使用できる道路整備を推進しま
す。また、安全、防災、景観において効果の高い無電柱化の検討や街路樹の整
備を進めます。

Ｂ

（２）　幹線道路の整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
都市計画道路保谷秋津線、ひばりヶ丘片山線については関係機関と調整しなが
ら整備を推進するとともに、東久留米志木線については整備を進めます。

Ｃ
・保谷秋津線について、事業期間は令和７年度までとなっているが、用地取得率が約１３％のため、事業期間
の延伸検討せざるを得ない状況である。
・東久留米志木線及びひばりヶ丘片山線については令和７年度の事業認可取得を目指していく。

道路管理課

・スマートインターチェンジについては、直接の接続先となる都市計画道路保谷朝霞線(県事業)が都市計画変
更を予定しており、設置位置の検討が進まなかったことから、まちづくりの検討も進められなかった。
・都市計画道路保谷朝霞線の都市計画変更手続完了後においては、概略の位置検討と併せて、スマートイン
ターチェンジの設置に向けたまちづくりについて調査研究を進めていく。

都市計画課

都市計画道路保谷朝霞線の整備の進捗に合わせた、道場地区におけるまちづく
りの在り方について検討します。

Ａ
・地権者相談会を開催し、あわせて戸別訪問等によりまちづくりについての意向を伺った。
・「何らかのまちづくりの検討を進めたい」との声があったため、地権者主体の組織である発起人会を地権者
有志で発足させた。
・発起人会に対しても引き続き支援するため、まちづくりについての勉強会や戸別訪問を実施した。

都市計画課

令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度
所管課

都市計画道路保谷朝霞線、放射７号線、東村山足立線などの早期整備につい
て、県に要請・協力します。

Ｂ ・都市計画道路保谷朝霞線、放射７号線、東村山足立線の早期整備について埼玉県に対し要請した。
・街路事業費の負担及び一部区間について、交渉業務の一部を受託するなど、積極的な協力も図っている。

道路管理課

関越自動車道へのスマートインターチェンジの設置に向け、調査検討を進めま
す。

Ｃ

82% Ｃ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

都市計画道路整備率 16% 16% 16% 道路管理課

※市の都市計画道路事業３路線（①保谷秋津線②ひばりヶ丘片山線③東久留米志木線）について道路整備はひばりヶ丘片山線が48％の整備率で他の２路線は用地交渉中で整備に至っていないことから総体とすると16％の整備率になる。
※道路整備率という観点から鑑みると目標を下回っているためCとします。

道路の無電柱化や自転車通行空間の整備については、調査・研究の結果を
踏まえ、検討を進めていく必要がある。

1 Ｂ 3 Ｃ
Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 3

道路環境の改善・整備を進めつつ、都市計画道路保谷朝霞線、放射７号
線、東村山足立線の幹線道路の整備について、埼玉県と連携を図ってい
く。
また、東久留米志木線の整備に向け、令和６年度から基本設計などを進め
ていく。

課題

Ｃ 1

施策 №25 基本計画
掲載頁 98～99

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 3

総合評価 Ｃ：進捗が遅れた
今後の
方向性

成果
歩行者の安全性や快適性に配慮し、道路の拡幅や歩道の確保を新座市道路
整備基本計画に基づいて計画的に進め、安全な道路環境づくりに取り組ん
だ。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

道路管理の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

・令和６年度は補助件数は２件であった。（新座市コミュニティ施設整備事業補助金）
・事前相談件数は6件であった。

道路管理課

（２）　橋の維持・補修 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市内橋について、５年ごとの定期点検による劣化進行度合いに応じて、修繕時
期を検討するとともに、点検結果を基に適切な維持管理に取り組み、災害に強
い道路網の確保を図ります。 Ｂ

・新座市橋梁長寿命化修繕計画に基づき、撤去工事を１件実施した。
　向橋長寿命化修繕工事については、道路管理者との調整に時間を要したため
　令和７年度へ繰越し措置とした。橋梁点検については０件。
　令和７年度には、３件（繰越１件含む。）の修繕を実施予定・・・約４２％に上昇する。

道路河川課

Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ 0

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 5

市民による清掃・花の植栽など、協働による良好な沿道景観の創出と道路の適
切な維持管理を進めます。

（３）　私道整備への支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
砂利道の舗装や老朽化した舗装の再整備など、私道整備の支援に努めるととも
に、補助金の要件について調査・研究します。

Ｂ

100% Ｂ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

施策 №26 基本計画
掲載頁 98～99

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

（１）　道路の維持・補修 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
道路の定期的な調査やパトロールを実施し、市民からの情報提供等を受けなが
ら、舗装等の傷みの早期発見・計画的な補修により、舗装の長寿命化を図ると
ともに、街路樹や植樹帯の保全に努めます。 Ｂ ・日常的な道路の点検や市民からの要望や苦情に都度対応した。（471件）

・年2回、部内の各課で地区分けしてパトロールを実施した。
道路管理課

道路河川課
市道舗装修繕計画による市道修繕
率

0% 23.2% 38%

橋梁長寿命化修繕計画による修繕
率

0% 8% 17%

令和９年度 目標値 令和６年度時点
達成度

所管課

道路河川課

※舗装修繕計画及び橋梁修繕計画に基づき修繕を実施できたためBとした。

100% Ｂ

・１・２級幹線道路については、新座市舗装修繕計画を基に計画的に修繕（７路線）を行った。
・令和７年度には、約５１％に達する予定である。
・生活道路については、パトロールや要望を受けた路線を適切に維持管理を行った。（８０件）

・市民の協力を得て年２回、植樹帯に花の植栽を行った。また歩道内の植樹帯の除草、清掃を行った。

道路河川課

道路管理課

Ｂ

Ｂ

成果

安全で円滑な道路交通の確保のため、道路上施設の維持、修繕及び環境保
全を行った。
また、橋梁の維持・補修については、新座市橋梁長寿命化修繕計画に基づ
き、計画的に修繕・点検を行った。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、道路・橋梁の定期的なパトロールを通じて、維持・補修を進め
ていく。
なお、道路反射鏡や道路照明灯といった道路上施設について、今後の新規
設置等における財政負担を軽減するため、新座市開発行為等の基準及び手
続に関する条例の改正を視野に踏まえ、開発行為等による設置基準をこれ
までの努力義務から設置義務として基準の強化を検討していく。

課題
道路側溝などの清掃、草刈等に関する要望が増加している。
引き続き、道路の定期的な調査やパトロールを通じて道路の維持・補修に
取り組んでいく必要がある。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

治水対策の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ 0

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ

道路河川課

施策 №27 基本計画
掲載頁

100～101

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

Ｂ ・開発行為の協議の際、新座市雨水流出抑制対策技術基準に基づき、雨水貯留・浸透施設の設置を指導し 
た。設置件数30件、設置率100％。

道路河川課

（１）　治水安全対策の促進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
柳瀬川、黒目川について、河川内に堆積した土砂を取り除く浚渫工事など適正
な維持管理と、必要に応じて更なる治水機能の向上に向けた改修・整備を県に
要望します。 Ｂ ・柳瀬川の適正な維持管理（浚渫等）について、河川管理者である埼玉県に要望（令和６年９月）を行った。

課題 引き続き、治水安全対策、雨水流出抑制に取り組んでいく必要がある。

柳瀬川及び黒目川の適正な維持管理（浚渫等）を埼玉県に要望するととも
に、公共施設の新設に併せて大型浸透貯留施設の設置や、歩道整備工事に
併せて浸透施設の設置を行った。
また、開発行為の協議の際、新座市雨水流出抑制対策技術基準に基づき、
雨水貯留・浸透施設の設置を指導し、設置率は１００％となった。

所管課

（２）　雨水流出抑制の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
降雨時における河川への急激な雨水の流出を抑制するため、公共施設の新設・
改修に合わせての雨水貯留・浸透施設の設置や、歩道の整備における透水性舗
装を推進します。さらに、想定を超えた大型台風や集中豪雨の発生時において
も被害を抑制できるよう、公園や学校などの広い敷地を持った施設について、
貯留施設としての活用を進めます。

Ｂ ・大和田水辺の丘公園の新設に併せて大型浸透貯留施設（貯留量1148.64㎥）の設置を行った。 道路河川課

民有地における雨水貯留・浸透施設の設置を促進します。

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度

開発行為等における雨水貯留・浸
透施設設置率

0% 100% 100% 100% Ｂ 道路河川課

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、柳瀬川及び黒目川における適正な維持管理と、治水機能の向上
に向けて埼玉県に要望していく。
また、雨水の流出を抑制するため、雨水貯留・浸透施設の設置などを推進
するとともに、開発行為の協議の際にも適切に指導していく。

成果



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

河川・水路環境の整備

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

0(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 2 Ｃ

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0

施策 №28 基本計画
掲載頁

100～101

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

（１）　水辺に親しめる環境づくり 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
柳瀬川、黒目川について、整備の完了した遊歩道の適切な維持管理を進めると
ともに、ウォーキングやサイクリング、自然観察など、市民が気軽に親しめる
レクリエーションの場として積極的な活用を図ります。 Ｂ

・定期除草作業を行い、適正に遊歩道の維持管理を行った。
・埼玉県と新座市が協議調整を行い、柳瀬川沿い遊歩道の一部未舗装区間において、新座市が維持管理するこ
とを条件に埼玉県が舗装整備を行った。整備されたことで、利便性の向上が図られた。

道路河川課

所管課

Ｂ ・定期的にパトロールを行い、景観に配慮した修繕を随時行った。 道路河川課

野火止用水について、護岸の補修を適宜行い、暮らしに身近な水辺空間として
の活用を図ります。

市民との協働により、清掃活動や啓発活動を進め、快適な水辺空間を創出しま
す。

Ｂ ・ボランティア団体と連携を図り、水辺空間の維持管理を行った。
  ボランティア団体数１団体、活動場所数１箇所、活動件数１件。

道路河川課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度

成果

水辺に親しめる環境づくりとして、柳瀬川及び黒目川について定期除草作
業を行い、適正に遊歩道の維持管理を行った。
また、野火止用水については定期的にパトロールを行い、景観に配慮した
暮らしに身近な水辺空間の維持管理を行った。
埼玉県と協議調整し、柳瀬川沿いの遊歩道未舗装区間において、埼玉県が
舗装を整備した。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

引き続き、柳瀬川及び黒目川における遊歩道や、野火止用水の適正な維持
管理に努めていく。

課題 水辺空間の整備には恒常的に取り組んでいく必要がある。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

上水道の安定供給

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

0(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ

Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ 0

施策 №29 基本計画
掲載頁

102～103

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

Ｂ ・漏水調査を継続的に実施し、漏水発見後速やかに修繕することで、高い水準で有収率を維持した。
  令和６年度漏水調査件数　29,569件　修繕数 85件

水道施設課

所管課

（２）　供給体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
水質検査を継続的に実施し、安全な水の供給に努めます。

Ｂ
・水質検査については、水道法に基づき全５１項目において年１回以上実施することで、安全な水道水の供給
を担保した。また、近年の「ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ」の状況を鑑み、当該「ＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ」の検査を
全ての井戸（１８箇所）と浄水場（３箇所）で実施した。なお、国が定める暫定目標値を超過した井戸（２箇
所）については改めて検査を行い、目標値を下回ったことを確認した。

水道施設課

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点
達成度

管路耐震化率（管路全体／基幹管
路）

管路全体 46.4%
基幹管路 33.4%

管路全体 47.4%
基幹管路 37.0%

管路全体 47.7%
基幹管路 37.7%

管路全体 49.5％
基幹管路 64.5％ Ｃ

96.31% Ｂ

重要給水施設へ配水する管路や耐用年数に達した管路などの耐震化を優先的に
進めます。また、浄水場など、老朽化した施設・設備の適切な維持・管理を行
い、施設の運用に与える影響等を勘案した上で、地球温暖化対策に配慮した計
画的な更新や耐震化を進めます。

Ｂ

・重要給水施設へ配水する管路や老朽化した配水管について計画的に耐震化を進めた結果、管路全体の耐震化
率はおおむね順調に推移した。今後も、新座市上水道施設整備事業計画に則り計画的に整備を進めていく。
・一方で、施策のKPIである「管路耐震化率」における基幹管路(導水管・送水管・配水本管)の耐震化につい
ては、令和６年度に策定した「新座市水道施設再配置基本計画」において、水道施設の統廃合に伴い将来的に
廃止や布設替えとなる管路もあり、費用対効果を見据えて導水管・送水管の整備予定を先送りしたことから、
当初、本計画期間内で更新を行う予定であった基幹管路については目標値との乖離が生じている。

水道施設課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度

水道施設課

有収率 95% 95.63%

水道施設課
水質検査項目の合格／水質基準適
合率

100% 100% 100%

成果

水道事業の安定的・継続的な運営のため、新座市水道事業経営戦略を策定
した。
また、水道法に基づく水質検査を実施し、定期的な検査を実施すること
で、安全な水道水の供給を担保した。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

新座市水道事業経営戦略に基づき、水道事業の経営の効率化に努めていく
ほか、市民への分かりやすい情報発信をしながら、節水機器の普及や節水
意識の高揚を目指した取組を進めていく。
今後は各水道施設において、新座市上水道施設整備事業計画に則り計画的
に整備を進めていくことにより、「安全で強靭な水道の持続」を推進す
る。

課題

95.53%

安全な水道水の供給体制の整備には恒常的に取り組んでいく必要がある。
また、令和6年1月に発生した能登半島地震により水道管に甚大な影響を与
えた。水道施設の耐震化は減災に有効であるため、今後も職員配置状況、
財政状況を鑑み耐震化率向上に努めていく必要がある。

100% Ｂ

水道施設課

（１）　安定的・継続的な健全経営 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
水道施設等の資産の状況を把握した上で、水道事業の安定的・継続的な健全経
営に努めます。また、事業の運営状況について、市民への分かりやすい情報発
信を行います。 Ｂ ・水道事業の安定的・継続的な運営のため新座市水道事業経営戦略の策定を行った。

・運営状況等についてＨＰへ掲載し、情報発信を行った。
水道業務課

・節水について、広報やポスター掲載、水道週間に懸垂幕の掲揚を行った。 水道業務課

漏水調査の効果的な手法を検討し、継続的に実施していく中で、必要に応じて
修繕工事を行い、有収率の向上を図るなど、水道事業の経営の効率化に努める
ほか、節水機器の普及や節水意識の高揚を目指した取組を進めます。 Ｂ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

下水道の整備促進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ｂ ・公共下水道未接続世帯について、定期的に水洗化指導を行った結果、令和６年度水洗化指導件数651件のう
ち、接続１０件、空地、駐車場等の指導対象外は２１件あった。

下水道課

公共下水道未接続世帯の解消に向けて、未接続家屋・事業所への水洗化指導、
啓発により、接続率を高め、整備された公共下水道の有効活用に努めます。

下水道課

既存の汚水管の計画的な維持管理、改築・更新に努めます。

Ｂ

・汚水管路ストックマネジメント計画に基づき、既存施設の正常な機能の維持に努めるため、汚水管の管口カ
メラの調査を行うとともに、既存の汚水管改築工事の実施をすることができた。
・調査については「新座市公共下水道汚水ストックマネジメントに伴う下水道施設調査業務委託」「新座市公
共下水道汚水管路調査業務委託」により管口カメラ調査を1122基、テレビカメラ調査を2430ｍ実施した。判定
結果より緊急度Ⅱ206m、緊急度Ⅲ1459mであることがわかった。
・改築工事については「新座市公共下水道三芳町本多幹線改築工事その２」(φ1650mm、Ｌ285.39m)「新座市
公共下水道畑中一丁目、東一丁目、野火止七丁目地区汚水枝線改築工事」(φ300mm・φ250mm、Ｌ108.66m)を
予定どおり改築することができた。
・八潮市での道路陥没事故を踏まえ、本年1月30日に、道路陥没へ影響が大きい流域接続点周辺２か所と、腐
食のおそれが大きい箇所である伏越施設7か所及びマンホールポンプの下流9か所について、職員の目視による
緊急点検を実施し、異常がないことの確認を迅速に行った。

Ｂ

既存の雨水管の計画的な維持管理、改築・更新に努めます。

Ｂ

・既存の雨水管調査において、テレビカメラ調査及び潜行目視調査を実施することができた。
・具体的には栄地区、池田一・二・三丁目地内にて「新座市公共下水道雨水ストックマネジメント計画策定に
向けた既設管調査業務委託」を予定どおり実施することができた。
・業務委託によりテレビカメラ調査を3474.93m、潜行目視調査を2186.08mの計5661.01mの調査を実施し、判定
結果より緊急度Ⅱ(簡易な対応により必要な措置を5年未満まで延長可能)967.48m、緊急度Ⅲ(簡易な対応によ
り必要な措置を5年以上に延長可能)2129.84mといった状況把握と2563.69mの安全性を確認することができた。

下水道課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度

（３）　雨水排水対策の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
雨水管理総合計画に基づき、優先順位を付けて整備を推進します。

Ｂ

令和６年度時点
達成度

所管課

下水道課

令和７年度 令和８年度 令和９年度

成果

汚水については、汚水管路ストックマネジメント計画に基づき、既存施設
の正常な機能の維持に努めるため、汚水管に管口カメラを入れ、劣化状況
を調査ができたこと、また、既存の汚水管改築工事を行うことができたこ
とから、おおむね目標どおりに進めることができている。
雨水については、雨水幹線及び雨水枝線の整備をおおむね目標どおり実施
することができた。また、既存施設の正常な機能の維持に努めるため、雨
水管にテレビカメラを入れ、劣化状況を調査できたことから、おおむね目
標どおりに進めることができている。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

下水道事業の安定的・継続的な健全経営に努めるとともに、汚水排水対策
及び雨水排水対策を推進していく。
また、維持・管理について、国から調査等の法改正を含めた新たな判定基
準や優先順位の考え方が示された場合、速やかにストックマネジメント計
画へ反映させ対応をはかっていく。なお、令和７年度に雨水管を含めた現
ストックマネジメント計画の見直しを予定しており、策定後速やかに計画
的な予防保全に努めていく。

（１）　安定的・継続的な健全経営 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
下水道事業の経営状況、下水道施設の資産の現状を踏まえ、中長期的な経営の
基本計画を定め、下水道事業の安定的・継続的な健全経営に努めます。

Ｂ ・維持管理費の増加等に伴い、収支の悪化が見込まれたため、下水道使用料を令和７年７月に平均24.9%改定
することとして、同年３月に下水道条例を改正した。今後も健全経営に努めていく。

下水道課

0 Ｂ 6 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ

100%

0% 0% 100% 下水道課

（２）　汚水排水対策の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
事業認可区域の計画的な整備を推進します。

Ｂ
・新座駅北口土地区画整理地区内において、区画整理事業の進捗に伴い、汚水枝線の整備を行った。具体的に
は「新座市公共下水道新座駅北口土地区画整理地区汚水枝線工事その21」（φ200㎜、Ｌ344.34ｍ）、新座市
公共下水道新座駅北口土地区画整理地区汚水枝線工事その22」（φ200㎜、Ｌ307.66ｍ）を予定どおり実施す
ることができた。

目標値

・雨水管理総合計画に基づく雨水管整備を推進するための工事、設計業務委託を実施した。
・具体的には令和７年度を債務負担行為とする「新座市公共下水道野火止中央枝線工事」（φ1200㎜、Ｌ
346.1ｍ）を契約し、また、その下流の実施設計業務委託として「新座市公共下水道野火止中央枝線実施設計
業務委託」（中大口径、Ｌ300ｍ）を予定どおり実施することができた。

下水道課

新座市雨水管理総合計画による整
備率／貯留管φ1,200mm　L＝650m
※令和６年度実績は、令和７年度
を債務負担行為として契約した工
事で、令和７年度竣工時に整備延
長346.1mとなることから、現時点
で計画どおりの進捗となる。

0% Ｂ

下水道課

新座市汚水管路ストックマネジメ
ント計画（第Ⅰ期）による進捗率
／改築延長L＝1,560m

0% 17.9% 36.2%

課題

今後、法定耐用年数を経過する管渠が増加することが見込まれることか
ら、汚水管だけではなく、雨水管についてもストックマネジメント計画を
策定し、計画的に整備を進めていく必要がある。
また、八潮市の道路陥没事故を受けて、下水道管渠の維持管理における
国・県から新たな方針等が示された際、速やかに対応ができるように備え
ていく必要がある。

3 Ｃ 00 Ｂ

施策 №30 基本計画
掲載頁

104～105

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

コミュニティ活動の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №31 基本計画
掲載頁

108～109

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 1

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ

所管課
同じ地域に住む人同士が協力して住みよいまちづくりを行う多様な主体による
自主的な活動に対し、アナログ及びデジタルの両面から支援することで、自治
意識の高揚を図ります。 Ｂ

・町内会のデジタル化については、令和５年度に市及び新座市町内会連合会で電子回覧板等を検討した結果、
一部の町内会で試験導入を実施しており、令和６年度には町内会の総会資料を電子化し共有する等、活用が進
んだ。

地域活動推進課

0

成果
各町内会の活動や掲示板等の整備に対し補助金を交付し、地域コミュニ
ティへの支援を行った。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、町内会活動等への助成を行うとともに、町内会加入に向けた啓
発を行う。
また、集会所予約のデジタル化等、町内会の負担軽減や市民の利便性を向
上させる方策を検討・推進し、コミュニティ活動の活性化を図る。

課題
転入者に対する加入呼び掛けや町内会業務の負担軽減を図っているが、地
域コミュニティの核となる町内会への加入率は低下しており、地域コミュ
ニティの希薄化が課題である。

（１）　地域コミュニティへの支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

地域コミュニティの活動拠点となる市立集会所については、利用実態や維持管
理に係る費用も勘案し、施設の在り方を含めた整備の方向性について検討しま
す。 Ｂ

・町内会等に委託している集会所管理業務の負担軽減や、利用者の利便性の向上に向けて、情報システム課主
導による公募型プロポーザル方式により、新座市公共施設予約システム更改事業の提案募集を実施した（令和
７年度事業実施予定。公共施設予約システム、スマートロックシステムを導入する予定である。）。

地域活動推進課

町内会等が実施する地域会館等の整備に対し、助成を行います。

Ｂ ・申請のあった掲示板等整備３件についてコミュニティ施設整備事業補助金を交付し、地域コミュニティの推
進に寄与した。

地域活動推進課

転入者への案内や町内会における活動などを通じ、地域コミュニティの核であ
る町内会への加入を促進します。

Ｃ ・転入者へ啓発チラシ、ポケットティッシュ等を配布し、加入を呼び掛けた。
・福祉フェスティバルで啓発チラシ等を配布したが、加入率の維持や向上には至らなかった。

地域活動推進課

（２）　コミュニティの拠点整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

60.0% Ｃ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

地域活動推進課町内会加入率 56.7% 53.2% 50.8%



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

ボランティア・市民活動の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0

施策 №32 基本計画
掲載頁

108～109

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0

成果

市ホームページや「にいざの地域だより」の発行により、ボランティアや
市民活動に関する情報発信を行った。
計画策定時と比較し、市民公益活動補償制度登録団体数は増加している。
近隣４市共同でボランティア団体の交流会を開催した。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、ボランティア・地域活動に関する情報の提供や安心して活動す
るための補償制度の運用等を通じて、ボランティア・市民活動の活性化に
向けて支援する。

課題
ボランティアや市民活動に関する情報のより効果的な発信方法等について
の検討が必要である。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ

活動中の事故を救済し、安心して活動に参加できるように、公益的な活動を行
う市民団体を対象とする補償制度の運用を継続するとともに、登録者に対し制
度内容の周知を図ります。 Ｂ ・補償制度の運用を継続するとともに、市ホームページに制度内容を掲載し、広く周知した。

・登録団体に対しては、年度更新の際にパンフレットを送付した。
地域活動推進課

市民や団体がボランティア・市民活動を新たに行いやすい環境づくりや地域コ
ミュニティと連携した活動等に対する支援について検討します。

Ｂ ・近隣市（朝霞市、志木市、和光市）と共同で、朝霞地区４市の市民活動団体及び個人を対象に、地域相互交
流と横の連携強化、団体同士のマッチング等を目的に市民活動団体交流会を開催した。

地域活動推進課

（１）　ボランティア・市民活動の支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
ボランティア・市民活動に関する情報を発信するとともに、より効果的な収集
と発信の方法を検討します。

Ｂ ・市内活動団体の活動レポートや市民公益活動補償制度登録団体の会員募集情報を掲載した「にいざの地域活
動だより」を２５０部作成し、市内公共施設や３大学等に配布した。また、市ホームページにも掲載した。

地域活動推進課

Ｂ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

地域活動推進課
公益活動団体数（市民公益活動補
償制度登録団体数）

168団体 200団体 200団体 205団体



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

国際化の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0

施策 №33 基本計画
掲載頁

108～109

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

（１）　国際交流の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
３か国の友好（姉妹）都市との間において、教育機関と連携し、オンライン等
を活用した市民レベルの相互交流の拡充を図ります。

Ｂ ・令和６年度は市民レベルでの交流等は行われなかったが、ユバスキュラ市の市長及び議長を中心とした訪問
団が本市を表敬訪問し、交流を図った。

地域活動推進課

0

成果

やさしい日本語、英語、中国語及びベトナム語により、外国人市民向けに
生活情報を提供する「新座市くらしのガイド」を作成した。
また、新座市国際交流協会主催の国際交流デーの開催に向けた支援等を行
い、国際交流の充実につなげた。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、相互理解が進むよう国際交流を推進するとともに、国際交流団
体等に対する支援の充実を図る。
また、今後も定期的に「新座市くらしのガイド」を改訂するなど、外国人
市民が適切に行政サービスを受けられるように体制づくりや情報提供を推
進する。

課題

令和７年１月１日現在の外国人市民の人口は5,070人と年々増加しており、
引き続き、適正に行政サービスが受けられるように対応を図る必要があ
る。
また、市民が主体となって幅広い国際交流活動を推進する新座市国際交流
協会の会員の高齢化が進んでおり、様々な世代の会員の増加が図れるよう
支援していく必要がある。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ

国籍を問わず、外国人市民が適正に行政サービスが受けられるよう、市におけ
る体制づくりを推進するとともに、外国人市民が必要な情報を適時入手できる
よう努めます。また、関係機関と連携し、外国人市民に対する相談体制の充実
を図ります。 Ｂ

・外国人市民向けに必要な生活情報を提供するため、やさしい日本語、英語、中国語及びベトナム語による
「新座市くらしのガイド」をデータ版で作成し、市ホームページに掲載した。
・埼玉県や出入国在留管理庁が提供する、電話での多言語翻訳サービスを活用し、外国人市民の相談体制の充
実を図った。

地域活動推進課

異なる文化を持つ者同士が、それぞれの文化に触れ合う場を設けるとともに、
日本の伝統文化を外国人市民に紹介する機会の充実を図ります。

Ｂ ・新座市国際交流協会主催の異文化交流に係る事業等について、会場確保や市広報による周知等で支援を行っ
た。

地域活動推進課

市民自らが国際社会に生きる自覚と責任を持ち、国際的視野を身に付けるとと
もに、世界の人たちとの相互理解を深めるため、出前講座や市民活動団体への
支援などを通じて、国際交流機会の拡充を図ります。 Ｂ ・野寺小学校及び新開小学校において、出前講座「にいざの国際交流」を実施した。

・外国人市民向けに日本語教室を運営する市民活動団体に対し、活動場所の確保などの支援を行った。
地域活動推進課

（２）　多文化共生のまちづくり 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

3 Ｂ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

地域活動推進課市内共催日本語教室数 2 2 2



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

中小企業の経営基盤の強化

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 2 Ｂ 2 Ｃ 0

施策 №34 基本計画
掲載頁

110～112

総合評価
Ａ：想定以上に
　　進捗した

今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0

成果

「何度でも」「無料で」「結果が出るまで」「伴走型で」をコンセプトと
して、無料の経営相談所「にいざビジネスサポート事業」を実施した。
また、専門家による経営コンサルティングを通じて、事業者の最大の経営
課題である売上改善等のサポートを行うことができた。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

経営コンサルティング業務は引き続き実施していくが、今後、市内事業者
同士で交流が持てるイベントの実施など、にいざビジネスサポート事業と
して、より効果的な事業者支援を進めていく。
また、経営相談を通じて、市内事業者へのＩＴ・ＤＸ活用などに係る事業
提案や補助金の利用促進を行う。

課題
にいざビジネスサポートは、事業者や起業を考えている方からのニーズが
高いことから、より効果的な事業者支援を検討していく必要がある。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 2 Ｃ

起業・創業を目指す人を対象とした、相談体制の充実や創業資金の支援に努め
ます。

Ａ ・「にいざビジネスサポート」経営相談を通じて中小企業診断士による起業者への創業計画に係る事業提案な
どや新座市新規創業融資利子補給金の利用促進に努め、相談体制の拡充や創業資金の支援を図った。

産業振興課

中小企業の経営者の高齢化、後継者不足に対する課題を解決するため、関係機
関と連携を図り、事業承継に関する相談や支援の充実を図ります。

Ｂ
・事業承継支援を図ることを目的に協定を締結した関係機関との適宜意見交換や情報共有に努めたほか（市主
催による事業承継に関する意見交換会を1回開催）、市内事業者への新座市事業承継・Ｍ＆Ａ支援事業補助金
の事業周知をチラシ配布やホームページ掲載で行った。

産業振興課

（１）　中小企業の育成・支援体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
景況や経営ニーズに即した融資や支援制度、経営相談の充実などを関係機関と
連携して進めていくことにより、中小事業者の経営の安定化と経営基盤の強化
を図ります。 Ａ ・金融機関と連携を図り市制度融資の利用促進に努めたほか「にいざビジネスサポート」での中小企業診断士

による経営相談事業を推進し、市内事業者の経営支援を図った。
産業振興課

デジタル社会の進展に伴う、新たなビジネスモデルへの対応が図れるよう、中
小企業のデジタル化を支援します。

Ｂ
・「にいざビジネスサポート」経営相談を通じて中小企業診断士による市内事業者へのＩＴ・ＤＸ活用などに
係る事業提案のほか、ＩＴ・ＤＸ活用に資する市独自の補助金の利用促進に努め、市内事業者支援を図った。
【支援実績】IT・DX導入費補助金　1,815千円/2,000千円（予算額）

産業振興課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

600件 Ａ 産業振興課

令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点
達成度

所管課

経営相談及び起業・創業者からの
相談件数

ー 537件 923件



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

商工業の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №35 基本計画
掲載頁

110～112

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 1

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ

（１）　商工業振興の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
商店街の活性化を図るため、市内商店会との連携を図り、各商店会が行う各種
事業を支援します。

Ｂ ・各商店会が所有する設備の維持費やイベント経費に対し補助金を交付することにより、商店街の活性化を促
した。

産業振興課

0

成果

商工会に対する各種補助を実施するとともに、商店会に催しや設備整備に
係る経費を補助するなどして、商工会・商店会活動を後押した。
また、国の臨時交付金を活用したキャッシュレス決済ポイント還元事業に
より、地域経済の活性化を図った。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

引き続き、商工会や商店会への補助を通じて、商工業の充実を図る。
また、空き店舗の活用や産業誘致について、埼玉県等の関係機関と連携し
ながら検討を進める。

課題
昨今のエネルギー価格の高騰や物価高騰は、地域の事業者に影響を及ぼし
ているため、補助金等を活用し、事業者への支援を行っていく必要があ
る。

市内の特色ある商工業者の魅力を市内外に発信するため、商工会等の関係機関
と連携を図り、イベント等を通じてＰＲを図ります。

Ｂ ・商工会が開催する市内商工業のＰＲを行うイベントや商工会の事業に対し補助金を交付するとともに、商工
祭などの一部事業の実施に協力した。

産業振興課

土地区画整理事業等に合わせて、産業利用に適した用地の創出や、多様な産業
の誘致について検討します。

Ｃ ・適宜埼玉県及び庁内関係課と情報共有したが、現在誘致可能な用地の創出が難しいため、具体的な検討には
至っていない。引き続き埼玉県等関係機関と情報共有し、検討する。

産業振興課

所有者及び関係機関と連携しながら、空き店舗の有効活用の方策について検討
します。

Ｂ
・マルシェやイベント、会議のスペース等に活用されている栄四丁目商店会運営の街仲マルシェたまりばの
シャッターを活用し、地域の小学生・高校生によるシャッターアートを実施することで商店会の活性化につな
がった。

産業振興課

販路開拓や生産性向上に資する経営相談や各種支援の充実を図ります。

Ｂ
・「にいざビジネスサポート」経営相談を通じて中小企業診断士による市内事業者への販路拡大、生産性向上
などに係る事業提案のほか、販路開拓等に資する市独自の補助金の利用促進に努め、市内事業者支援を図っ
た。

産業振興課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

都市農業の振興

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 0 Ｂ 5 Ｃ 0

施策 №36 基本計画
掲載頁

110～112

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0

成果
レジャー農園は市民に土と親しみやすい機会を提供することに役立ってお
り、趣味としての農作業や作物の栽培から収穫までを経験できる食育と
いった利用者のニーズに対応することができた。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

レジャー農園については、利用者増加に向けた周知方法を検討しながら、
既存利用者からの要望等にも応えられるよう農園の維持管理に取り組んで
いく。
引き続き、都市農業推進対策事業費補助金等により農業者及び農業団体に
補助を行う。

課題

農業従事者の高齢化や後継者不足により、担い手が少ないため、担い手の
確保が必要である。
分散化した農地や遊休農地が増えているため、効率的な農業の推進や優良
な農地を確保していく上で、利用集積を検討する必要がある。
市街化調整区域内の遊休農地については、市内農家の受け手が見つからな
いため、新規参入者の農地利用に期待するとともに農地中間管理機構との
連携を検討する必要がある。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 7 Ｃ

引き続き農業生産者団体との連携を密にし、後継者を含む青年農業者の交流の
場の設定や、担い手の育成、団体組織としての資質の向上を図るとともに、自
主的な団体活動を促進します。

Ｂ

・ファーマーズマーケットや収穫祭の開催や補助金の交付により、担い手の団体活動を促進した。
　ファーマーズマーケットについて　開催場所…新座市役所本庁舎１階ロビー
　　　　　　　　　　　　　　　　　開催期間…５月～１月の原則第２、第４水曜日（全１７回）
　　　　　　　　　　　　　　　　　協力団体…新座農産物直売センター出荷協議会、新座市温室園芸組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合、新座観光ぶどう組合、新座４Hクラブ

産業振興課

（２）　農地の保全 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（１）　都市近郊型農業の振興 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
新たな農業技術について引き続き調査研究しながら、農業経営基盤の強化のた
めの支援や、環境保全型農業の導入に対する支援の充実を図ります。

Ｂ ・都市農業推進対策事業費補助金により、農業機械の導入を支援した。また、利子補給を行うことによって新
たな農業技術の導入などに貢献した。

産業振興課

市民が農業に親しむ機会を創出するため、世代を問わずレジャー農園及び農業
体験農園などについて周知を図ります。

Ｂ

・レジャー農園や農業体験農園について、広報誌やホームページでの利用者募集記事の掲載によって周知を促
進した結果、利用率の上昇に繋がった。
レジャー農園について　市が開設・管理する農園…市内１か所。
　　　　　　　　　　　地権者が開設し新座市農業振興協議会が管理する農園…市内９か所。
体験農園について…地権者が自ら開設し指導を行いながら農業体験が出来る農園。市内３か所。

産業振興課

地産地消を推進していくため、新たな手法を調査研究しつつ農産物直売施設の
充実を図ります。

Ｂ
・市役所内での定期的なファーマーズマーケットの開催（全１７回）や、農産物直売所マップの配布によって
地産地消の促進に貢献した。農産物直売所マップについては、市内公共施設での恒常的な配架のほか、市内小
学校３年生（約１，４００人）へ地産地消の学習教材として配布を行った。

産業振興課

農業の基盤である農地の保全手法について調査研究し、農地を計画的に保全し
ます。また、生産者の意向を踏まえ、生産緑地の指定解除を極力抑え農地とし
て継続できるよう、新たな手法を関係者と連携して検討し、導入に努めます。 Ｂ

・都市農業推進対策事業費補助金により、農地の保全に資する資材等を支援した。
農地の保全に資する資材等として、除草を効率的に行うことが出来るハンマーナイフモアの購入を支援するこ
とで、遊休農地化することを防ぎ農地の保全に貢献した。

産業振興課

（３）　身近な農業の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

10,000㎡ Ｂ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

産業振興課遊休農地面積 23,454㎡ 15,145㎡ 11,219㎡



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

就労支援体制の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0

施策 №37 基本計画
掲載頁

110～112

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0

成果
キャリアカウンセラーによる就業相談や県等との共催による就労支援セミ
ナーを実施するなど、就労支援体制の充実を図った。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、就労相談やセミナーを開催し、就労支援を行うとともに、朝霞
地区雇用対策協議会の活動経費を補助することで、就職促進や雇用対策の
充実を図る。社会福祉協議会が行う就労支援事業は生活困窮者自立支援法
に基づいており、生活困窮者を対象としているという点で差別化されてい
るものの、当課の就労支援事業は基本的に就業を目指しているすべての人
を対象としており、社会福祉協議会利用者も対象となるため、今後は生活
支援課や社会福祉協議会へ当課が行うセミナーの周知を依頼するなど、適
宜連携を図っていく。

課題
就業に関する悩み（履歴書の書き方や転職をするべきかどうかなど）に適
切に対応し、就業につなげていく。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 0 Ｃ

関係機関と連携し、あらゆる層の雇用促進に努めるとともに、就労希望者のた
めのセミナーなどを開催します。

Ｂ
・埼玉県 等、ハローワーク朝霞、雇用対策協議会、朝霞市、志木市、和光市、女性キャリアセンターと連携し
て就職支援セミナーを開催し、就労希望者への情報提供を行った。今後は、埼玉県と志木市との共催で開催さ
れる未就労者を抱える親・家族を対象としたセミナーを始め、当課が行うセミナーについて、生活支援課や社
会福祉協議会にチラシの配架を依頼する予定。

産業振興課

男女や年代を問わず、就業や悩みごと相談を継続的に実施します。

Ｂ ・毎月第３木曜日にキャリアカウンセラーによる就業相談事業を行い、就業に関する悩みについて相談する機
会を提供した。（令和６年度相談件数：26件）

産業振興課

（１）　就労支援体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
就業機会の拡充を図るため、ハローワーク朝霞などと連携し、求人情報の効果
的な収集と提供を行います。また、在宅での就労ニーズを踏まえ、市民・事業
者に対しＩＣＴなどを活用した多様な働き方の周知に努めます。

Ｂ

・ふるさとハローワークにおいて、パソコンによる就職情報の閲覧、相談員による職業相談を実施するととも
に、課窓口で内職の情報提供に取り組んだ。
・埼玉県等と連携し、在宅ワーカー育成セミナーを行った。
・在宅ワークに関する情報について、チラシ等の設置を行い、市民・事業者に対し多様な働き方の周知を行っ
た。

産業振興課

Ｂ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

産業振興課就職セミナー等の実施回数 1回 6回 7回 10回



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

豊かで安心できる消費生活

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 1 Ｂ 3 Ｃ 0

施策 №38 基本計画
掲載頁

110～112

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

（１）　消費者意識の向上 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
幅広い世代に向けた消費生活に関わる情報発信を行い、消費者意識の向上を促
します。特に、成年年齢の引下げの状況を踏まえ、若年層への消費者教育や情
報発信の強化に努めます。 Ｂ

・消費者庁や埼玉県から提供される情報について、市ホームページに掲載し、情報発信を行った。
・若年者向けの消費者啓発チラシを作成し、市内中学校に配布した。
・特殊詐欺の手口やよくある消費者トラブルについて、高校生が考案した川柳を掲載した日めくりカレンダー
を作成し、配布した。

産業振興課

0

成果

複雑化する金融トラブルについての講演会の開催や若年者向けの消費啓発
チラシの配布など、消費者への啓発を行った。
また、消費者庁や埼玉県から提供される情報について、市ホームページに
掲載し、情報発信し、消費トラブルの防止に寄与した。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、幅広い世代に向けて消費者トラブルに関する情報提供を行い、
消費者意識の向上を図る。
また、消費生活相談員のスキルアップに努めるなど、相談支援体制の充実
を図っていく。

課題
消費者意識の向上を図るため、幅広い世代へ多様な手法による周知・啓発
を進めていく必要がある。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 2 Ｃ

市民に対して、的確な相談窓口への案内を行います。また、相談員のスキル
アップも含めて体制を強化し、市民が相談しやすい環境づくりに努めます。

Ｂ ・消費生活相談員の定期的な研修参加により相談員のスキルアップを強化し、消費生活トラブルへの的確な対
応を行うとともに、相談内容により専門の相談窓口を案内した。

産業振興課

消費生活センターの運営を通じて、消費者被害の対策に取り組みます。また、
消費生活講座の開催や啓発事業により、消費生活に関する基礎的な知識を消費
者に広めることで、誰もが安全かつ安心して消費生活を送れるような環境づく
りに努めます。 Ａ

・消費生活センターへの相談に対し、的確な助言やあっせんを行うことで、消費者被害の防止や被害の回復に
取組んだ。
・消費生活センターへの相談のうち、相談員からの助言により、相談者が自ら事業者と交渉し消費生活トラブ
ルの解決を図ることができた件数の割合（自主交渉率）が目標値を上回った。
・手口が複雑化する金融トラブルについて、弁護士を招いて、よくあるトラブルや対応方法等について講演会
を開催した。

産業振興課

（２）　相談支援体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
消費生活に関する最新情報の収集に努め、迅速に市民に発信します。

Ｂ ・消費者庁や埼玉県から提供される情報について、市ホームページに随時掲載し、市民へ発信した。 産業振興課

80.0% Ａ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

産業振興課
消費生活センターにおける自主交
渉率

76.0% 80.60% 80.36%



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

脱炭素社会の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 0 Ｂ 3 Ｃ 0

施策 №39 基本計画
掲載頁

114～115

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0

成果

公共施設への再エネ・省エネ設備(太陽光発電設備、空調機器及びＬＥＤ照
明機器)の導入や、市民及び事業者への補助金制度などの実施、また、環境
問題等に係る啓発活動を実施し、環境負荷の低減と市民意識の高揚に取り
組むことができた。
また、公共施設への再エネ・省エネ設備については、計画どおりに設備の
導入が完了した。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

インターネット環境が整っていない等の特殊な事情の方にも事業を知って
もらえる周知方法を検討していく。
また、市のイベント内で環境講座を設け、講座の参加者だけでなく周りの
方にも市がゼロカーボンに向けて行動していることを認識してもらえるよ
うにする。

課題

施策展開は現状のまま継続するが、一部高齢者においてインターネット環
境が整っていないなどの問題があったため、周知方法について検討する必
要がある。それにつながるものとして、ＫＰＩ「環境に関する講座・セミ
ナーの開催回数」については、目標値を達成するだけでなく、市民の興味
を引けるものにする必要がある。

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ

市民の環境に関する意識の高揚を目的として、幅広い年代に向けた環境保全の
ための講座、イベントなどを開催し、各種啓発活動を推進します。

Ｂ
・市民に対する出前講座、カインズ新座店のスペースを借りて行った環境教育イベント、各公民館の講座を通
じて環境問題に係る啓発活動を行った。
・新型コロナが５類感染症になったことから、令和６年度以降の講座、セミナーの開催依頼が増えることが見
込まれる。講座の積極的なＰＲについて具体的に検討していく。

環境課

公共施設への再生可能エネルギー等の導入を推進するとともに、省エネルギー
システムの設置の普及に努めます。

Ｂ ・公共施設への再エネ・省エネ設備（太陽光発電設備、蓄電池、高効率空調機器及び高効率照明）の導入につ
いて、計画どおりに施工が進んだ。

環境課

（１）　環境負荷の低減と市民意識の高揚 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
国が示した温室効果ガスの削減目標を踏まえ、市民及び事業者と一体となっ
て、市域における温室効果ガス排出量の削減を目指した取組を進めます。

Ｂ
・令和５年度に新座市の計画が重点対策加速化事業として国に採択され、当該計画を基に公共施設への再エ
ネ・省エネ設備の導入や、市民及び事業者への補助金制度などを実施しており、概ね計画どおりに進んでい
る。

環境課

30回 Ｂ

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度
所管課

環境課

設置可能な市保有建築物の太陽光
発電導入率

28.80% 32.37% 35.97% 43.60% Ｂ 環境課

環境課

温室効果ガスの排出量（市域・事
務事業）

市域(R1)618.4千
ｔ

事務事業
(R2)10,348ｔ

市域(R3)613千ｔ
事務事業

(R4)10,276ｔ

市域(R4)601.4千
ｔ

事務事業
(R5)8,158ｔ

市域442.9千ｔ
事務事業7,165.8

ｔ
Ｂ

環境に関する講座・セミナーの開
催回数

17回 27回 25回

64.9% Ｃ 環境課公用車における電動車の導入率 5.2% 7.4% 14.29%



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

循環型社会の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №40 基本計画
掲載頁

114～115

Ｃ 0

成果

市ホームページにより資源ごみの適正な排出の啓発及び資源回収の実施や
民間企業等との協力によるフードドライブの実施によりごみ減量化対策と
資源循環の促進に取り組むことができた。
また、志木地区衛生組合や構成市との連携を図り、ごみ処理体制の充実に
取り組むことができた。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

施策展開については、おおむね現状どおり進めていく。
ごみの排出量については、新型コロナウイルス感染拡大防止以降市民一人
一人のごみに対する意識の変化により減少したと推測される。
第15回新座市民意識調査では、現状のごみ収集方法に85％の方が満足して
いる結果であったが、作業員や収集車両不足への対応が必要となる。労務
費の適切な転嫁を実施するため、作業員の人件費、車両維持管理費、燃料
費等を適切に反映しながら、今後も志木地区衛生組合や構成市と連携する
ことで安定的な収集運搬体制・処理体制を確立する。課題

施策展開は現状のまま継続するが、ペットボトルの水平リサイクルやふれ
あい収集の要件拡大等新たな課題や、集団資源回収事業の将来的な見直し
について検討を進めていく。

1 Ｂ 5 Ｃ 1

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 8

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ

事業者に対し、ごみの適正処理を促すとともに、リサイクル資源の適正な排出
など、ごみの再資源化・減量化について、啓発を行います。

Ｂ ・事業者に対して、市ホームページにより資源ごみの適正な排出を促した。 環境課

町内会を始めとする市民団体によるごみの再資源化に向けた取組に対し支援す
るとともに、資源ごみの不正な持ち去りへの対策を進めます。

Ｂ
・集団資源回収事業を通して、町内会や登録団体（137団体）の資源回収を実施した。
回収量：4,874t
奨励金交付額：14,020,554円

環境課

（１）　ごみ減量化対策と資源循環の促進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
ごみの発生抑制や再使用、再資源化を促進するため、啓発を行うとともに、家
庭内の余剰食品の活用を図ります。

Ａ

・通年でファミマフードドライブの実施や十文字学園女子大学の文化祭でのフードドライブの実施により集
まった食品について、市内のＮＰＯ法人に引き渡し、こども食堂等において活用を行い、家庭内の余剰食品の
活用を図った。令和6年度において、ファミマフードドライブ実施店舗を増やし、市民への啓発をより一層行
えた。
・市内の保育園(6園)で、幼児向けごみ講座を行い、主に4・5歳児(年長児)を対象にごみの発生抑制、再資源
化に対しての啓発を図った。

環境課

確実で効率的なごみの収集・運搬体制を確保するとともに、災害時の対応やご
み出しが困難な世帯への支援策を推進します。

Ｂ

・日常生活によって発生する家庭ごみを自らごみ集積所へ持ち出すことが困難な世帯を対象にご自宅まで家庭
ごみの収集に行くふれあい収集を令和5年4月から試験的に開始した。ケアマネジャーを通して申請受付するこ
とで、要件判断に支障なく実施できている。要件拡大について福祉部局と調整の上、検討していく必要があ
る。
・集団資源回収については、一部事業者の高齢化等の影響もあり、将来的な事業の見直しについて検討が必要
と考える。
・災害廃棄物処理計画について、策定を行った。

環境課

安定的な収集運搬・処理体制の確立のため、志木地区衛生組合及び組合構成市
と連携を図りながら、家庭ごみの有料化について検討を進めます。

Ｃ
・第15回新座市民意識調査では、現状のごみ収集方法に85％の方が満足している結果であった。
・志木地区衛生組合及び構成市との検討の結果、有料化については見送りとなったが、本市の廃棄物の安定的
な収集運搬を継続するため、独自での検討は必要である。

環境課

技術開発や社会情勢の変化などに応じ、新たな再資源化の方法を検討します。

Ｂ ・住民から回収した使用済みペットボトルをリサイクルし、新しいペットボトルとして製品に使用・販売行う
「ＢtoＢ（ボトルtoボトル）」について、飲料メーカーとの取組を進めた。

環境課

（２）　ごみ処理体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

環境負荷の低減や効率的な中間処理・再資源化のため、志木地区衛生組合と連
携して、ごみの分別収集体制などについて検討を進めます。

Ｂ ・環境負荷の低減や効率的な中間処理・再資源化のため、今後も志木地区衛生組合や構成市との連携を図って
いく。

環境課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

43,629ｔ Ａ 環境課

令和８年度 令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度
所管課

ごみの総排出量 46,638ｔ 44,431t 43,531t



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

安全で快適な環境の創出

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №41 基本計画
掲載頁

116～117

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 1

0

成果

騒音、振動、悪臭を防止するため、パトロールの実施や県と連携しながら
事業者に対して、規制、指導を実施、また、野火止用水や市内湧水につい
ては、水質測定を実施することで公害対策の推進に取り組むことができ
た。
また、不法投棄、ごみのポイ捨て、犬のふん害、路上喫煙、野生鳥獣への
餌やりや浄化槽の適正な維持管理等について、市ホームページや広報にい
ざによる啓発や看板の配布を実施、また、雑草除去やカラスの巣落としを
実施し、快適な生活環境の実現に取り組むことができた。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

施策展開については、おおむね現状どおり進めていく。

課題
施策展開は現状のまま継続するが、ＫＰＩ「環境美化活動の参加団体数の
増加に取り組んでいくこと」については、目標値が達成できるよう周知等
を行っていく。

Ｂ 11 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 2 Ｂ 7 Ｃ

騒音、振動、悪臭を防止するため、事業者に対する規制・指導を実施するとと
もに、県と連携して地盤沈下や化学物質による汚染状況を監視し、状況に応じ
て必要な対策を講じます。

Ｂ
・周辺住民の生活環境を損なう事業者に対して、現場確認の上、必要に応じた指導等を行った。
・市民から苦情の多い場所や氾濫・崩壊の危険性がある場所を選定し、月２回のパトロールを実施した。この
ほか、河川の水質汚濁や地盤沈下等についても、県と連携し、被害拡大の防止や汚染元の事業者に対して規
制、指導を実施した。

環境課

（２）　快適な生活環境の実現 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（１）　公害対策の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
大気・土壌・地下水の汚染、水質汚濁を防止するため、定期的な環境測定を実
施するとともに、県と連携し、事業者に対する規制・指導を実施します。

Ｂ
・野火止用水について、業者に委託を行い年２回（R6.7/22及びR7.1/30）水質測定を実施した。
・市内湧水について、業者に委託を行い年1回（R6.9/13）水質測定を実施した。
・県と連携し、汚染元の事業者に対して規制、指導を実施した。

環境課

生活環境保全のため、野生鳥獣の適正な管理を行います。また、生態系保全の
ため、特定外来生物の駆除を行います。

Ｂ ・野生鳥獣への餌やりにより生態系が崩れないよう市ホームページや広報にいざによる啓発や必要に応じて指
導等を行った。また、特定外来生物の駆除及び人に危害を加えたカラスの巣落としを行った。

環境課

畜犬登録及び狂犬病予防注射の徹底を図り、狂犬病予防対策の充実に努めま
す。また、ペットの適正飼育や終生飼養について、飼い主の意識向上に努めま
す。

Ｂ

・畜犬登録について、令和4年9月1日から狂犬病予防法に基づく犬の登録の特例（ワンストップサービス化）
に参加しており、マイクロチップを装着していれば、引き続き窓口に寄らず登録が可能となっている。
・飼い主の意識向上について、市ホームページや広報にいざによる周知・啓発を行うとともに、窓口や集合狂
犬病予防注射に来られた市民に対し、パンフレット等を配布した。
・集合狂犬病予防注射を実施した。

環境課

不法投棄、ごみのポイ捨て、犬のふん害などの防止を図るとともに、駅周辺の
路上喫煙禁止地区において、巡回パトロールの実施及び路上喫煙禁止地区の周
知を図ります。 Ｂ

・不法投棄、ごみのポイ捨て、犬のふん害、路上喫煙に関して、市ホームページや広報にいざによる啓発及び
希望者には看板の配布を実施した。路上喫煙について、巡回パトロールはシルバー人材センターに委託し、現
在は通勤時間帯である平日の6時30分から8時30分まで実施した。

環境課

無秩序な土砂等のたい積の防止や空き地の適正な管理などを推進します。ま
た、土地管理者に協力を要請しながら不法投棄の防止にも努めます。

Ｂ ・空地の適正化管理として、雑草が繁茂している場所については、土地所有者に協力を要請（23件通知を発
送）し、雑草除去の市への委託希望が13件あったため、有料にて市が除去した。

環境課

（３）　墓園・斎場等の整備・改修の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市営墓園については、斎場や園内施設の老朽化に伴い、計画的な改修や修繕を
進めます。また、多様化するニーズに対応するため、合葬墓の設置に向けた取
組を進めます。

Ａ

・斎場及び園内施設について、計画的に修繕を実施した。
・墓所の公募について、合葬式墓所については、市営墓園使用権利者の改葬希望が多かったことから、その需
要に応えるため、当初の予定数（800体分）を大きく上回る927体分の受付をし、希望する全員の申請を受け入
れた。一般公募についても、246体分の受付を行った。返還墓所についても、主に市営墓園使用権利者の合葬
式墓所改葬により発生した返還墓所260区画の公募を行い、応募者全員102名が当選となった。これにより、墓
所の跡継ぎ問題や墓所ニーズ等の課題に対応した。

環境課

浄化槽の適正な維持管理や、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換につ
いて周知・啓発を行います。

Ｂ ・市ホームページや広報にいざによる周知・啓発を行うとともに、設置相談の際にも維持管理についてのチラ
シの配布、法定点検不適正の箇所については是正に関する文書を送付した。

環境課

し尿の処理については、朝霞地区一部事務組合において、効率的かつ、効果的
な適正な処理を実施します。

Ｂ ・朝霞地区一部事務組合において、効率的かつ、効果的な適正な処理を実施されている。 環境課

（４）　防衛施設・基地周辺環境整備の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
航空機の飛行や訓練等による周辺住民の不安の解消・軽減を図るため、航空機
等の安全な運行や訓練等の事故防止の徹底などについて、関係機関に対し要望
します。 Ｂ ・全国基地協議会及び防衛施設周辺整備全国協議会を通じて、交付金の増額や航空機等の飛行活動に関する安

全確保などについて、要望活動を実施した。
政策課

市内の墓地区域については、地域住民の生活環境が損なわれることのないよ
う、必要な指導及び助言を行います。

Ｂ ・墓地区域内の変更等、許可が必要な手続については、事前相談を徹底させ、地域住民の生活環境が損なわれ
ないように条例の基準に則った指導及び助言を行った。

環境課

朝霞地区４市による共用火葬場の設置に向けた検討を進めます。

Ｂ
・朝霞地区４市共用火葬場設置基本構想について、市民説明会（６回開催）及び意見募集を行い、広く意見を
募った上で、策定することができた。
・定期的に４市市長や所管の部課長を集めた会議を行うことで、朝霞地区４市間で進捗の確認、課題の共有等
を行うことができた。

政策課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度
所管課

環境課

環境課

環境美化活動の参加団体数 10団体 10団体 11団体 13団体 Ｂ

野火止用水におけるＢＯＤ濃度 1.5mg/ℓ 1.0mg/ℓ 1.2mg/ℓ 1.5mg/ℓ以下 Ａ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

災害に強いまちづくりの推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　
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施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №42 基本計画
掲載頁

120～122

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 0

0

成果

備蓄品を計画的に購入するとともに希望のあった自主防災会に対して、活
動費としての補助金を交付し、防災体制の充実を図った。全６１の自主防
災会で防災訓練が実施され、実施回数及び参加者数も順調に上昇してお
り、防災啓発の成果が表れている。
大規模盛土造成地第二次スクリーニング調査業務については、今後の対応
方針等をホームページで公表し、住民への周知を図った。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

引き続き、市民への防災意識の啓発や、防災体制・消防体制を充実させる
とともに、自主防災会のリーダーの担い手不足の解消や、長く懸案になっ
ている個別避難計画の作成について、関係課と実施方法の検討を進めてい
く。
また、令和７年度の大規模盛土造成地第二次スクリーニング調査業務実施
に当たり、近隣住民へ周知するとともに、関係機関及び権利者との調整を
行い、測量業務及び地質調査業務を円滑に進めていく。課題

地域の高齢化に伴う自主防災会のリーダーの担い手不足が懸念されるほ
か、避難行動要支援者の個別避難計画の作成が進められていない。

Ｂ 11 Ｃ 3

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 17 Ｃ

（２）　防災体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
災害時の食糧や資機材の計画的な備蓄を推進するとともに、避難所の整備や防
災設備、災害時の給水体制の充実を図ります。

Ｂ
・昨年度に引き続き、財政状況を鑑み、目標数を満たしていない備蓄品の購入を進めた。
・避難所開設運営を円滑にするため、チェックリストや施設利用計画等の避難所に配備する資料の修正を行っ
た。

危機管理室

（１）　防災意識の啓発と防災行動力の向上 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
防災に関する情報を発信し、市民一人一人の防災意識の啓発と防災行動力の向
上を図りながら、自主防災組織の活動及び防災リーダーの育成を支援します。

Ｂ
・町内会や自主防災会の防災訓練や出前講座を啓発の機会と捉えて、危機管理室職員の派遣を行った。(町内
会・自主防災会対象の訓練：７０回、出前講座：１０回）
・自主防災会に対して、リーダー等養成講座を実施した（１回）。しかしながら、地域の高齢化に伴い、自主
防災組織の担い手不足が懸念される。

危機管理室

防災性の高い住環境づくりを推進するため、建築物の耐震診断や耐震改修を促
進します。

Ｂ
・広報、市ホームページ、耐震説明会等を通じ、建築物の耐震化の必要性・重要性を普及啓発しつつ、補助制
度により耐震診断18件、耐震改修7件（耐震シェルター1件を含む）の物件に対し、その費用の一部又は全部の
助成を行い、耐震診断及び耐震改修を促進した。危険ブロック塀については、6件（築造4件、撤去2件）の助
成を行った。

建築審査課

災害時における大規模盛土造成地の滑動崩落による宅地地盤の被害を防止する
ため、一定の要件を満たす大規模盛土造成地について調査を実施し、官民が連
携しながら適切な対応を図ります。 Ｂ

・令和７年度の大規模盛土造成地第二次スクリーニング調査業務実施に向けて現地踏査及び設計を行うととも
に、これをもとに第二次スクリーニングの概要や今後の対応方針等をホームページで公表し、住民への周知を
図った。

都市計画課

男女それぞれの視点を取り入れた防災対策を進めます。

Ｂ
・女性の視点を取り入れた防災啓発チラシの作成を行い、防災フェア等で周知を行った。
・備蓄品に関しては、女性に特化したものではないが、新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急
整備型）を活用し、避難所環境の改善が大きく期待できる簡易ベッドの購入のための交付金の申請手続を行っ
た（納品は令和７年度の見込み。）。

危機管理室

災害時における応援体制の強化のため、他の自治体や事業者などと災害時応援
協定の締結を推進します。

Ｂ ・自治体及び約６０事業所と災害時応援協定の締結を継続した。連絡体制の情報共有や発災時の要請のための
様式は決まっているが、連絡訓練などは行っていない。

危機管理室

Ｃ
・地域の関係者（町内会等・自主防災会・民生委員・消防署・警察署）に避難行動要支援者の名簿を提供した
（毎年度実施）。名簿登載者3,275人（対象者7,174人中）
しかしながら、個別避難計画については、必要項目の選定・作成（及び届出）の具体的な流れが決められてお
らず、作成には至っていないため、左記の評価とする。

危機管理室

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、確実に情報が伝わるよう情
報発信方法の充実に努めます。

Ｃ
・防災行政無線のアナログ波の停止に伴い、放送内容が受信可能な防災ラジオの使用ができなくなった。現
在、放送内容については、市公式ＬＩＮＥで通知できるようになったが、市公式ＬＩＮＥの登録者数が8,000
人程度に留まっているため、左記の評価とする。防災訓練等の機会を捉え、市公式ＬＩＮＥや防災行政無線聞
き直しフリーダイヤルの周知を行う。

危機管理室

土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域及び急傾斜地崩壊危険区域並びに浸
水想定区域の災害リスクを周知します。

Ｂ
・「新座市防災マップ・ハンドブック」及び「洪水・土砂災害ハザードマップ」の見直しを行い、掲載情報が
古くなっていたため更新したほか、マップハンドブックに各家庭での備え等の防災情報を追記した。見直しに
併せて増刷し、在庫を確保した。
・公共施設等への配架や市ホームページに掲載し、災害リスクの周知を推進した。

危機管理室

高齢者、障がい者や外国人などの避難行動要支援者に対する支援に関して、自
主防災組織や消防団などと連携し、避難支援体制の充実を図ります。

Ｃ
・地域の関係者（町内会等・自主防災会・民生委員・消防署・警察署）に避難行動要支援者の名簿を提供した
（毎年度実施）。名簿登載者3,275人（対象者7,174人中）
しかしながら、個別避難計画については、必要項目の選定・作成（及び届出）の具体的な流れが決められてお
らず、作成には至っていないため、左記の評価とする。

長寿はつらつ課

埼玉県南西部消防局と連携して、消防団の設備や装備品の充実を図るととも
に、情報の伝達体制の強化を図ります。

Ｂ ・新座消防署と調整の上、災害対応訓練や機関員研修等でポンプ車の操作方法や資機材の取扱訓練を指導して
もらった。

危機管理室

迅速かつ安全な消防団活動が行えるよう消防団の分団車庫及び消防ポンプ車両
の更新などの機能強化を図ります。

Ｂ
・消防団第五分団車庫建替工事を令和７年４月竣工に向けて施工開始した。
・第二分団車庫を令和７年度に建替工事を行うよう進めており、消防ポンプ車についてもポンプ車更新計画に
基づき更新を予定している。

危機管理室

（３）　消防体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
活力ある消防団づくりを目指し、市民への消防団活動の周知・啓発、消防団の
加入促進や処遇改善を図るとともに、消防団員の技術の向上を図ります。

Ｂ

・消防団活動報告を市HPに掲載した。４月の平林寺半僧坊大祭併催事業、９月の大江戸新座祭り、１月の出初
め式、３月の防災フェアほか自主防災会の防災訓練において、団員募集チラシを配布した。併せて、車両展
示、子ども用防火服の着用体験ブースを設けるなどして、啓発活動を行った。
・報酬の引き上げや銀長靴の個人貸与等、処遇改善を図った。
・５月に機関員研修、６月に災害対応訓練、９月からポンプ車操法訓練の実施、その他、埼玉県消防協会主催
の教育研修に参加するなどし、消防団員の技術向上を図った。

危機管理室

地域の消防力の充実を図るため、街角消火器の設置を進めるとともに、消火栓
や防火水槽の整備・維持を行います。

Ｂ
・令和４年度に公設消火栓の点検を行い、令和10年度までに不具合のある消火栓修繕を完了できるよう進めて
おり、令和６年度は３５基の消火栓修繕を行った。
・消防水利を毎月、消防署で点検作業を行った。

危機管理室

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

所管課

危機管理室

61団体
70回

6,000人
Ｂ 危機管理室

消防団員数 187人 192人 189人

防災訓練を実施する自主防災会数
／実施回数／参加者数

61団体
34回

1,630人

61団体
43回

4,800人

61団体
56回

6,006人

235人 Ｃ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

防犯体制の充実

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №43 基本計画
掲載頁

120～122

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 8 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ

（１）　防犯意識の高揚 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市民一人一人の防犯意識の高揚を図るため、新たな犯罪の特性に応じた内容に
見直しながら、啓発活動を実施します。

Ｂ ・市ホームページに犯罪発生状況を掲載し、犯罪が発生した地域の町内会と連携し注意喚起を行った。
　また、新座警察署と連携し、犯罪抑止キャンペーンを行った。

危機管理室

0

成果

自主防犯パトロール団体に対し防犯資機材の貸与を行っているほか、新座
市防犯・暴力排除推進協議会と連携し防犯キャンペーンの実施や、町内会
等に対する防犯灯設置費及び管理費補助金を通して防犯対策を推進した。
特殊詐欺防止を目的とした出前講座やチラシの配布、特殊詐欺防止機能付
きの電話機を購入した人への補助金の交付を行い、防犯意識の向上を図っ
た。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

自主防犯パトロールの拡大を図るとともに、今後も引き続き、新座警察署
を始めとする関係機関との連携などにより、防犯体制を一層強化してい
く。

課題
高齢化等による自主防犯パトロール団体の減少が危惧されるが、自主的な
防犯活動をより一層促していく取組が必要である。

防犯パトロールなど、市民及び事業者による自主的な防犯活動を促すため、防
犯資機材の貸与など、防犯関係団体の活動の支援を行います。

Ｂ
・自主的な防犯活動を促すため、自主防犯パトロール団体に対し防犯資機材の貸与を行ったが、自主防犯パト
ロール団体は高齢化等により減少傾向にあるため、ＫＰＩ達成度はＣとした。
・新座市防犯・暴力排除推進協議会と連携し防犯キャンペーンを実施した。
・「わんわんパトロール」は、啓発を強化したことにより登録者が１４５名に増加した。

危機管理室

高齢者を狙った振り込め詐欺の対策を強化します。

Ｂ
・市内高齢者向けに出前講座を開催し、特殊詐欺防止のための啓発を行った。
・配食サービス事業者を通して、高齢者に向けた特殊詐欺防止啓発チラシの配布を行った。
・特殊詐欺防止機能付電話機を購入した世帯に対し、補助金を交付した。（補助件数：459件　補助金額：
5,996,000円）

産業振興課

（２）　防犯体制の整備 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
警察署と連携して不審者情報・犯罪情報を把握し、学校・防犯関係団体などへ
速やかに情報提供を行い、地域の防犯体制の充実を図ります。

Ｂ ・市ホームページに毎月の犯罪発生状況を掲載したり、犯罪が発生した地域の町内会と連携し注意喚起を行っ
たりした。

危機管理室

Ｂ ・道路照明灯を１８基新設した。 道路管理課

（３）　犯罪被害者への支援 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

道路照明灯の設置など、防犯対策を推進します。

Ｂ ・新座駅及び志木駅に設置されている防犯カメラの管理を行った。
・防犯カメラ設置に関する相談体制を設けた。

危機管理室

Ｂ ・防犯灯の設置・管理を行う町内会等に対し、補助金を交付した。
　６０町内会：５，７９１，２２０円（令和６年度）

地域活動推進課

犯罪被害者支援のための施策を推進し、市民への周知を図ります。

Ｂ ・市ホームページに犯罪被害者等支援に関するページを作成し、周知を行った。
・犯罪被害者週間（１１月２５日～１２月１日）に街頭キャンペーンを行った。

危機管理室

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

91団体 Ｃ 危機管理室

令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点
達成度

所管課

自主防犯パトロールを実施する団
体数

78団体 78団体 78団体



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

危機管理への対応力強化

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №44 基本計画
掲載頁

120～122

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 0 Ｃ

評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
自然災害や武力攻撃の発生、新たな感染症のまん延などの危機事象から市民の
生命、身体、財産を守るため、有事の際に迅速かつ的確な対応が図れるよう、
組織的な危機管理体制の強化・充実を図ります。

Ｂ
・有事の際に迅速かつ的確な対応が図れるよう、令和６年度埼玉県国民保護共同図上訓練に参加し、武力攻撃
に対する市の役割等の習熟を深めた。
・長年更新されていなかった国民保護実施マニュアル及び避難実施要領パターンを現在の組織に合わせた全体
的な見直しを行い、体制の整備を行った。

危機管理室

0

成果

有事の際に迅速かつ的確な対応が図れるよう、令和６年度埼玉県国民保護
共同図上訓練に参加し、武力攻撃に対する市の役割等の習熟を深めるとと
もに長年更新されていなかった国民保護実施マニュアル及び避難実施要領
パターンを現在の組織に合わせた全体的な見直しを行い、体制の整備を
行った。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、埼玉県等が主催する訓練に参加するとともに、不測の事態に対
応できるよう、必要に応じて体制の整備を図る。

課題
埼玉県や自衛隊が主催する訓練を活用しながら、知識の習熟に努める必要
がある。

（１）　危機管理への対応力強化

所管課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

共創によるまちづくりの推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

0 Ｂ 3 Ｃ

施策 №45 基本計画
掲載頁

126～127

総合評価 Ｂ：順調に進捗した

0

（１）　共創のまちづくりの推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ

共創のまちづくりの推進に向けて、市民参画、広聴・広報活動を着実に実
施した。
市民意識調査の結果を受け、市民参画促進における具体策の検討を進め
た。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

令和５年度に実施した市民意識調査の結果を踏まえ、「共創」の実現に向
けて、市民参画、広聴・広報活動を更に充実させていく。
従来からの市民参画、広聴・広報活動を着実に実施しながら、「共創」の
実現に向けた新たな取組に着手していく。

12 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ

民間企業や大学などと更なる連携を図り、それぞれが持つ資源やノウハウを活
用しながら、地域の活性化や市民サービスの向上を図ります。

Ｂ
・市内３大学や日本郵便株式会社との包括協定により、庁内における各種審議会委員（各計画策定委員も含
む）等の委嘱や講師派遣事業、団体の特性を活かした連携事業、地域ボランティア活動への協力等により、市
民サービスの向上を図った。

政策課

成果

新座市自治憲章条例の理念に基づき、市民や各種団体、民間企業などが共にま
ちを創るパートナーであることを認識した上で、将来都市像とまちづくりのプ
ロセスを共有し、新座市の新たな魅力や価値を共に創り上げていきます。 Ｂ

・新座市自治憲章条例の周知を図るため、二十歳の集いでパンフレットを配布するとともに、新規採用職員に
対する研修を実施した。
・総合計画推進のために新たに設置した政策評価委員会では、共にまちを創るパートナーとして、市内団体、
民間企業及び公募市民から委員を選出し、行政評価の実施に向けて認識の共有を図った。

政策課

課題

市民参画、広聴・広報活動について、既存の取組については順調に取り組
むことができているが、市民と共にまちづくりに取り組む「共創」の実現
のためには、青壮年世代を含めた幅広い世代の参画を促進する必要があ
り、既存の取組を更に充実させるとともに、新たな仕組みづくりの構築も
必要となる。

（２）　市民参画の機会の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
まちづくりに参画する機会が少ない市民を含め、幅広い市民に対して、様々な
機会を作り、広く参画を呼び掛けるとともに、まちづくりへの参画に対する意
識の高揚を図ります。 Ｂ

・共創のまちづくりの推進に向けて実施した市民意識調査の結果を踏まえて、より効率的で効果的な市民参画
の具体策について検討を進め、市公式LINEや電子申請システムの活用による市民参画の在り方について検討を
行った。

政策課

Ｂ ・市民参加による市政推進の一環として、「新座市長とタウンミーティング」を３回実施した（市役所、中央
公民館、西堀・新堀コミュニティセンター）。

秘書広聴課

各種審議会や委員会等へ市民公募枠を設置し、市民目線の意見を把握するとと
もに、日頃意見を出すことのない方々の思いを市政に反映させるため、市民の
声を幅広く収集できる仕組みの確立に努めます。 Ｂ

・附属機関等における審議を活性化させ、市民参画の一つとして市政への関心を高めるため、市が事務局とな
る附属機関等において公募による市民委員枠の設置について全庁に周知を図った。
・新たな市民参画の仕組みとして、人材バンク及びモニター制度の活用について検討を行った。

政策課

Ｂ ・若い世代の意見を市政に反映させるとともに、市政に対する理解と関心を深めてもらうため、小･中学生と
市長との懇談会、未来の市長作文、市内３大学学生と市長との懇談会を実施した。

秘書広聴課

・市長への手紙、ファックス、メールにより、市民からの意見の把握に努めた（手紙：62件、ファックス：2
件、メール200件）。また、それらの意見及び市からの回答について、広聴の概要としてまとめ、市ホーム
ページに掲載した。

秘書広聴課

市民ニーズに即した市政運営を実現するため、パブリック・コメント制度、
ワークショップなどの多様な手法を取り入れ、幅広い世代の市民の意見を聴く
とともに、条例制定や各種計画策定時などの政策形成過程における市民参画の
機会の確保に努めます。 Ｂ

・共創のまちづくりの推進に向けて実施した市民意識調査の結果を踏まえて、市公式LINEや電子申請システム
を活用した市民参画の在り方、具体策等について検討を行った。
・(仮称)三軒屋公園等複合施設整備に係るワークショップとして、意見交換会を全４回実施するとともに、各
種計画の策定段階で市民アンケートを実施するなど政策形成過程において市民ニーズを把握するための様々な
手法を取り入れた。

政策課

Ｂ
・新座市パブリック・コメント手続条例に基づき、パブリック・コメントを５件実施した（新座市マンション
管理適正化推進計画、第３次いきいき新座21プラン、新座市災害廃棄物処理計画、新座市水道施設再配置基本
計画、第３次新座市子ども・子育て支援事業計画）。

秘書広聴課

多様な情報提供手段の特性を踏まえながら、市民に分かりやすく伝わるよう市
政情報を発信します。

Ｂ

・全戸配布により幅広い世代に情報提供できる広報、大量の情報を安定的に掲載できるホームページ、能動的
に情報を取得し情報の拡散力が大きいＳＮＳなど各情報発信ツールの特性を踏まえながら、分かりやすい言い
回しで情報が伝わるよう情報配信を行った。
・課題である市公式ＳＮＳの登録者数を増やすため、広報紙や市民課前モニターへの広告掲載、公共施設での
ポスター掲示、イベントや公民館などのスマートフォン講座でのチラシ配布を行った。

シティプロモー
ション課

（３）　広聴・広報活動の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
まちづくりの課題や市民ニーズを把握するため、定期的な市民意識調査や市長
への手紙、メールなどの制度を実施するほか、直接市民と対話できる機会を確
保するとともに、時代に即した多様な広聴活動の充実を図ります。

Ｂ

政策課

情報公開制度の適正な運用を図り、市民に信頼される開かれた市政を推進しま
す。

Ｂ ・情報公開条例に基づき、市の保有する情報の公開の総合的な推進を図るとともに、公文書開示請求等に対す
る開示等を行った。

総務課

（４）　開かれた市政の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点
達成度

所管課

各種施策や事業の進捗状況、結果等について、年次報告書等により市民に対す
る説明の機会の創出に努めます。

Ｂ ・各種計画の策定段階等において住民説明会や意見交換会を実施するなど、市民に対しての説明機会を確保す
るとともに、市ホームページや広報にいざ等を活用して市の施策や事業の進捗状況について公表した。

政策課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度

公募による市民委員枠を設けてい
る附属機関等の割合

8.00% 11.76% 12.64% 15.00% Ｂ

秘書広聴課市民意識調査の回答回収率 43.80% 47.90% 実施なし 50.00% Ｂ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

人権尊重社会の構築

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

目標値 令和６年度時点
達成度

所管課項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度

人権推進室

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

社会生活や家庭生活における様々な人権問題の解決を図るため、市及び関係機
関が設置する各種相談窓口等と連携し、人権侵害被害者の救済や支援に努めま
す。 Ｂ ・人権擁護委員による人権相談（いじめ、差別、セクハラなど）を偶数月の第四木曜日（うち６月は特設人権

相談）に実施した。
人権推進室

（３）　相談・支援体制の充実 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

施策 №46 基本計画
掲載頁

128～129

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ 0 Ｂ 4 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ

市民一人一人の人権意識の高揚に向けて、生涯学習の一環として、人権に関す
る講座や講演会など、学習機会の充実に努めます。

Ｂ
・市民と接する機会の多い職員を対象とした人権教育指導者養成講座を実施するとともに、人権講演会を開催
し、一般市民を含めた多くの参加者が人権問題に対する理解と認識を深めることができた。
・人権教育指導者養成講座　受講者２６人／人権講演会　参加者１９２人

同和問題や様々な人権問題について、正しい理解と認識を深めるため、ホーム
ページやパンフレット、ＳＮＳなど様々な媒体や講演会等の機会を活用して、
より効果的な人権啓発活動を推進するとともに、市民と人権関係団体との交流
を深める機会を設けます。

Ｂ

・職員、市民及び市内事業者等を対象に、人権啓発品の作成・配布、市ＨＰ・広報紙による啓発記事の掲載、
各種研修会の参加・実施等、様々な人権啓発事業を実施した。
<実施した研修会>
　職員：初任者研修（新規採用職員）
　　　　人権啓発推進員研修会（副課長または係長）
　市民：男女共同参画関連講座
　市内事業者等：新座市企業人権問題研修会

令和８年度 令和９年度

所管課
学校教育において、人権意識を高めるための学習機会を保障し、人権教育を推
進します。

Ｂ
・市内小・中学校の児童生徒を対象に、人権作文や標語・ポスター作品の募集を行い、優秀者を表彰するとと
もに、作文・標語については優秀作品を冊子にまとめ、市内小・中学校や公共施設に配布するなど、人権教
育・啓発に役立てることができた。

生涯学習スポー
ツ課

成果

人権啓発品については、研修会等様々な機会を捉えて配布し、市職員、市
内事業者、商工会、民生・児童委員、町内会等、より多くの方に対し意識
啓発を図ることができた。同和問題を始めとする様々な人権問題について
わかりやすく解説した啓発冊子を作成し、人権・同和問題に関する啓発活
動や研修会等の資料として活用を図ることができた。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

差別のない社会の実現のため、今後も複雑化、多様化する人権問題に関し
て、国・県等の関係機関や庁内関係各課と連携を図りながら、引き続き、
人権教育及び人権啓発を進めていく。

課題
人権問題は、社会状況等の変化により複雑化、多様化の傾向にあり、関心
も高まっており、市民の人権意識の醸成及び高揚を図るため、人権施策の
推進については、恒常的に実施していく必要がある。

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）評価

生涯学習スポー
ツ課

（２）　人権啓発・交流の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

0

（１）　人権教育の推進



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

多様性を認め合う社会の形成とジェンダー平等の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

所管課

各種審議会・委員会への女性登用
率

35.20% 36.40% 37.40%

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

40.00% Ｂ 人権推進室

男女平等意識の向上を促すとともに、幼児教育や学校教育、生涯学習など、あ
らゆる機会を通じて意識啓発に努めます。

Ｂ
・市民を対象に、男女共同参画に関するパネル展や講座の開催、情報紙の発行、広報紙による啓発記事の掲
載、懸垂幕の設置等、様々な啓発事業を実施した。
・学校教育においては、各教科、特別の教科 道徳、特別活動、総合的な学習の時間において、男女平等意識
を育てる教育を推進した。

人権推進室

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

育児や介護などを男女が共に取り組むことができるよう、支援の充実に努める
とともに、働きやすい職場づくりについて事業者に対する啓発を行います。

Ｂ
・家事・育児、介護への参加促進を図るため、育児学級、健康教育、パパママ学級、介護予防教室などを実施
した。
・国・県等関係機関が発行する啓発資料等の配布や市ＨＰを通じた情報発信等を行った。

人権推進室

職場における男女共同参画を推進するため、女性の就業機会の拡大や均等待遇
の整備などについての啓発活動を行います。

（３）　男女が共に働きやすい環境づくり 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

Ｂ
・県等と連携し、在宅ワーカー育成セミナーや女性キャリアセンターオンラインセミナー等の講座等を実施し
た。
・国・県等関係機関が発行する啓発資料等の配布や市ＨＰを通じた情報発信等を行った。

人権推進室

人権推進室

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

・市職員・教職員を対象に性的マイノリティについての研修会等を実施した。
・市ホームページ等において、ふりがな付きの日本語や外国語での情報発信を行った。

人権推進室

（２）　男女共同参画の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（１）　多様性の尊重と配偶者等からの暴力の防止 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

リプロダクティブ・ヘルス／ライツ（性と生殖に関する健康と権利）について
の理解を深めるため、必要な市民への情報発信に努めます。

Ｂ
・妊娠中の生活や出産・育児について学ぶパパママ学級の中で、妊娠・出産期の健康の内容についての情報発
信を行った。
・小学校では保健及び特別活動、中学校では保健体育科及び特別活動において、性と生殖に関する教育を推進
した。

人権推進室

0 Ｂ 6 Ｃ 1

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 2

施策展開の評価数 Ａ

Ｃ 0

重大な人権侵害であるＤＶを始めとした、あらゆる暴力のない社会の実現を目
指し、広く市民に対して、意識の啓発や関連法規の理解の促進を図るととも
に、被害者の救済体制の整備に努めます。 Ｂ

・パープルリボン運動やパープルリボン展の実施、広報にいざへのＤＶ特集記事の掲載など、ＤＶ防止に向け
た意識啓発等を行った。
・ＤＶや性暴力など女性に対する暴力についての相談を実施し、庁内外関係機関と連携を図りながら支援し
た。

施策 №47 基本計画
掲載頁

128～129

国籍の違いや障がいの有無、性自認や性的指向などのあらゆる多様性を認め合
い、尊重することができるよう、支援や啓発に努めます。

Ｂ

成果

「あらゆる分野で男女共同参画を進める意識づくり」、「誰もが安全・安
心に暮らせるまちづくり」及び「男女ともに働きやすい環境づくり」の３
つの基本目標を掲げた「第４次にいざ男女共同参画プラン」に沿って各種
事業（研修会、相談、啓発等）を順調に実施した（プランに掲げる総事業
数６５）。
　また、男女共同参画審議会を２回開催し、「令和５年度男女共同参画年
次報告書」や令和８年度に実施予定の「新座市男女平等意識 ・実態調査」
などについて審議した。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

今後も国・県等の関係機関や庁内関係各課と連携を図りながら継続的な啓
発活動等を実施し、多様性を認め合う社会の形成とジェンダー平等の推進
を図っていく。
ＫＰＩとして設定している「市役所における女性役付職員の割合」につい
ては、女性の登用を積極的に推進し、役職に付く女性の割合を高めていく
ため、係長級昇任資格取得試験の受験を推奨していく。

課題

ＫＰＩとして設定している「各種審議会・委員会への女性登用率」は上昇
しているものの、「市役所における女性役付職員の割合」については、計
画策定時における現状値と大きな変化はなかった。
社会全体において、固定的性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコ
ンシャス・バイアス）が存在し、これに基づく社会通念や慣行などが依然
として残っているため、継続的な啓発活動等を実施していく必要がある。

市の審議会等や管理職への登用など、女性の政策・方針決定過程への参画を促
進するとともに、男女が共にあらゆる分野に参画し、その個性と能力が十分に
発揮することができる地域づくりを進めます。

Ｃ

・各所属長に対し、審議会等における委員会の改選時には、より積極的に女性委員を登用するとともに、内部
会議やプロジェクトチーム等の委員についても、女性職員を積極的に登用するよう依頼した。
・彩の国さいたま人づくり広域連合が実施する女性職員のキャリアデザインに関する研修に職員を派遣した。
・女性職員のキャリアアップを推進し、役職に付く女性の割合を高めていくため、係長級昇任資格取得試験の
受験を促す取組を実施する。

人権推進室

人事課
市役所における女性役付職員の割
合

37.00% 36.70%

令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度

36.27% 50.00% Ｃ



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

平和意識の高揚

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）
【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

所管課項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値 令和６年度時点

達成度

新座市健康平和都市宣言の趣旨にのっとり、平和の尊さや大切さを考える機会
を提供し、市民の平和意識の高揚に努めます。

Ａ
・平和意識の高揚を図るため、市民ギャラリー１で平和展を開催（令和６年８月１日～９日）し、市役所第二
庁舎に懸垂幕を設置した（令和６年７月２２日～８月３０日）。
・原爆死没者の慰霊及び平和祈念の黙とうについて周知を行った。
・「ノーベル平和賞受賞記念　被団協・田中煕巳氏講演会（令和７年２月１２日）」を開催した。

総合評価
Ａ：想定以上に
　　進捗した

今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き、平和展を開催や啓発活動を通じて、平和意識の高揚に努めてい
く。

課題
戦争の記憶を風化させることなく、平和の尊さ、戦争・核兵器の悲惨さを
広く市民に周知し、平和意識の高揚につなげるため、平和事業を恒常的に
実施していく必要がある。

人権推進室

1 Ｂ 0 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ｂ 0

施策展開の評価数 Ａ

Ａ 0

施策 №48 基本計画
掲載頁

128～129

（１）　平和意識の高揚 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

Ｃ 0

成果

平和意識の高揚を図るため、平和展を開催し、庁舎に懸垂幕を設置すると
ともに、原爆死没者の慰霊及び平和祈念の黙とうについて周知を行った。
また、「ノーベル平和賞受賞記念被団協・田中煕巳氏講演会」を開催し
た。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

選ばれるまちになるためのシティプロモーションの推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

Ａ 0 Ｂ 2 Ｃ 0

施策 №49 基本計画
掲載頁

130～132

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数

0(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 1 Ｃ

Ｂ
・市民が多く参加する福祉フェスティバルや商工祭、ウォーキングイベント等市内で実施されるイベントにお
いて、着ぐるみ出演やグッズ販売、市の魅力を伝えるマップ等を配布した。
・地域資源である野火止用水の清掃活動を市民ボランティアや公募参加による市民と共同で行い、市への愛着
や誇りの醸成を図った。

シティプロモー
ション課

Ｂ
・市のPR動画を２編（シティプロモーション編、四季編）作成し、公式YouTubeサイトで公開をするととも
に、出前講座や会議(全国都市教育長協議会)等で参加者に視聴していただいた。
・市外の方も多く訪れるカインズ新座店ほか市外の民間施設のイベントに参加し、着ぐるみ出演やグッズ販
売、市の魅力を伝えるマップ等の配布を行うことにより、関係人口・交流人口の創出に努めた。

（１）　シティプロモーションの推進 評価

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

地域資源をいかしたシティプロモーション施策を引き続き展開するととも
に、新座市のブランドイメージの向上や確立につながる取組や、転入数を
増加させる取組、関係人口・交流人口を創出する取組について研究開発し
ていく。
また、市の魅力の効果的な発信についても研究していく。

課題

第２次シティプロモーション方針でターゲットとしている３０代子育て世
代及び市内大学に通う大学生を始め、本市を訪れる関係人口・交流人口に
対して、本市の魅力をより深く認識していただくためのより効果的なPR手
法の導入及びPR機会の増が課題である。

シティプロモー
ション課

所管課

年間転入者数 8,077人

目標値
令和６年度時点

達成度

8,300人 Ａ シティプロモー
ション課

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

8,663人 8,828人

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市外の人から「住んでみたい」と選ばれるまちを目指し、転入数を増加させる
取組を進めます。また、市に訪れる交流人口や市と多様に関わる関係人口を創
出する取組を進めます。

成果

シティプロモーション推進懇話会を開催し、新座市のおすすめスポット等
を考案いただき、新座市紹介マップ「GO!GO!にいざ」の制作に着手した。
また、ゾウキリンを活用した事業の展開により、シティプロモーションを
推進した。

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

市民が「ずっと住み続けたい」と思えるまちを目指し、定住人口を増加させる
取組を進めます。また、情報発信やイベントの開催、地域、学校、民間企業な
どとの連携により、市への愛着や誇り（シビックプライド）の醸成を図りま
す。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

新座ならではの魅力づくり

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

シティプロモー
ション課

新座ブランド年間販売実績額 97,550千円 78,092千円 120,296千円 120,000千円 Ａ シティプロモー
ション課

観光ボランティアガイドの年間案
内人数

1,055人 929人 809人 1,500人 Ｃ

所管課項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値

令和６年度時点
達成度

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

新座ブランドに限らず、新座らしさを伝える商品等を発掘し、ふるさと納税の
返礼品などを活用して広く情報発信します。

Ｂ 新座らしさを伝える新たな返礼品（いちごのジェラート、再生パソコン（再開））を追加し、市の魅力を広く
発信した。

シティプロモー
ション課

市のイメージキャラクター「ゾウキリン」を活用した商品開発やイベントで着
ぐるみを登場させるなどＰＲを進めます。

Ｂ ・市のイメージキャラクター「ゾウキリン」を活用した商品開発（ぬいぐるみ、ｸﾘｱﾌｧｲﾙ）やイベント（福祉
ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙや商工祭、カインズ新座店やマルイファミリー志木等）で着ぐるみを登場させるなどＰＲを進めた。

シティプロモー
ション課

所管課
既に新座ブランドとして認定した商品に加え、新たな認定商品の開発や選出を
進めます。また、認定商品について、市内外へのＰＲや販路拡大を支援しま
す。 Ｂ ・令和７年度に新座市制施行５５周年を迎えるに当たり、令和６年度に第２回認定事業を実施し、６事業者を

認定した。今後は、市内外へのPRや販路拡大を支援する。
シティプロモー
ション課

市民や来訪者が、自然や歴史的文化資産などの地域資源に触れることができる
ウォーキングルートの開発やまちなか観光案内所の拡充など、回遊を促す取組
を進めます。 Ｂ

・新座市観光ボランティアガイドが年間を通じて野火止用水をはじめとする５つのガイドコースを中心に自然
や歴史的文化資産を案内した。
・新座市産業観光協会会員のうち、まちなか観光案内所を希望する会員が居らず、拡充を図ることができな
かった。

シティプロモー
ション課

市民や来訪者が市への理解を深め、愛着を持ってもらえるよう、ボランティア
などの地域人材と連携して、自然や文化を体験できる取組を進めます。

Ｂ

・新座市観光ボランティアガイドが年間を通じて野火止用水をはじめとする５つのガイドコースを中心に自然
や歴史的文化資産を案内した。
・ボランティアガイド活動を継続させるために、養成講座を実施し、新たなガイドを増やした。
・令和５年度に申込みのあった小学校から令和６年度は申込みがなかったため、ガイド案内人数が減少した。
年々案内人数が減少しているため、ＫＰＩの達成度についてはＣとした。

シティプロモー
ション課

市内の団体や事業者と連携し、市をＰＲできるイベントを実施します。また、
市の認知度向上や地域活性化につながる自主的な市民活動を支援します。

Ｂ
・市民団体が実施する、本市の魅力をPRする事業（ボランティアガイド、美化・ピカ隊、大江戸新座まつり
等）の円滑な実施に向けて支援を行った。
・市内の事業者（カインズ新座店）と連携し、新座の日イベントを実施した。

シティプロモー
ション課

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ

成果

新座市観光ボランティアガイドと連携し、市内の自然資源や歴史的文化資
産を活用し、市の魅力をＰＲした。
新座市産業観光協会と連携し、イベントやゾウキリングッズ等を通じて市
の魅力をＰＲした。

（２）　地域ブランドの確立 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

所管課

0 Ｂ 6 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 2

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載）

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

引き続き観光ボランティアガイド協会、産業観光協会等と連携し、市の魅
力をＰＲしていく。
ふるさと納税で魅力的な返礼品の開発に取り組んでいく。
令和７年度の市政施行５５周年に合わせて第２回新座ブランド認定事業を
行い、市の更なる魅力ＰＲに活用していく。

課題

観光ボランティアガイド協会は、令和６年にガイド養成講座を実施した
が、依然としてガイドの高齢化が課題となっているため、引き続きガイド
養成講座を実施し、新たなガイドを増やしていく必要がある。
ふるさと納税における返礼品の新規の追加や、新座ブランドの市内外への
ＰＲや販路拡大を行っていく必要がある。

施策 №50 基本計画
掲載頁

130～132

Ｃ 0

（１）　地域資源をいかした魅力づくり 評価



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

まちの魅力を伝え広める仕組みづくり

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

施策 №51 基本計画
掲載頁

130～132

総合評価 Ｂ：順調に進捗した

来訪者の増加につなげるため、市内の様々な魅力を伝える観光マップやガイド
ブックを作成し、市内外で配布するとともに、市外の方や外出先からでも手軽
に入手できる電子媒体を活用した情報の発信に努めます。

・すぐそこ新座まちあるきマップを市内外で配布した。
・市産業観光協会ホームページを活用し、観光マップやガイドブックをダウンロードできるようにした。Ｂ シティプロモー

ション課

全ての市職員が市のシティプロモーション担当・広報担当であるという意識を
持ち、情報提供の内容の充実、積極的な情報発信に努めます。

Ｂ
・新規採用職員研修やシティプロモーション推進員募集の際などに、全ての市職員が市のシティプロモーショ
ン担当・広報担当であるという意識を持って業務にあたることの大切さを伝えるとともに、市の情報発信ツー
ルについて説明した。

シティプロモー
ション課

Ⅰ：現状のまま
    継続

（１）　魅力発信の強化 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
子育て世代や大学生などシティプロモーション方針のターゲット層に響く情報
を発信するため、即時性・拡散性の高いＳＮＳを効果的に活用します。

Ａ ・市ホームページに掲載した内容をＬＩＮＥやＳＮＳに連携する機能を活用し、各所属において即時的に情報
発信が可能になった。

シティプロモー
ション課

0
今後の
方向性

30,000人 Ｂ シティプロモー
ション課

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 所管課

ＳＮＳ公式アカウントの登録者数
（Twitter、Facebook、LINE、
YouTube）

18,402人 21,205人 24,031人

シティプロモーションの担い手を増やすため、市の魅力づくりやＰＲにつなが
る市民活動や企業活動、市内大学との連携を推進します。

Ｂ

・シティプロモーション推進懇話会やトラベルライティングアワード新座賞を通じて市の魅力発見や発信を
行った。
※トラベルライティングアワード新座賞とは（市内３大学の学生から市内にまつわる紀行文を募集している。
上位入賞者は市産業観光協会ホームページ新座めぐりに掲載、最優秀賞受賞作品は冒頭部分を広報に掲載して
いる。）

シティプロモー
ション課

将来のシティプロモーションの担い手を育てるため、子どもたちが市の歴史、
文化、自然などの魅力に触れる機会を提供します。また、子どもたちが市の魅
力や理想の将来像を発表する機会を創出し、市への愛着の醸成を図ります。 Ｂ ・小学校４年生の社会科の地域学習の一環として、新座市観光ボランティアガイドが出前講座やガイドを行

い、市への愛着の醸成に貢献した。
シティプロモー
ション課

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 0 Ｃ 0

施策展開の評価数 Ａ 1 Ｂ 6 Ｃ

シティプロモー
ション課

成果

シティプロモーション推進懇話会を開催し、市民に主体的に市政に関わっ
ていただいた。
産業観光協会と連携し、ゾウキリンInstagramやホームページを活用して市
の魅力を発信した。
市内３大学と連携し、トラベルライティングアワード新座賞など、学生視
点での市の魅力を発信した。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

市民が主体的に市政に関わり、市の魅力や情報を広められる仕組みづくり
を進めていく。

課題
シティプロモーションの担い手づくりのため、まちの魅力発信を強化する
とともに、市民を巻き込んでまちの魅力を伝え広める仕組みづくりを進め
る必要がある。

Ｂ
・シティプロモーション推進懇話会（30代子育て世代と市内３大学学生で構成）を開催し、関越自動車道にか
かる跨道橋に掲げたシティプロモーション横断幕のフレーズ考案やガイドブックGO!GO!にいざ作成に携わって
いただいた。
・市のPR動画を２編（シティプロモーション編、四季編）を制作し、公開した。

（２）　シティプロモーションの担い手づくり 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市が目指す「選ばれるまち」のイメージをより多くの市民と共有し、市民が新
座の魅力を発信できるよう努めます。

シティプロモー
ション課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度

市民や市外の人が市に興味・関心を持ち、自発的にまちづくりや市の情報発信
に関わることができるよう働き掛けていきます。

Ｂ ・市内外の方に新座を知り、興味を持っていただけるようシティプロモーション推進懇話会の協力を得ながら
新座市のおすすめスポットなどをまとめた「GO!GO!にいざ」の制作に着手した。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

行政の効率化・高度化の推進

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

（５）　広域連携の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

高度化・複雑化する行政課題に的確に対応できる職員を育成するため、人材育
成基本方針に基づき、職員に対する能力開発や職員研修の充実を図ります。ま
た、人事評価制度などを通じた人材マネジメントの最適化を図ります。

Ｂ

・職員研修計画に基づく集合研修、派遣研修、職場研修及び自主研修並びに実務研修及び新座市人材育成基本
方針に基づく「にいざｈｉｔｏゼミ」各種研修を実施した。
・人事評価制度については、評価者研修に参加するとともに、マニュアルを更新し全庁に通知することで周知
した。また、係長級昇任資格取得試験の採点要素に人事評価結果を活用し、職員のモチベーションアップと組
織の活性化を進めた。

人事課

市民ニーズや新たな行政課題に迅速かつ着実に対応するため、柔軟で機動的な
組織体制を構築します。

Ｂ ・（仮称）三軒屋公園等複合施設については、様々な機能を含んだ複合施設で、所管課が多岐にわたることか
ら、ふるさと新座館建設時と同様に整備推進に当たるプロジェクト組織として室を設置した。

政策課

計画的に人材を確保し、業務に応じた弾力的な業務執行体制を構築するととも
に、テレワークの定着化など、ワークライフバランスに配慮し、多様な人材が
活躍できる職場の環境づくりを進めます。 Ｂ

・全庁で必要になる業務量の見通しを基に策定した新座市職員定員管理計画に基づき、育児休業取得者、途中
退職者等の欠員やプロジェクトの状況等を踏まえた必要職員の確保を行い、令和６年４月１日時点で８９９人
の職員を配置した。
・時差出勤勤務を導入し、職員が柔軟に働くことができる職場の環境づくりを進めた。

人事課

経営的な視点に立って事務事業の成果やコストを重視するとともに、市を取り
巻く社会環境に対応する仕組みを整え、持続可能な行財政運営を推進します。

Ｂ

（４）　ＤＸの推進による業務効率化とサービスの向上 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

（３）　民間活力の活用 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
複雑化する行政課題を効果的に解決していくため、公共性の確保に留意しなが
ら、ＰＰＰ・ＰＦＩの導入や業務のアウトソーシングなど、民間活力の活用を
推進します。 Ｂ

・（仮称）新座市三軒屋公園等複合施設に係る事業者公募において、複合施設の整備・運営・維持管理につい
て、事業スキームとしてDBO方式やPFI（BTO）方式等の検討を行った。
・指定管理者制度について、体育施設等の公募による選定手続を進めるとともに、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に対応
するため、手続の見直しなどを行った。

政策課

男性職員の育児休業取得率 13.68% 69.23% 75.00% 30％以上 Ａ 人事課

多様化する市民ニーズに対応した魅力ある都市空間の創出を図るため、三軒屋
公園及び東北コミュニティセンターの敷地を活用した新たな複合施設の整備を
進めます。 Ｂ ・令和６年度は、関係団体及び市民との意見交換会を実施し、基本計画の見直しを行った。

・今後はこの計画に基づいて事業者の公募を進めていく。

（仮称）三軒屋
公園等複合施設
整備推進室

所管課項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

令和７年度 令和８年度 令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度

公共施設等を限られた財源の中で適切に維持管理するため、公共施設等総合管
理計画に基づき、今後想定される人口減少を見据えた施設の総量の適正化を図
るとともに、安全性の確保に向けた計画的な改修・改築を進めます。

Ｂ
・施設の総量の適正化に向けた取組として新座市公共施設再配置計画の策定に着手した。
・施設の基礎情報の整理や利用者・市民に対するアンケート調査、施設所管部署へのヒアリング調査を実施し
た。
・計画対象施設の課題の整理・評価をおおむね予定どおりに実施した。

公共施設マネジ
メント課

（６）　公共施設等の適正な管理・整備

最初から最後まで一貫してデジタルで完結することのできる行政手続オンライ
ン化の拡大、誰もがデジタル化の恩恵を受けられるようになるための情報格差
解消の取組など、市民目線に立った利便性の向上につながるＤＸを推進しま
す。 Ｂ

・デジタル完結する行政手続はまだ少ないが、オンラインで申請できる手続数は増加し、市民の利便性は向上
した。
・デジタル・デバイド対策（情報格差の解消）については、新たに民間事業者と連携した、スマホよろず相談
窓口のトライアルを行い、対面での市民サポートを行った。

情報システム課
（デジタル市役
所推進室）

職員一人一人が、行政課題の解決に向けたＤＸ推進の意義を共有し、ＡＩ等の
先端技術を積極的に活用した業務改革に取り組むなど、市民サービス向上と業
務の効率化を推進します。 Ｂ

・市のＤＸ推進の意義を理解し、更なる気運醸成及び推進体制の強化のため、ＤＸ研修を実施した。
・業務効率化を目的として、生成ＡＩサービスを新たに導入し、研修会を通じて、業務における活用範囲を広
げるための取組を行った。

情報システム課
（デジタル市役
所推進室）

評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

新座市域を含む圏域全体の発展に向けて、火葬場の設置検討など、スケールメ
リットが期待できる事業については、市域の枠を超えた広域的な連携を推進し
ます。

Ｂ
・朝霞地区４市共用火葬場設置基本構想について、市民説明会（６回開催）及び意見募集を行い、広く意見を
募った上で、策定することができた。
・定期的に４市市長や所管の部課長を集めた会議を行うことで、朝霞地区４市間で進捗の確認、課題の共有等
を行うことができた。

政策課

・新座市行財政改革推進実施計画に基づき、持続可能な行財政運営を推進した。特に、「職員の能力向上と意
識改革の推進・組織の活性化」及び「計画的な公共施設等の改修改築・統廃合・長寿命化等の推進」の２点を
重点取組事項として取り組み、いずれも計画どおり実施できた。

政策課

（２）　職員の能力向上と組織の活性化 評価

基本計画に位置付けた施策を戦略的かつ効果的・効率的に展開していくため、
取組の実績や進捗について適切に管理・評価しながら、状況に応じて予算へ反
映させるなど、ＰＤＣＡサイクルに基づいた行政運営を推進します。 Ｂ ・総合計画、市デジタル田園都市総合戦略、行財政改革推進実施計画の進捗管理を効率的・効果的に行うた

め、外部委員で構成される政策評価委員会を２回開催した。
政策課

主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

Ｃ 2

（１）　行政経営の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

0 Ｂ 11 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 16

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅰ：現状のまま
    継続

施策展開の評価数 Ａ

課題

国のデジタル関連施策や他自治体におけるデジタル実装の動向等を踏まえ、ＤＸの推進による業
務効率化及び市民サービス向上に、継続的に取り組む必要がある。
基幹業務システムの標準化対応については、ベンダ側のリソース不足などの要因により、
一部業務が特定移行支援システムとして運用されることとなったため、令和７年度末までの完全
移行は実現できなかった。
今後は、段階的な移行が計画されている特定移行支援システムへの対応や、現行システム及び標
準準拠システム双方の安定稼働を目指した取組を進める必要がある。
（仮称）三軒屋公園等複合施設の整備については、事業者の公募を進めるとともに、都市計画変
更等の必要な手続について検討する必要がある。
新座市公共施設再配置計画については、対象施設が約１４０施設(令和７年３月時点)と多い上、
学校施設の最適規模・最適配置についての基本的な考え方を教育委員会内で検討していく方針と
なり、方針がまとまるまで一定期間を要する。
総合計画の評価については、評価結果の活用の面からもより有用な行政評価となるよう、評価内
容の精度を高める必要がある。

施策 №52 基本計画
掲載頁

134～136

成果

ＡＩによる音声テキスト化サービスの導入など、新たなデジタル技術の活用によるＤＸを推進し、業務の
効率化を図ることができた。デジタル完結が可能な行政手続はまだ少ないが、オンラインで申請できる手
続数は増加し、市民の利便性は向上している。
新座市公共施設再配置計画策定に向けて施設の基礎情報（利用者数や稼働率、収支状況など）の整理、施
設所管部署へのヒアリング調査、不特定多数の利用が想定される施設の利用者及び無作為抽出した市民
（３，０００人）に対するアンケート調査を実施し、その結果等を踏まえて、課題の整理をした。
先輩男性職員による子育てに関する座談会の開催などを通じ、男性職員の育児休業の取得は定着しつつあ
る。時差出勤勤務の導入、在宅勤務手当の整備を実施し、職員が柔軟に働くことができる職場の環境づく
りを進めることができた。

成果・課題を
踏まえた今後
の対応方針

デジタル・デバイドの解消を図りながら、行政手続のオンライン化により
市民サービスの向上や業務の効率化に取り組んでいく。
基幹業務システムの標準化対応については、特定移行支援システムの移行
に向けた支援を行うとともに、過渡期におけるシステム間の連携を確保
し、現行システム及び標準準拠システム双方が安定して稼働することを目
指して、取組を進める。
公共施設再配置計画は、策定時期を延期（令和７年度末から令和８年度上
半期に延期）することで、審議会を増回し十分な議論の機会を設け、教育
委員会が示す今後の方針との整合を図る。
総合計画の評価方法について、外部評価委員や職員の意見を踏まえなが
ら、より深化した評価が行えるように改善する。



第５次新座市総合計画前期基本計画 施策評価シート（対象：令和６年度実績）

健全な財政の確立

主な施策展開の進捗状況（定性的な評価）
【評価の基準】Ａ：想定以上に進捗した　Ｂ：順調に進捗した　Ｃ：進捗が遅れた　

1

2

3

4

5

施策のＫＰＩ（重要業績評価指標）

令和７年度 令和８年度

・新たな補助制度の創設については、その目的を達成するための対象者をしっかりと検討し、期間・目的・対
象者・金額等を精査した。

財政課

【達成度の基準】Ａ：目標を上回るペースの指標値　Ｂ：目標値を達成するペースの指標値　Ｃ：目標を下回る指標値

Ｂ
・納期内納付を推進するため、アプリ決裁納付、ＱＲコードを利用した納付、クレジットカード納付、口座振
替納付、コンビニ納付により、納税環境の利便性を図った。
・納税コールセンターや会計年度人職員の活用、徴収体制の見直しを行い、現年度分の滞納の早期解消を図る
とともに、差押えや公売等の滞納処分の強化を図った。

納税課

ふるさと納税の充実や、クラウドファンディングなど様々な手法を活用して、
自主財源を確保します。

Ｂ

（２）　財源の確保 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課
市財源の根幹である市税について、適正な賦課と公正な徴収を推進するため、
納税しやすい環境の整備や滞納処分の強化を推進します。

Ａ

所管課

財政調整基金の残高（通年）

95％未満 Ｃ 財政課

市税収納率 97.8% 98.5% 98.8%

Ｂ 財政課

納税課

経常収支比率 96.1% 98.5% 98.7%

令和９年度 目標値
令和６年度時点

達成度

39.4億円 42.8億円 35.5億円 35億円以上

項目
現状値

（策定時点）
令和５年度 令和６年度

98.7%

Ｂ
・納付書で支払う方の納税通知書に口座振替依頼書はがきを添付し口座登録を促進するとともに、コンビニエ
ンスストアでの納付やＱＲコードを使用した納付方法等を掲載したリーフレットを同封して、納期限内の納付
を案内した。

課税課

ふるさと納税の充実を図るため、令和７年度予算において、新たな新座ブランド「認定」に向けた事業費を計
上したことを始め、予算編成過程で、費用対効果、受益と負担の在り方などについて、全庁的な検討に努め
た。

財政課

国や県による補助制度や支援策を積極的に活用して、自主財源負担を軽減しま
す。

Ｂ 令和７年度予算編成に当たって、国の補正予算債、緊急防災・減災事業債など地方財政措置対象の地方債の検
討・活用を実施した。

財政課

効率的に施策・事業が推進できるよう、中・長期の財政収支見通しを踏まえな
がら、規律ある財政運営を進めるとともに、財政状況の公表により透明性を確
保します。

Ｂ

・経常収支比率95％未満、財政調整基金の残高を35億円以上とするため、当初予算編成時において、第5次総
合計画に掲げられている政策・施策の達成を目指しつつ、費用対効果や受益と負担のあり方などを意識し、優
先順位を付けて事業を選定した。
・経常収支比率(令和５年度決算)は98.51%、令和6年度の財政調整基金基金残高については、通年で35億円以
上を達成したものの、令和7年度当初予算編成後は約29億円となった。

財政課

受益と負担の公平性の観点から、社会経済情勢に応じた制度の適正化を図り、
行政サービスの質・量の最適化に努めます。

Ｂ ・物価高騰や人件費高騰といった社会情勢を踏まえ、行政サービスに係る受益者負担の適正化を図るため、令
和７年度に検討を行うこととし、その検討準備を行った。

政策課

Ｃ 0

（１）　規律ある財政運営の推進 評価 主な取組実績・評価理由（※評価「Ｃ」とした場合、課題とその対応方針も記載） 所管課

総合評価 Ｂ：順調に進捗した
今後の
方向性

Ⅱ：一部見直し等
 の余地がある

0 Ｂ 7 Ｃ 0

(参考)事務事業評価の実施状況 Ａ 0 Ｂ 4

施策展開の評価数 Ａ

施策 №53 基本計画
掲載頁

134～136

Ｂ

成果

経常収支比率(令和５年度決算)は98.51%、令和6年度の財政調整基金残高に
ついては、通年で35億円以上を達成したものの、令和7年度当初予算編成後
は約29億円となった。
市税徴収については、徴収体制の見直しを行う等、滞納処分の強化を図
り、市税収納率(令和６年度決算）は98.76%となった。 成果・課題を

踏まえた今後
の対応方針

財政調整基金残高及び経常収支比率の二つの指標を強く意識しながら、規
律ある財政運営を進めていく。
市税徴収に当たっては、引き続き納税環境の整備や滞納処分の強化に取り
組んでいく。

課題

令和７年度予算編成では、歳入面で市税の増を見込めたものの、物価高等に伴う工事
費・委託費や、人件費の増などの影響により、歳出面の増が大きく、非常に厳しいもの
となった。
歳入歳出の両面から収支差の解消に努めたが、それでも収支差は大きく、財源不足分は
財政調整基金からの繰入れにより対応せざる得ないものとなった。


